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こと。

10 材料の検査に伴う

試 験

試験は、原則として公的試験場で行うものとし、その場所の決定にあたっては監督職員の承諾を受ける

同壁下地の開口補強は建築工事とする。

・ 機械設備工事） の請負人を指名する。

労働安全衛生法第３０条第２項の総括安全衛生管理義務者には、（※建築工事　・ 電気設備工事

検討のうえ、関係法令に従い安全堅固に設置すること。

・　別添仮設計画図・配置図等により示された仮設計画を参考に、請負人にて構造、施工方法について十分

策を講ずること。また、施設運営についても担当者と協議を行い、支障のないよう努めること。

理員を配置するとともに、近隣家屋に騒音、振動等の公害が発生しないよう留意し、工事全般に万全の対

※　工事車両の出入りについては、速度制限を厳守し、危険防止に努めること。また、必要に応じて交通整安 全 対 策

総 括 安 全 衛 生

管 理 義 務 者

20

19

テムにより的確に実施すること。

(3) 請負人は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を厳守し、同法第１２条の３によるマニフェストシス

同実施書を作成し速やかに報告のこと。

し、建設副産物の発生抑制および再利用の促進に努めること。また再生資源利用〔促進〕計画書および

(2) 「資源の有効な利用の促進に関する法律」（リサイクル法）及び建設副産物適正処理推進要綱を厳守

再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）を厳守し、分別解体及び再資源化等実施すること。

(1) 本工事に使用する特定建設資材及び排出する特定建設資材廃棄物については、「建設工事に係る資材の

承諾を受けること。

請負人は、産業廃棄物を適正に処理するにあたり下記事項を含め、事前に監督職員に施工計画書を提出して

工事竣工まで万全の対策を講ずること。

工事着手前に付近の状況を調査し、騒音、振動、塵埃の発生、土壌汚染、排水汚染等公害発生のなきよう、

各種下請業者、製造所等県下で供給出来るものについては、極力県内業者を選定すること。

出すること。なお、責任施工のものは、請負契約者・施工下請業者・材料製造所の連名書とする。

各種検査を必要とするもの、責任施工のもの等は、各合格書又は保証書およびその写し各１部を提

標仕に記載されていない特別な材料の工法は、当該製品の指定工法による。

産業廃棄物の処理

公 害 対 策

下請け業者の選定

設備工事との取合

各種検査合格書等

特殊な材料の工法

16

15

14

13

12
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（1.3.8）

各設備工事によるコンクリート部分の梁、壁、床の貫通補強及び仕上げ部分、軽量鉄骨天井下地、
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また、請負人は、○印のついた工事種別および技能検定の職種について、職業能力開発促進法による一級

Ⅰ

工
　
事
　
概
　
要

NO 構　造
床　面　積　(㎡)

名　　　称 工　　種

一
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共
　
通
　
事
　
項

特　　　記　　　事　　　項章 項　　　目

Ⅱ

建
築
工
事
仕
様

１

　が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。

　なお、検査を完了した日とは、発注者が契約約款第31条第2項に基づく当該検査の結果を通知した日（契約

　約款第31条第6項に該当するものを含む）とする。

建 築 工 事 特 記 仕 様 書

（1.1.1）

（1.7.1,1.7.2）

（1.7.3）

（1.6.2）

（1.5.2）

あわせて、その他室内空気汚染（揮発性有機化合物）対策として、その原因となる物質の含有量が低濃度で

（1.4.1）

（1.4.1）

（1.4.1）

（1.4.2）

　図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様

特 記 仕 様2

1

１　項目は番号に    印のついたものを適用する。

２　特記事項は   ・ 印のついたものを適用する。

・ 印のない場合は ※ 印のあるものを適用する。

・ 印と ※ 印のある場合はともに適用する。

３　特記事項に記載の（　）内表示番号は、標仕の当該項目、当該表、当該図を示す。

本工事は、滋賀県建設工事執行規則に基づき、工事請負契約書及び同約款を遵守し、本特記仕様書を含む

上記相互間に相違のある場合の優先順位は、記載の順序とする。

完成図の種類、記入内容および様式は標仕により作成し、原図、ＣＡＤデータおよび焼付製本（縮小版Ａ４

保全に関する資料は標仕により作成し、監督員に指示された必要部数の原本、複写図および電子データを

提出するものとする。なお、作成に際しては、国土交通省作成の「建築物等の利用に関する説明書作成の手

引き」を参考とし、詳細については監督員の指示による。

工事管理写真はカラーとし、その内容が明確に判別できるものとする。デジタル写真とする場合、使用す

るデジタルカメラの総画素数は200万画素以上、記録画素数は640×480画素以上とする。

工事写真の撮影要領は、｢工事写真の撮り方・建築編｣(国土交通省大臣官房官庁営繕部監修)によ

る。完成写真の撮影場所は監督職員の指示による。 工事写真キャビネ版はアルバム台紙に、サ－

ビス版は工事写真帳に貼り付けて提出すること。

工事施工途中において、適宜中間技術検査を行う。

　原則として、現場代理人は他の工事と重複して従事することはできない。

　契約約款第10条第3項の規定に基づく現場代理人の常駐義務を緩和する期間および本工事における現場代理

人が他の工事の現場代理人を兼務できる条件は、別に定める「現場代理人の常駐に関する運用基準（滋賀県

土木交通部）」による。

　①現場代理人の常駐を要しない期間

　への常駐は要しない。

・　請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等

　が開始されるまでの期間）については、現場代理人の工事現場への常駐を要しない。

　なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、監督職員との打合せにおいて定める。

　②工事が完成し、事務手続き、後片付け等のみが残っているなど、工事現場において作業等が行われてい

　　ない期間については、現場代理人の工事現場への常駐を要しない。

　現場代理人は、請負人との直接的な雇用関係が確認できる資料を監督職員に提出すること。

請負人は、建設業法に定める専任の技術者の任命を行い、現場に派遣し技術管理にあたらせること。

①　技術者の専任を要しない期間

　監理技術者の工事現場への専任は要しない。

・　請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等

　なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、監督職員との打合せにおいて定める。

②　滋賀県建設工事請負契約約款（以下「契約約款」という）第31条第2項の規定に基づく検査を完了した

　日から契約期間満了までの期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。

　　また、日程の都合上、契約工期満了後に検査が行われる場合は、契約工期満了後の監理技術者等の工事

　現場への専任を要しない。

各工種の作業については、極力技能士の資格を有する者に作業をあたらせること。

技能士または単一等級の資格を有する者を、１職種１名以上該当工事作業中工事現場（資材製作加工の場合は

製作所）に常勤させるとともに、作業に先立ち事前にその氏名等を監督職員に届け出なければならない。

・ 仮設工事(とび)　・ 鉄筋工事(鉄筋)　・ コンクリート工事( ･ 型枠 ･ ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送)　

・ 防水工事( ・ ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 ・ 合成ｺﾞﾑｼｰﾄ防水 ・ ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系塗膜防水 ・ ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系塗膜防水 ・ ｾﾒﾝﾄ系防水 ・ ｼｰﾘﾝｸﾞ)

・ 鉄骨工事(構造物鉄工)　・ ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ/ALCﾊﾟﾈﾙ工事( ･ CB積 ･ ALCﾊﾟﾈﾙ施工)　

・ 石工事( ・石張り ・ 石積み ・ 石材加工)　・ タイル工事(タイル張り)　・ 木工事(建築大工) 

・ 屋根及びとい工事( ・屋根金属薄板葺きおよびとい設置 ・ かわらぶき ・ 石綿スレート葺き)　

・ 金属工事(鋼製下地)　・ 左官工事( ･ 金こて仕上,ﾓﾙﾀﾙ塗り,吹付 ･ 断熱硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ吹付)　

・ 建具工事( ･ ｻｯｼ施工 ･ ｶﾞﾗｽ加工取付 ･ 木製建具加工取付 ・ 自動ドア取付)　・ 塗装工事(塗装)　

・ カーテンウォール工事(金属製カーテンウォール施工)

・ 内装工事( ・ 表具 ・ 壁装 ・ 畳製作施工 ・ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ系床施工 ･ ｶｰﾍﾟｯﾄ系床施工 ・ ｶｰﾃﾝ施工 ・ ﾎﾞｰﾄﾞ仕上)

・ 排水工事(配管)　・ 植栽工事(植栽)　・ 外壁改修工事(樹脂接着剤注入施工)

建築材料等は、極力県内産品を選定することとし、製品等は特記されたものまたは同等品以上とする。

ただし、同等品以上とする場合は監督職員の承諾を受けること。

工事で使用する各種塗料類、接着剤類、その他の材料のホルムアルデヒド放散量はＦ☆☆☆☆とする。

ある材料を極力選定する。（標仕を参考とすること。）

さらに、環境配慮の視点から、以下の材料の利用に努めること。

(１)グリ－ン購入法に基づくエコマ－ク商品

(２)建設リサイクル法により再資源化されたリサイクル製品、材料

(３)滋賀県リサイクル製品認定制度に基づく滋賀県リサイクル製品

　　（参考URL http://www.pref.shiga.jp/d/haikibutsu/gomizero/h2112reeflet.pdf）

工事に使用する材料は、アスベストを含有しないものとすること。

証製材等、フローリング又は再生木質ボードを使用する場合は、「木材・木材製品の合法性、持続可能性の

明のためのガイドライン」（林野庁　平成18年2月15日）に準拠した証明書を、監督員に提出すること。

施 工 基 準

完 成 図

保全に関する資料

工 事 写 真

１

２

３

４

５

６

技 術 検 査

現 場 代 理 人

技 術 管 理

技 能 士

建 築 材 料 等９

８

７

敷地面積

準住居

防火地域　　準防火地域　　法22条指定区域　　指定なし

風致地区　　自然公園　　宅造規制区域　　市街化区域　　市街化調整区域

第１種低層 第２種低層 第１種中高層 第２種中高層 第１種住居 第２種住居

近隣商業 商業 準工業 工業 工業専用 指定なし

工 　事 　名 　称

工 　事 　場 　所

用 　途 　規　 制

防 　火 　規 　制

そ の 他 の 規 制

工 事 期 間 ・ 限

工   事   種   目

1

サイズ）　　部を提出するものとする。なお、標仕の表1.7.1の完成図に本特記仕様書を加えたものとする。3

1階 2階 3階 4階

２

という）による。（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 「建築工事監理指針　最新年度版」および「建築改修工事

概　要　説　明

監理指針　最新版」を参考とする。）

書　最新版」（以下「標仕」という）および「公共建築改修工事標準仕様書　最新年度版」（以下「改修標仕」

・　請負契約の締結の日の翌日から令和　　年　　月　　日までの期間については、現場代理人の工事現場

・　請負契約の締結の日の翌日から令和　　年　　月　　日までの期間については、主任技術者または

滋賀県彦根市八坂町2500 303,260ｍ2

延面積 備　考

３
　
土
　
工
　
事 騒音振動の防止４ 低騒音型、低振動型建設機械指定要領に基づき指定された建設機械を使用する。

※オーガー併用圧入工法

・自立鋼矢板　　　　・ 切梁腹起鋼矢板　　　　・ 松矢板山留め３

・ 構内指示場所敷きならし 　・ 構外指示場所敷きならし 　　※ 構外搬出適切処理  建設発生土の処理２

埋戻しおよび盛土１ 種　　別 ・ Ａ種　 ※ Ｂ種　・ Ｃ種　・ Ｄ種　　不足分は良質土搬入する。 （3.2.3）

（3.2.5）

（3.3.1）

（２）建物により利用時間が異なるため、本学監督員と調整を行うこと。

　　　解体工事、貫通工事等の騒音、振動作業は原則、授業時間帯は出来ないものとする。

（１）作業時間については本学の運営に十分配慮した時間帯とする。

作業時間の制限について

（２）(１)以外にも作業の制限を要請する場合があるため、協力するよう努めること。

　　　・共通仕様書を参照のこと

（１）次の日は現場作業を実施しないこと。

作業日の制限について作業時間等について47

に位置付けのある「建設工事公衆災害防止対策要綱」は新要綱に読み替える。

（国土交通省告示第496号、令和元年9月2日、以下（新要綱）」）が告示されたため、公共建築工事標準仕様書

建設業法（昭和24年法律第100号）第25条の27第2項の規定に基づき「建設工事公衆災害防止対策要綱

防 止 対 策 要 綱

建設工事公衆災害

本工事に関連して実施される国、県または関係団体の調査等に協力すること。その他

45

44

協議における資料は受注者の負担により作成するこのとする。

で費用を要する拡大防止対策を行う場合は、受発注者間で設計変更の協議を行うこととする。

記載するものとする。必要と認める拡大防止対策のうち共通仮設および現場管理の範囲を超え、受注者が追加

受注者は、施工計画書の作成にあたり、「その他」の事項として新型コロナウィルス感染症の感染防止対策を

求める工事

施工計画書の提出を43

「建設工事における余裕期間制度運用ﾏﾆｭｱﾙ（令和2年2月）（滋賀県土木交通部））」に基づくものとする。

なお、低入札価格調査等により、上記の工事開始期限日以降に契約締結となった場合には、

（余裕期間：契約締結日から令和　年　月　　日。工事開始日：令和　年　月　　日）

6．実工期：令和　年　月　　日から令和　年　月　　日まで。

5．受注者は工事開始日の前日までに現場代理人等を定め、所定の様式により届け出るものとする。

ことに留意するものとする。）

4．ｺﾘﾝｽﾞへ登録する技術者の従事期間は、実工期をもって登録するものとする。（余裕期間を含まない

現場に常駐しないものとする。

3．余裕期間内は、主任技術者または監理技術者を設置することを要しない。また、現場代理人は工事

等、工事の着手を行ってはならない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。

2．余裕期間内は、現場に搬入しない資材等の準備を行うことができるが、資材の搬入、仮設物の設置

取り扱いについては「工事における余裕期間制度実施要領（令和2年2月）（滋賀県）」および

を行うことができる余裕期間（契約締結日から工事開始日の前日までの期間）を設定した工事である。

1．本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働者の確保等の準備余裕期間制度42

なお、学校の長期休暇期間（夏休、冬休、春休）は、監督員協議の上、非対象期間とすることができる。

週休２日の取り組みを実施しない場合は、請負代金額のうち労務費補正分を減額変更する。

ない場合は、現場閉所（現場休息）の状況に応じて請負代金額のうち労務費補正分を減額変更する。

４週８休以上の現場閉所（現場休息）を前提に労務費を補正して予定価格を作成しており、４週８休に満た

「（営繕工事版）週休２日取組促進型工事実施要領」により行う。

週休２日取組促進型工事(受注者希望方式)である。費用の計上等の運用にあたっては、

本工事は、受注者が工事着手前に発注者に対して週休２日に取り組む旨を協議した上で工事を実施する

促進型工事

週休２日取組41

40 環境配慮指針

または配置を要さなくなった場合は適切にＣＯＲＩＮＳへの登録を行うこと。

３．本工事において、特例監理技術者および監理技術者補佐の配置を行う場合、

（８）（６）の提出書類と同じ

（７）（６）の提出書類と同じ

（６）業務分担、連絡体制等を記載した書類（施工計画書など）

（５）（４）の提出書類と同じ

（４）特例監理技術者が兼務する工事のＣＯＲＩＮＳの写し等

（３カ月以上の雇用関係を証明できる健康保険被保険者証の写しなど）

（３）監理技術者補佐の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明する書類

（２）（１）の提出書類と同じ

（１）監理技術者補佐の資格を有する書類（一級施工管理技士等の国家資格者などの合格証など）

前項（１）～（８）の事項について確認できる書類を下記により提出すること。

２．本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務する事となる場合、

（８）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。

（７）特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

　　　適正に遂行しなければならない。

（６）特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回および主要な工程の立会等の職務を

（５）特例監理技術者が兼務できる工事は管内（土木事務所、支所）の工事でなければならない。

（４）同一の特例監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件までとする。

（３）監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

　　　特例監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。

　　　なお、監理技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目は、

　　　学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。

（２）監理技術者補佐は、一級施工管理技士補または一級施工管理技士等の国家資格者、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下、「監理技術者補佐」という。）を専任で配置すること。

（１）建設業法第26条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者

　　　の配置を行う場合は以下の（１）～（８）の要件を全て満たさなければならない。

　（以下、「特例監理技術者」という。）

１． 本工事において、建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者特例監理技術者46

39 暴力団員等による

不当介入の排除

滋賀県の発注する建設工事等における暴力団員等による不当介入の排除について（「不当介入に関する通報

制度」の徹底について）

1 請負者（請負人または受注者）は、暴力団員等（暴力団の構成員および暴力団関係者、その他県発注

工事等に対して不当介入をしようとするすべての者をいう。）による不当介入(不当な要求または業務の

妨害）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に

通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うものとする。

2 請負者は、前項により通報を行った場合には、速やかにその内容を記載した通報書(別記様式第１号)に

より所轄警察署に届け出るとともに、監督職員に報告するものとする。

また、請負者は、以上のことについて、下請負人に対して十分に指導を行うものとする。

3 請負者は、暴力団員等による不当介入を受けたことが明らかになり、工程等に被害が生じた場合は、監督

職員と協議するものとする。

不法無線局の排除32

取扱説明書の作成33

34

35 近 隣 家 屋 の 調 査

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ36

37 別 途 工 事 と の

連絡協議

住 宅 性 能 評 価38

28 総合評価方式に関

する特記事項

１．競争参加資格の確認申請時の技術提案内容の担保

請負人は、競争参加資格の確認申請時に提出した施工計画等に関する技術提案書（以下、「技術提案書」と

いう。）に基づき、工事を履行しなければならない。

２．技術提案内容の施工計画書への反映

施工計画書の取り扱いは標仕のとおりであるが、請負人は技術提案書の内容を満足する施工計画書を監督職

員に提出しなければならない。なお、施工計画書において、技術提案書の内容を一覧できる様式に整理する

こと。また、提案事項ごとに具体的な実施方法、履行の確認方法および確認時期について、監督職員の承諾

を得るとともにその内容をあわせて施工計画書に記載すること。

３．配置技術者等

請負人は、技術提案書に記載した配置予定技術者を当該工事の主任技術者または監理技術者あるいは現場代

理人として配置しなければならない。

４．履行の確認方法

（１） 技術提案の履行確認のとりまとめについては、「技術提案の履行確認書（以下、「履行確認書」とい

う。）」によるものとする。

（２） 工事着手前に受注者において「技術提案内容」欄に必要事項を記入し、監督職員の確認を得るととも

に、履行確認方法について監督職員と協議の上決定し、原案として施工計画書と併せて提出するもの

とする。なお、履行確認方法については、技術提案書においてあらかじめ示した方法によるものとす

る。

（３） 請負人は完了時に「履行確認の概要」、「各【対策】の履行状況」、「技術提案履行率」、「減点係

数」および「技術提案加算点」を記入し、「減点数」を計算したうえ、監督職員へ提出するものとす

る。

（４） 計算結果については、受発注者の両者で確認を行うこととする。

（５） 履行の確認にあたり必要があると認められるときは、監督職員はその理由を受注者に通知して、工事

目的物を最小限度破壊して確認することができる。この場合の確認または復旧に要する費用は、請負

人の負担とする。

５．再度の施工

（１） 請負人は、前項の確認により技術提案事項が履行できていないことが明らかになったときは、直ちに

再度施工または手直しの計画書を監督職員に提出しなければならない。ただし、発注者が再度の施工

が適当でないと判断した場合は、この限りではない。

（２） 請負人は、前項の計画書の内容について監督職員の承諾が得られたならば直ちに実施し、再度監督職

員の確認を受けなければならない。

６．不履行に対する措置

技術提案書に記載された内容について、請負人の責により入札時の提案内容が履行されない場合は、次式

なお、履行確認の対象とするのは、技術提案（簡易な施工計画）および県産材の使用の有無とする。

により求めた点数を工事成績評定（法令遵守等）において減点することとする。

●各着目点の不履行による減点数＝α×β×３

　α：減点係数(表１のとおり)

　β：受注者の各着目点の加算点数（ただし、技術提案において加算点評価されなかった内容につい

　　　てはβ＝0.2とする。）

●工事成績評定における減点数＝各着目点の不履行による減点数の総和

　※「各着目点」は発注者が設定する着目点をいう。また、「県産材の使用」については評価項目単

　　位とする。

表１：減点係数（α）

＜加算点評価の対象となった現場代理人の従事＞

　事していた期間により履行率を求め、減点係数（α）を設定し減点する。

＜加算点評価の対象とならなかった現場代理人の従事＞

　減点の対象とはしない。

※県産材の使用における減点係数は、以下のとおりとする。

＜加算点評価の対象となった資材＞

　完了時の使用数量に占める県産材使用量が50%を下回った場合にのみ、減点係数（α）

　を「1.0」とし減点する。ただし、提案のあった県産材使用量以上の利用が合った場合

　や真にやむを得ない理由と認められる場合はこの限りでない。

＜加算点評価の対象とならなかった資材＞

　減点の対象とはしない。

７．契約変更の取り扱い

※実績を評価対象とした現場代理人の従事期間における減点係数は、以下のとおりとする。

（１） 請負人が作成する施工計画書のうち、技術提案に係る資料については、発注者が確認するが、請負代

金額の変更は行わない。

（２） 不可抗力（地震・風水害等）によって、地形が変形し数量に変更があった場合は、発注者と請負人が

協議のうえ、発注者が認めたものについて変更の対象とする。

（３） 現場条件、関係機関との協議、社会的条件（地元対応等）によって、新たな対策や施工体制の変更が

生じた場合には、発注者と請負人の協議のうえ、発注者が認めたものについて変更の対象とする。

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に従い、施工体制を講じること。

※ 図示　　　　　　・ 監督職員が現場にて決定する。

施 工 体 制 点 検

設 計 Ｇ Ｌ

揮発性有機化合物

の 室 内 濃 度 測 定

平成18年国土交通省告示第1130号に基づく「評価方法基準　第5 6-3 (3)」に定められた方法によること。

測定化学物質 ・ ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ　・ ﾄﾙｴﾝ　・ ｷｼﾚﾝ　・ ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ　・ ｽﾁﾚﾝ　・ ﾊﾟﾗｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ

（1.5.9）

29

30

31

測定箇所：　　　　　　　（監督職員の指示により決定）

　技術提案書に記載した現場代理人が、工期内で途中交代した場合、全体工期に対して従

　　か所

こと。

（1.7.3）

請負人は電波法を遵守し、不法無線局を搭載した工事車両を使用しないものとし、工事現場において、

不法無線局を搭載していると疑わしい車両を発見したときは、速やかに監督職員にその旨報告すること。

竣工引渡し時に取扱説明書等必要書類を必要部数作成し、ファイリングして提出すること。

（部数、詳細については、監督職員の指示による。）

請負人は、施工に先立ち地元自治会、近隣住民等に工事施工内容の説明を行うこと。

請負人は、工事の着手前および完了後に、図示部分の近隣家屋・工作物等の調査を実施し、工事に起因する

損傷等の有無を確認すること。万一、損傷等が生じた場合は請負人の責任において現状に復旧すること。

また、請負人自ら必要と思われる図示以外の近隣家屋・工作物等についても調査を行うこと。

バリアフリー化にあたっては、「だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例」を遵守すること。

請負人は、別途施工する電気・機械設備工事の業者間で互いに連絡を取り、定期的に協議を行い、工事施工

上の調整を図ること。また、工事区分の取り合いについて図示がある場合においても、施工時に必要に応

じて協議を行い連絡を密にすること。

請負人は、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」を遵守し、住宅性能評価書に示された品質を確保する

５．ＶＥ提案の採否等

  （１）甲は、ＶＥ提案の採否について、ＶＥ提案の受領後１４日以内に書面により通知するものとする。

　　　　ただし、乙の同意を得たうえでこの期間を延長することができるものとする。

  （２）提出されたＶＥ提案が適正と認められなかった場合の通知は、その理由を付して行うものとする。

  （３）甲は、ＶＥ提案による設計図書の変更を行う場合は、契約書第１９条の２の規定に基づくものと

  （４）甲は、ＶＥ提案による設計図書の変更を行う場合は、契約書第２４条の規定により請負代金額の

　　　　変更を行うものとする。

　　する。

  （７）ＶＥ提案が適正と認められた後、契約書第１８条の条件変更が生じた場合、ＶＥ管理費について

　　　　は原則として変更しないものとする。ただし、双方の責に帰することができない事由

　　　　（不可抗力や、予測することが不可能な事由等）により、工事の続行が不可能、または著しく

　　　　工事低減額が減少した場合においては、甲乙協議して変更できるものとする。

　　　　の5に相当する金額（以下「ＶＥ管理費」という。）を削減しないものとする。

  （５）前項の変更を行う場合においては、ＶＥ提案により請負代金額が低減すると見込まれる額の10分

  （６）ＶＥ提案が適正と認められた後、契約書第１８条の条件変更が生じた場合において、甲

　　　　がＶＥ提案に対する変更案を求めた場合、乙はこれに応じるものとする。

６．ＶＥ提案の保護

  　ＶＥ提案については、その内容が一般的に使用されている状態となった場合は、その後の工事におい

　　て無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等の排他的権利を有する提案についてはこの限

　　りではない。

７．責任の所在

  　発注者がＶＥ提案を適正と認め、設計図書の変更を行った場合においても、ＶＥ提案を行った請負人

　　の責任が否定されるものではない。

履　行　率

50%未満

50%以上　75%未満

75%以上　90%未満

90%以上　100%未満

数量についても、作業前、作業終了後の確認等確実な管理を行うものとする。

シンナー等については、工事現場に放置することなく、保管を厳重に行い盗難を防止するとともに、保管シンナー等の保管21

火 気 の 管 理22

づき指定された建設機械（'97ラベル）を使用すること。

請負人は、「低騒音・低振動型建設機械の指定に関する規程（平成13年国土交通省告示第487号）」に基騒 音 振 動 の 防 止24

25

で落札した場合においては、工事コスト調査に協力しなければならない。

　請負人は、建設工事等入札執行要領第１７条第１項ただし書きの規定に基づく基準に満たない価格

る。

に応じるものとする。この場合において、元請者は、下請者についてもﾋｱﾘﾝｸﾞに参加させるものとす

・請負人は、間接工事費等諸経費動向調査票等について、費用の内訳についてヒアリング調査

・元請者は、下請者の協力を得て、間接工事費等諸経費動向調査票(建築工事においては共通費実態調査

(概要は県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：http://www.pref.shiga.jp/h/d-kanri/kensetsu_low/index.htmlを参照のこと)

(４)工事コスト調査への協力

内容について説明を求められた場合は、応じなければならない。

ならびに今後必要とする経費等とこれにかかる資金の調達方法の資料を提示するとともに、それらの

　また、監督職員から材料費、労務費、下請負代金、その他経費（以下「経費等」という。）

の支払いの状況について説明を求められた場合は、これまでに要した経費等の支払いを確認できる資料

場合において、毎月の下請負代金の支払い状況が確認できる資料を履行報告に追加して提出すること。

　建設工事等入札執行要領第１７条第１項ただし書きの規定に基づく基準に満たない価格で落札した

(３)材料、下請負代金等の支払い状況等の説明

説明を求められたときは、応じなければならない。

場合において、請負人は施工体制台帳および施工計画書の提出に際して、監督職員からその内容の

　　　建設工事等入札執行要領第１７条第１項ただし書きの規定に基づく基準に満たない価格で落札した

(２)施工体制台帳および施工計画書にかかる内容の説明

と同様の方法により届け出ること。

　また、当該技術者を求めることになった場合には、その指名その他必要な事項を監理（主任）技術者

とする。

　なお、当該技術者は、監理（主任）技術者を補助し、監理（主任）技術者と同様の職務を行うもの

要件を満たす技術者を専任で１名現場に配置しなければならない。

場合において、監理（主任）技術者とは別に、入札公告に定める監理（主任）技術者の要件と同一の

　　　建設工事等入札執行要領第１７条第１項ただし書きの規定に基づく基準に満たない価格で落札した

(１)配置技術者の増員26

制度に基づく措置

低 入 札 価 格 調 査

は、別途、監督職員から指示するものとする。

票)の作成を行い、完了届提出後１週間以内に発注者に提出するものとする。なお、調査票等について

システムに基づき「登録のための確認のお願い」を作成し、監督職員の確認を受けた後、

登録後は速やかにセンター発行の「登録内容確認書（工事実績）」を監督職員に提出すること。

　提出の期限は以下のとおりである。

（一財）日本建設情報総合センター(JACIC)に提出するとともに、センター発行の「工事カルテ受領書」の

写しを監督職員に提出すること。

工事実績情報の 請負人は、工事請負代金５００万円以上の工事について、工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）入力

作 成 及 び 登 録

　　　変更データを提出しなければならない。

（３）施工中に受注時登録データの内容に変更があった場合は、変更があった日から１０日以内に

（２）完了時登録データの提出期限は、工事完了後１０日(土、日、祝日、年末年始を除く)以内とする。

（１）受注時登録データの提出期限は、契約締結後１０日(土、日、祝日、年末年始を除く)以内とする。

　　きる。

　　とする。

    ＶＥ提案の審査は、施工の確実性、安全性、設計図書と比較した経済性等を評価する。

４．ＶＥ提案の審査

  （４）ＶＥ提案の提出にかかる費用は、乙の負担とする。

　　　　提出できるものとする。

  （３）乙は、ＶＥ提案を契約の締結日より、当該ＶＥ提案に係る部分の施工に着手する３５日前までに

  （２）甲は、提出されたＶＥ提案書に関する追加資料、図書その他の書類の提出を乙に求めることがで

　　　　⑥その他ＶＥ提案が採用された場合に留意すべき事項。

        ⑤工業所有権等の排他的権利を含むＶＥ提案である場合、その取扱いに関する事項。

        ④甲が別途発注する関連工事がある場合は、それとの関係。

        ③ＶＥ提案が採用された場合の工事代金額の概算低減額および算出根拠。

        ②ＶＥ提案の実施方法に関する事項。（当該提案に係る施工条件等を含む）

        ①設計図書に定める内容とＶＥ提案の内容の対比および提案理由。

　　　　なければならない。

  （１）乙はＶＥ提案を行う場合は、次に掲げる事項をＶＥ提案書（様式１～４）に記載し、甲に提出し

３．ＶＥ提案書の提出

　      ②契約書第１８条にもとづき条件変更が確認された後の提案。

        ①施工方法等を除く工期の延長等の施工条件の変更を伴うもの。

  （２）以下の提案は、ＶＥ提案の範囲に含めないものとする。

　　　　係る変更により請負代金額の低減を伴うものとし、原則として工事目的物の変更を伴わないもの

  （１）乙がＶＥ提案を行う範囲は、設計図書に定められている内容のうち工事材料および施工方法等に

（以下「乙」という。）が発注者（以下「甲」という。）に行う提案のことをいう。

下させることなく請負代金額の低減を可能とする施工方法等に係る設計図書の変更について、請負人

ＶＥ提案とは、契約書第１９条の２の規定に基づき、設計図書に定める工事目的物の機能、性能を低

２．提案の範囲

１．定義

関する特記事項

契約後ＶＥ方式に27

発 生 材 の 処 理17

保険の付与及び事故の補償(法定外の労働保険の付保)

本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。

保険の付与及び

事故の補償

（法定外の労務

保険の付保）

18-1

受注者は工事の内容に応じた火災保険、建設工事保険等を工事目的物に付するものとする。　 保 険 等18-2

特記仕様書(1) －

図面　　　　葉、標仕により完全に施工する。

近隣住民等への説明

　また、その費用(手数料等)は、一切受注者負担とする。

　工事に必要な申請業務はすべて受注者の責任において行うこと。各種申請業務49

斫り工事期間の指定48 斫り解体などの騒音を伴う工事については、本学監督員と調整の上実施すること。

２
　
仮
　
設
　
工
　
事

１ 監 督 員 事 務 所 監督員事務所の規模　（　・ １０㎡ ・ ２０㎡ ・ ３５㎡ ・ ６５㎡ ・ １００㎡）程度

備　　品 机、いす、書棚、黒板、ゴム長靴、雨がっぱ、保護帽、安全帯、衣類ロッカー

請負人加入電話の子機、冷暖房機器、消火器等監督職員の指示による。

（2.3.1）

（2.3.1）

２

３

４

５

仮 囲 い

工 事 用 水

工 事 用 電 力

シ ー ト 養 生

構内既存の施設　　　・ 利用できる （ ※ 有償　・ 無償 ）　・ 利用できない

構内既存の施設　　　・ 利用できる （ ※ 有償　・ 無償 ）　・ 利用できない

６ 足 場

時には、常時、すべての作業床について手すり、中さん及び幅木の機能を有するものを設置すること。

の「手すり先行工法等に関するガイドライン」によるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用

（2.2.4）

別　途　工　事

指定部分の引き渡し

４

公共建築に係る環境配慮指針実施要領に基づく、チェックシートを作成し提出しなければならない。

足場を設ける場合には、「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」（厚生労働省平成21年4月）

図示による他、鉄板塀・金網塀・板塀等の仮設計画を立案し、監督職員と協議すること。

図示による他、必要に応じて室内外の壁・天井・床等シートで養生する。

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

令和6年12月31日

－ －

－ － 交流センターホワイエ

天井耐震化改修

ｶﾞﾗｽ飛散防止対策ﾎﾜｲｴｶﾞﾗｽ飛散防止

ホール天井改修 交流センターホール天井

上記に伴う、電気設備工事、機械設備工事共本工事とする。

交流センターホール天井の耐震化改修を行う。

－

－

交流センターホワイエの外部に面するガラスに飛散防止対策を行う。

引渡しを要するもの：既存天井の木製ボーダー及び木製格子は再利用を原則とする。

撮 影 箇 所

※　3　・　6　・　9

・　　 ・　9　・ 12

分  類 ・ 規  格

・　　 ・　5　・　7

必要に応じ撮影する

状況によりつなぎ写真

完了届提出用

工事月報用

１

１

３

１

２

２

部　数

し、ＦＤ、ＭＯ、またはＣＤ-ＲＯＭにて提出すること。

主として外観

主として内観

竣工写真については、銀版写真の場合はネガ、デジタル写真の場合はファイル形式をＪＰＥＧと

※ サービス版 ・ キャビネ版

サービス版

サービス版

サービス版

サービス版

サービス版 ・　　 ・ 10  ・ 20

区　分

着 工 前

工 事 中

完 成 時

定期提出

竣工写真

5

5

5

・　　 ・10　・ 30

備　　　　考

溶接作業を行う場所については、防災シートを使用し、防火対策を講ずる。

ホワイエを資材置場とする場合は、必要な範囲に養生を行う。

A-02

火気使用については一定の場所を指定し、火元責任者を配すること。

なお、喫煙については敷地内およびその周辺とも禁止とする。

こと。

請負人は過積載等の違法運行防止を図るため、道路交通法を遵守する旨を記載した施工計画書を提出する過積載防止の措置23
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修　正
・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

Ｎo.

SCALE

DATE設 計代 表 者 作 図

一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

－特記仕様書(2)

４
　
地
　
業
　
工
　
事

３

２

１

(4.6.2),(4.6.5）

砕石

床下防湿層

土間下断熱材

４ 砂敷

※ ＲＣ－４０　　　・　　　

ポリエチレン系シート敷　厚さ　0.15㎜以上　重ね・のみ込み寸法　250mm以上

特記仕様書（２）内装工事の「断熱材」による

ポリスチレンフォーム敷　厚さ30mm　梁側立下げ500mm以上

・　山砂　・　川砂　・　砕砂 (4.6.1)

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図3.5）による

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図2.2）による

帯筋組立の形及び割付け

片持梁主筋の継手、定着及び余長

５
　
鉄
　
筋
　
工
　
事

１ 鉄 筋 の 種 類 ※ 異形鉄筋(ＪＩＳ Ｇ３１１２)

※ ＳＤ ２９５Ａ　　・Ｄ10　・Ｄ13　・Ｄ16　・Ｄ19

・ ＳＤ ３４５　　　・Ｄ19　・Ｄ22　・Ｄ25　・Ｄ29

・　　　　　　　　　・Ｄ10　・Ｄ13　・Ｄ16

・ 建築基準法第３７条の規定に基づき認定を受けた鉄筋

溶　接　金　網 編目形状寸法( ※ 150*150　・ 100*100)　　径( ※　６　・ ８）

加 工 お よ び 組 立３

２

直接基礎の配筋

（5.2.1）

（5.2.2）

（5.3.1～4,7）

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図1.1）による

基礎接合部の補強配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図1.2）による

基礎梁主筋の継手、定着及び余長

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図1.3）による

基礎梁のあばら筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図1.4）による

柱主筋の継手、定着及び余長

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図2.1）による

柱の打増し補強

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図2.3）による

大梁主筋の継手、定着及び余長

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図3.1）による

あばら筋組立の形及び割付け等

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図3.2）による

梁の打増し補強

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図3.3）による

小梁主筋の継手、定着及び余長

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図3.4）による

壁の基準配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図4.1）による

壁の継手及び定着

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図4.2）による

壁の交差部及び端部の配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図4.3）による

壁の開口部補強

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図4.4）による

壁の打増し補強

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図4.5）による

スラブの基準配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図5.1）による

スラブ筋の定着及び受け筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図5.2）による

片持スラブの基準配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図5.3）による

片持スラブ先端に壁が付く場合の配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図5.4）による

スラブ開口部補強

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図5.5）による

スラブの打継ぎ補強配筋等

出隅及び入隅部の補強配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図5.6）による

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図5.7）による

段差のあるスラブの補強配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図5.8）による

片持スラブ形階段の基準配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図6.1）による

二辺固定スラブ形階段の基準配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図6.2）による

梁貫通孔の配筋

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図7.1）による

梁貫通孔の補強形式

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図7.2）による

コンクリートブロック帳壁との取合い

・ 別図による　　　・ 構造配筋標準図による　　　　※ 標仕（各部配筋参考図7.3）による

90°未満の折曲げの内径直径

使用箇所　：あばら筋、帯筋、スパイラル筋

D16以下　※　3d以上　　　・　　

D19～25　※　4d以上　　　・　　

使用箇所　：上記以外の鉄筋

D16以下　※　4d以上（SD390の場合は5d以上）　　　・　　

D19～25　※　6d以上　　　　　　　　 　　　　　　・　　

D29～38　※　8d以上　　　　　　　　 　　　　　　・　　

鉄 筋 の 継 手 ・ 重ね継手　　・ 機械式継手　　・ 溶接継手

・ ガス圧接継手　 SD345（径 19 ㎜ 以上）Ｄ19～Ｄ25、 SD390　Ｄ29～Ｄ32

(5.3.4）４

主筋及び耐力壁の鉄筋の重ね継手長さ

・ 図示　　　※ 40d（軽量コンクリートの場合は50d）と標仕表5.3.2の重ね継手の長さのうち大きい値

柱に取り付ける梁の引張り鉄筋の定着長さ

・ 図示　　　※ 40d（軽量コンクリートの場合は50d）と標仕表5.3.4の重ね継手の長さのうち大きい値

５

６

圧接完了後の検査

土 間 ｺﾝｸﾘｰﾄ補 強

※ 超音波探傷試験による検査　　　　・ 引張試験による検査　　

※ 入れる　　　・ 入れない　　

（5.4.9）

（各部配筋参考図5.7別図 5.11）

床 張 り 用 合 板

・ ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ　厚さ(mm)　※ 15　・　　　接着の程度　※ 13Pﾀｲﾌﾟまたは13Mﾀｲﾌﾟ　

         樹種および施工箇所：

６

７

８

木材保存剤は、人体への安全性および環境への影響に配慮した表面処理用木材保存剤とする。

種類および品質：

防 腐 処 理

防 蟻 処 理 ※ 行う　適用範囲：　　　　　　　　　　　　　　　内容：

（12.2.3）

（12.2.8）

（12.2.9）

・ 合板　厚さ(mm) ・ 5.5　・ 15　 接着の程度　※ １類　　表面の品質　※ ２等

（12.2.9）９ ﾌ ﾛ ｰ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ

10 合 板 ※耐水合板　厚12　1類（小便器等設備機器取付下地）

※衛生機器、手摺等の取付下地については、メーカー仕様に基づき

　機械設備工事の受注者と調整の上施工のこと。

タ
　
イ
　
ル
　
工
　
事

 

11

１ 材 料

試験張り　　・行う　　　※行わない

見本焼き　　・行う　　　※行わない

(11.2.1),(11.2.2）

２ 工 法 外装タイル　　　※ 密着張り　　　　・　　　　 （表11.3.2）

（表11.1.1）

（11.1.4）

伸縮調整目地及び

ひび割れ誘発目地

※　入れる　　・　入れない

位　　 置 ※　標仕による　　　・　立面図による

※　行なう　　・　行なわない接 着 力 試 験

タ イ ル 製 造 所

３

４

５

役　物釉　薬形状・寸法 耐凍害性

石 材１

２

３

テ ラ ゾ ブ ロ ッ ク

テ ラ ゾ タ イ ル

仕上の種類産地・名称石材の種類・品質施　工　箇　所

(表10.2.1),(表10.2.2）

形状・寸法

種　　　類 ・ 花こう岩類        ・ 大理石

・ ３００×３００    ・ ４００×４００

磨き仕上げの種類　　※ 本磨き　　・ 水磨き　　・ 粗磨き

屋内の床を本磨き仕上げとする場合のワックスがけ　　※行う　　・行わない

屋内の床を本磨き仕上げとする場合のワックスがけ　　※行う　　・行わない

磨き仕上げの種類　　※ 本磨き　　・ 水磨き　　・ 粗磨き

種石の種類・大きさ ※ 大理石の類（１２mm以下）　・ 花こう岩の類（６mm以下）

品　　質 床　用　・　１等　　※　２等 その他　 ※　１等　　・　２等 （10.2.1）

（10.2.1）

（10.2.1）

４ 人 工 大 理 石 ・内装タイル　　　※ 弾性接着剤によるビード接着工法(剥離防止のため緊結金物を取付けること)　　

・ノンブリードとすること。

脱 気 装 置

止 水 材

８

９

設置数量：材　　質：

図中　　印箇所に施工　ただし　　印なき箇所も必要と思われる所は施工すること。

接着性試験　　※ 行う（ ※ 簡易接着性試験　　・ 引張接着性試験 ）　・ 行わない （9.6.5）

７ （9.6.2）材　　料　　　※ 標仕によるシ ー リ ン グ

・ ＦＲＰ防水　　　　　　　　　　　　　　　１０年間

・ 塗膜防水　　　　　　　　　　　　　　　　１０年間

・ 合成高分子系ルーフィングシート防水　　　１０年間

・ 改質アスファルトシート防水　　　　　　　１０年間

・ アスファルト防水　　　　　　　　　　　　１０年間

防水工事は責任施工とし、保証期間は次のとおりとする。

保 証 期 間

責 任 施 工 及 び６

５ 工事完了後に監督職員の指示する場所に取り付ける。施 工 票

Ｙ－２の保護層　　※設ける　　　・設けない

（9.5.2),(表9.5.1)※ 露出防水塗 膜 防 水４

・ Ｙ－１　・ Ｙ－２

・ Ｘ－１　・ Ｘ－２

厚　さ

・　軽歩行

※　非歩行

仕上塗料塗り

・ S-M3 ・ SI-M3

・ S-M2 ・ SI-M2

・ S-M1 ・ SI-M1

・ S-F1 ・ SI-F1

・ S-F2 ・ SI-F2

種　別

熱可塑性ｴﾗｽﾄﾏｰ系

塩化ﾋﾞﾆﾙ樹脂系

加硫ゴム系

塩化ﾋﾞﾆﾙ樹脂系

加硫ゴム系

シートの種類

※ 1.2　・ 

※ 1.5  ・　

※ 1.5  ・　

※ 2.0　・ 1.5

※ 1.2　・ 1.5

シートの厚(mm)

・ｼﾙﾊﾞｰ ・ｶﾗｰ

・ｼﾙﾊﾞｰ ・ｶﾗｰ

施工箇所

２

シ ー ト 防 水

改質アスファルト

合 成 高 分 子 系 ※ 露出防水 (9.4.2),(9.4.3),(表9.4.1),(改修標仕表3.5.1）３

ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防 水

屋根露出防水の仕上塗装塗り　　※　行う（ ・ シルバー　 ・ カラー）　・ 行わない

※ ３　種アスファルト

※ １５００・ ９４０アスファルトルーフィング

断熱工法の断熱材　　　厚さ（ｍｍ）　※　２５　　

材質　※押出法ポリスチレンフォーム３種ｂスキン層付き

（9.2.2）

（9.2.2）

（9.2.2）

（9.2.2）

（9.2.5）

(表9.3.1),(改修標仕表3.4.1～3）

※ Ｌ－30×15×2.0　　・ Ｌ－40×10×2.0端部押え金物　アルミ製

立上り部の保護　　・　押出成形ｾﾒﾝﾄ板t=15　　・　乾式保護材　　・　ｺﾝｸﾘｰﾄ押え

　　　
胴 の 種 類 ※ 割枠式　　　 ・ パイプ式

建築基準法の指定又は認定を受けたもの

標仕１５章２節による 所定の耐火性能を有するもの

建築基準法の指定又は認定を受けたものロックウール
・ 乾式

・ 湿式

建築基準法の指定又は認定を受けたもの・ 無石綿ケイ酸ｶﾙｼｳﾑ板

・

 

７
　
鉄
　
骨
　
工
　
事

８

コ
ン
ク
リー

ト
ブ
ロ
ッ
ク
・
Ａ
Ｌ
Ｃ
パ
ネ
ル

押
出
成
形
セ
メ
ン
ト
板
工
事

・１００　　　・１５０

厚さ（mm）

・ ５０　　　・１００

・ ５０　　　・１００

・ ５０　　　・１００

１ 鉄 骨 の 製 作 所 ※　構造物製作認定工場の認定グレード

( ・ Ｓ ・ Ｈ ・ Ｍ ・ Ｒ ・ Ｊ)以上で監督職員の承諾する工場

・　監督職員の承諾する工場

（7.1.3）

２ 施 工 管 理 技 術 者 ※ 適用する ・ 適用しない （7.1.3),(7.1.4)

３ 鋼 材 の 種 類 材　　　質 （7.2.1）

・ ＳＭ４９０　　・ ＳＮ４００　　・ ＳＮ４９０Ｂ

規　　　格 ※ ＪＩＳ規格　　・ ７.２.１０（ａ）の試験に合格するもの

高力ボルトの種類 種　　　類 ※ トルシア形高力ボルト（建築基準法認定品）

・ ＪＩＳ形高力ボルト　・ 溶融亜鉛メッキ高力ボルト（建築基準法認定品） （7.2.2）

４

５ アンカーボルト 構造用アンカーボルト （7.2.4）

材質

建方用アンカーボルト

材質 ※ＳＳ４００　　　　・　　

アンカーボルト及びナットのねじの種類の規格、ねじの等級の規格および仕上げの程度

※標仕による

タ ー ン バ ッ ク ル６ （7.2.6）

ボルトの種類 ※ 羽子板ボルト　　・ 両ねじボルト　　・ アイボルト

工 作 図７ ※ ＣＡＤ加工図　　　・ 床書き現寸図 （7.3.2）

８ 溶 　 　 　 　 接 開先の形状　　※図示

エンドタブを切除する部分　　※図示

スカラップの形状　　※図示

（7.6.4）

（7.6.7）

（7.6.11）９ 溶 接 部 の 試 験 ・ 超音波探傷試験（検査は第３者検査会社によるものとし監督職員の承諾を受ける）

ＡＯＱＬ ※　４．０％　　　・　２．５％

検査水準 ※　第６水準　　　・　第（　　）水準　　　・　図示による

・ 放射線試験　　　　　　　　　　　　　　　　　（１フレーム当たり８ヶ所行う）

ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄの溶接10 ※アークスポット溶接　　　・隅肉溶接

合成スラブとして使用するﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄの接合

※焼き抜き栓溶接　　　・　　耐　火　被　覆11

（7.7.8）

（7.9.2）

12

13

14

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ等の設置

柱底均しモルタル

検 査 結 果 の 報 告

種　　　別 ・ Ａ　種　　　※ Ｂ　種　　　・ Ｃ　種

工　　　法 ※ Ａ　種　　　・ Ｂ　種

すること。

（表7.10.1）

（表7.10.2）

（7.12.4）15 溶 融 亜 鉛 メ ッ キ

高 力 ボ ル ト 接 合

摩擦面の処理 ※　ブラスト処理　　　　・りん酸塩処理

１

２

３

空洞コンクリート

ブ ロ ッ ク の 種 類

各 部 の 配 筋

Ａ Ｌ Ｃ パ ネ ル

種　　　別 ・ Ａ種（08）　・ Ｂ種（12）　 ※ Ｃ種（16）　・Ｃ種防水（16W）

厚さ（mm） ・ １００　　・ １２０　 　・ １５０

耐　力　壁 ※  構造図による

帳壁 ・ 塀 ※  構造図による

（8.2.5）

（8.2.2）

（8.3.3）

（8.4.2）

・ 外壁パネル工法 種　別　　・ Ａ種　 ・ Ｂ種　 ・ Ｃ種

出隅・入隅目地幅（mm）※ ２０　 

種　別　　・ Ｂ種　 ・ Ｃ種　 ・Ｄ種　 ・ Ｅ種・ 間仕切壁ﾊﾟﾈﾙ工法

押 出 成 形 ｾﾒﾝﾄ板 種　　　別 ※ノンアスベスト品（ＪＩＳ　Ａ　５４４１規格品）

※　塗装品　　・　無塗装品 厚さ(mm)：

（8.4.3）

（8.4.4）

（8.5.2）

（8.5.3）

（8.5.4）

４

・　外壁パネル工法　　　　・ Ａ種　 ・ Ｂ種

・　間仕切壁パネル工法　　・ Ｂ種　 ・ Ｃ種

パネル製造所：

16 無 収 縮 ﾓﾙﾀﾙ ※ Fc30　 ﾛｰﾄ試 験 ･圧 縮 試 験

・ ＳＳ４００　　・ ＳＳＣ４００　　・ ＳＴＫ４００　・ＳＮ４００Ｂ

※ＳＮＲ４００　　　・ＳＮＲ４００Ｂ

工場加工は、認定工場における自主検査または滋賀県鉄構工業組合の一般検査を受け報告書を提出

スラブ補修（穴埋め）部

捨コンクリ－ト、外構

２

の 類 別

ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ ※ Ⅰ類 　　　・ Ⅱ類 （6.1.5）

（表6.4.1）Ｓ　　構造体強度補正値

Ｆｃ　設計基準強度

調合管理強度＝Ｆｃ＋Ｓ

（6.1.4）普通コンクリートコンクリートの強度１

６
　
コ
　
ン
　
ク
　
リ
　ー

　
ト
　
工
　
事

構造体強度補正値Ｓ

標仕による

標仕による

標仕による

※ １８

・ ２７

・ １８　※ ２１　・ ２４ 

２

11

12

ｺﾝｸﾘ-ﾄ中の塩分測定

軽量コンクリート

基礎及び各階躯体打設ごと

種　　　　別 ※ １種　　・ ２種

気乾単位容積質量 ※ 1.8　t/m3　　・　 施工箇所：

（6.5.4),(表6.10.1)

（6.11.1）

（6.1.4）

（6.11.3）

設計基準強度（Ｎ／㎜　）　・　18

打　継　ぎ　目　地 形状及び寸法 ※　標仕9.6.3(a)(1)による　　　　・　　　　８ （6.6.3）,(6.9.2)

ひび割れ誘発目地 位置・ピッチ 監督職員と協議のうえ、施工のこと。

打放し仕上げ９ 外部に面するｺﾝｸﾘｰﾄ打放し仕上げの打増し厚さ　　※　２０　mm　　　・　　　mm （6.9.2）

（6.9.3）打放し仕上げの種類　　・Ａ　種　　※ Ｂ　種     ・ Ｃ　種

10 型　　　枠 せき板の材料 ※　標仕による　　　　・　　 （6.9.3）

３

４

気乾単位容積質量

荷卸し地点における

ス　ラ　ン　プ

普通コンクリート　　※　2.3　t/m3　　　　　　・　　　　

※標仕による　　　・　　　

（6.2.2）

（6.2.3）

５ セ メ ン ト の 種 類 ※ 普通ポルトランドセメント又は混合セメントのＡ種

・ 早強ポルトランドセメント

・ 

（6.3.2）

６ 骨　　　材 アルカリシリカ反応性による区分　　※　Ａ　　　　・　Ｂ　　 （6.3.3）

（6.3.5）７ 混 和 材 混和剤の種類 ※ＡＥ剤、ＡＥ減水剤又は高性能ＡＥ減水剤

12

木
　
工
　
事

１

２

３

４

５

木材の使用について 間伐材を含め極力県内産を使用すること。

表示寸法で板材、造作材は仕上がり寸法、構造材はひき立て寸法とする。木 材 の 断 面 寸 法

表 面 仕 上 げ

木 材

・ Ａ種　　※ Ｂ種　　・ Ｃ種

木材の含水率 ※ Ａ種　　・ Ｂ種

造作材の品質

樹　　　　種

※ Ａ種　　・ Ｂ種 （表12.2.2）

（12.2.1）

（12.2.2）集 成 材 ・ 構造用集成材

・　ＤＩ－１　　・　ＤＩ－２・ 屋根露出防水断熱工法

・ 屋根露出防水絶縁工法 ・　Ｄ－１　　　・　Ｄ－２

・　Ｃ－１　　　・　Ｃ－２・ 屋根露出防水密着工法

・　ＢＩ－１　　・　ＢＩー２・ 屋根保護防水絶縁断熱工法

・　Ｅ－１　　　・　Ｅ－２・ 屋内防水密着工法

種　　　別

・　Ｂ－１　　　・　Ｂ－２

・　Ａ－１　　　・　Ａ－２

・　ＡＩ－１　　・　ＡＩー２

・ 屋根保護防水絶縁工法

・ 屋根保護防水密着断熱工法

・ 屋根保護防水密着工法

アスファルト防水１ (9.2.2),(9.2.3),(表9.2.3～8),(改修標仕表3.3.3～10）

H23.04

10

石
　
工
　
事

９
　
防
　
水
　
工
　
事

         樹種および施工箇所：

・代用樹種を適用しない箇所　構造材（　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　造作材（　　　　　　　　　　　　　　　　）

（表12.2.1）

（12.1.4）

11 既存造作材の再利用

14

金
　
属
　
工
　
事

屋
　
根
　
及
　
び
　
と
　
い
　
工
　
事

13

１ ステンレスの種類 種 類

表面仕上げ

※ ＳＵＳ ３０４　　　・　

※ ＨＬ仕上げ　　・ Ｎｏ．２Ｂ　　・ 鏡面仕上げ （14.2.1）

長 尺 金 属 板 葺 屋根葺形式　　

・　塗装溶融亜鉛メッキ鋼板および綱帯材　　種

・　溶融アルミニウムめっき鋼板および綱帯

・　塗装溶融亜鉛ー５％アルミニウム合金メッキ鋼板および綱帯

・　塗装溶融５５％アルミニウムー亜鉛合金メッキ鋼板および綱帯

・　ポリ塩化ビニル被覆金属板

・　冷間圧延ステンレス鋼板および綱帯

・　塗装ステンレス鋼板

（13.2.3）

（表13.2.1）

（13.2.2）厚　　さ

下　　葺

・ 重ね形　　・ はぜ締め形　　・　形　　式

※　アスファルトルーフィング９４０　　・　ゴムアスルーフィングt=1.0

一般部　※ ０．４ｍｍ以上　・　　　　　谷部　※ ０．４ｍｍ以上・　

・　ル－フドレン　　鋳鉄製タ－ルエポキシ塗（　・　２種　　・　３種）

２ 折 板 葺 材　　種 ・　塗装溶融亜鉛メッキ鋼板　・　溶融アルミニウムめっき鋼板　・　

種　　類 山　高　　　　(mm)　　山ピッチ　　　　(mm) 耐　力　　　　（N／㎡）

（13.3.2）

板　厚　・ ０．６mm　　・ ０．８mm 軒先面戸板　※ あり　・ なし

けらば包み　※ あり（厚さ　　　(mm)　　幅　　　(mm)）　・ なし

３０分耐火　※　あり　　・　なし

種　類：　　　　　　　　　　　寸　法：　　　　　　　　　　産　地： ※ 県内産 ・ 

断熱材　※ あり（種別：　　　　　　厚さ：　　mm　防火性能：　　　　）・　なし

（13.4.2）粘 土 瓦 葺

桟木の留付け工法：

棟の工法：

３

４ 工　　　　法 建築基準法に基づき定められた区分

基準風速　Ｖｏ＝（　　）m/s　　　垂直積雪量（　　）cm　　

※上記により定まる風圧力及び積雪加重に対応した工法とすること。

雪 止 め 金 物

・　 １０　年間

・　

・　

年間

年間

５

７ と い 材　　種 ※ 硬質塩化ビニル管    ・ 配管用鋼管（屋内防露処理）

・ ステンレス管（既製品）

（13.5.2),(表13.5.1)

掃 除 口 ・ 設ける　　　　　　　・ 設けない

防 露 材 ※ 標仕表１３．５．４による　　・ 　　　　　　　　　施工場所：

鋼管製といの防露　　※ 標仕表１３．５．５による。

ド レ ン

・　横引ドレン　　　鋳鉄製タ－ルエポキシ塗（　・　２種　　・　３種）

８

保 証 期 間６

責 任 施 工 お よ び

・　フロアドレン　　鋳鉄製タ－ルエポキシ塗（　・　２種　　・　３種）

改修用鉛ﾄﾞﾚﾝ・

・　段付横葺　　・　瓦棒葺　　・　平葺　　・　　

元旦ﾋﾞｭｰﾃｨｰ工業㈱　ﾀﾞﾝﾂｷﾌﾘｰﾙｰﾌ(ｶﾊﾞｰ工法)同等品

１

２ アルミニウム及び

アルミニウム合金

の 表 面 処 理

（14.2.2),(表14.2.1)

軽量鉄骨天井下地 屋内　※ １９型　・ ２５型　　　屋外　・１９型　※ ２５型（耐風仕様）

外部野縁受、吊りボルト、インサートの、端部からの設置位置　　※ １５０以内　　・　

（表14.4.1）

（14.4.3）

外部野縁の間隔　　※ 標仕表１４．４．２による。　　・　

天井のふところが３ｍを超える場合の補強： （14.4.4）

４

５ 軽 量 鉄 骨 壁 下 地 スタッド、ランナーの種類 ・ ５０型  ・ ６５型  ・ ９０型  ・ １００型 （表14.5.1）

野縁等の種類

６ 金 属 成 型 板 張 り （14.6.2）

 7 アルミニウム製笠木 ・ ２５０型　・ ３００型　・ ３５０型　・　　　　　・図示による

※ Ａ－１種または Ｂ－１種　　・ Ｂ－２種　　・ 外壁色合わせアクリル樹脂塗装表 面 処 理

（14.7.2）笠 木 本 体

８ エキスパンション

ジ ョ イ ン ト

材 質 ※ ステンレス製既製品　　・ アルミ製既製品

・　耐火仕様　　・　一般仕様性 能

天 井 廻 縁 材 質９ ・ アルミニウム製　　・ 塩化ビニル製

天 井 見 切 り 縁 材 質10

材質： ※ アルミ既製品　・ 　　　　　　規格： ※ ６００角　・　床

・ アルミニウム製

12 準構造耐震天井下地

点 検 口 天 井 材質： ※ アルミ既製品　・ 　　　　　　規格： ※ ４５０角　・ 11

鉄鋼の亜鉛メッキ３ （14.2.3),(表14.2.2)

破損個所については監督職員に報告の上、既存同等品にて新設とすること。

国土交通省告示771号に規定される特定天井に該当しない天井とする。

防水層の種類 施　工　箇　所

種　　類

外 壁 用

間仕切用

屋 根 用

床　　用

耐火性能

種　　　別

・ 耐 火 材 吹 付 け

・ 耐火板張り

・ 耐火材巻き付け

・ ラス張りモルタル塗り

・ 

材料及び工法材料及び工法

設計基準強度Ｆｃ（Ｎ／㎜ ）２ 施　　工　　箇　　所

樹　　　種 強度等級

※ ２種　・　

※ ２種　・　

材面の品質  接着性能 厚さ(mm)

・ 構造用単板積層材

樹　　　種 厚さ(mm) 曲げ性能 接着性能

・ 造作用集成材

厚さ（mm）樹　　　種 見付け材面の品質

※ １等　・　

　　　　 

厚さ(mm)

・ 化粧ばり造作用集成材

※ １等　・　

見付け材面の品質

※ １等　・　

※ １等　・　

化粧薄板厚化粧薄板の樹種心材の樹種

厚さ（mm）

・ 造作用単板積層集成材

 ※ 天然木化粧加工　・　

 ※ 天然木化粧加工　・　

表面の品質 防虫処理

25㎜

ナラ 0.6mm米杉

施　工　箇　所

施　工　箇　所

施　工　箇　所

施　工　箇　所

既存見切材､格子材の破損個所

施　工　箇　所

施　工　箇　所

防水層の種類 施　工　箇　所

工　法

接着工法

機械的

固定方法

使用分類

・ AS-3　・ AS-4　・ AS-5　

・ AS-1　・ AS-2

・ AS-6　・ ASI-1　・ ASI-2

種　　別 施 工 箇 所

種　別（記　号） 施 工 箇 所

洗面ｶｳﾝﾀｰ、ﾗｲﾆﾝｸﾞ天板端取合

汚垂石取合

PU-2

SR-1

MS-2

品質及び品番等

種　　別 表　面　処　理 施　工　箇　所

無着色

電解着色（　　　色）

表　面　処　理 種　　別

溶融亜鉛メッキ

電気亜鉛メッキ

・ Ａ種　　・ Ｂ種　　・ Ｃ種

・ Ｄ種　　・ Ｅ種　　・ Ｆ種

施　工　箇　所

形　　状

・ スパンドレル形

・ パネル形

・ アルミニウム

材　　種 寸法（mm） 厚さ（mm） 表　面　処　理

※ Ｂ－１種

・ Ｂ－２種(色：　　　　)

・

・ Ｄ　　種

※ ＢＢ－１種

・ ＢＢ－２種

（構造図による）

（構造図による）

（構造図による）

（構造図による）

（構造図による）

A-03

（構造図による）

㈱桐井製作所　KIRIIアングルクランプ L100　同等品

天井の木製ボーダー、見切り、格子材については原則既存の再利用とし、

2023.12

※支持構造部材＠1,200に対応可能な仕様とすること。



修　正
・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

Ｎo.

SCALE

DATE設 計代 表 者 作 図

一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

－

23

植
　
栽
　
工
　
事

植栽基盤整備工法

植 込 み 用 土

土壌改良材

種　　別 ※　Ａ種　　・Ｂ種　　・Ｃ種　　・Ｄ種　

※　客　土　　・　現場発生の良土

・バーク堆肥 　　　仕様：

・汚泥発酵肥料（下水汚泥コンポスト）

支 柱 材　質

形　状

※　加圧式防腐処理丸太　　・竹

・ 鳥居型 ・ 八ッ掛型 ・ 布掛け型 ・ 三脚型 ・ 四脚型 ・ ﾜｲﾔ掛け型 ・ 地下埋設型

新植樹木の枯補償 ※ 引渡しの日から１年　　・ 引渡しの日から　　　年

移 植 樹 木 の ※ 引渡しの日から１年　　・ 引渡しの日から　　　年

枯　損　処　置

芝 張 り 種　　別 ※ こうらい芝　・ 野芝　・　

吹付けは種用種子等 種子の種類 ※洋芝類　　・　　

吹付け量

樹 種 銘 板 樹種ごとに、２割以上設置すること。　　　　　　材質・寸法　※　図示による　　・　

１

２

３

４

５

６

７

８

９

（23.2.3）

（23.2.3）

（23.2.2),(表23.2.2)

（23.3.2）

(23.3.4),(23.4.7）

(23.3.6）

（23.4.2）

（23.4.2）

・ 屋外用
24

ユ
ニ
バー

サ
ル
デ
ザ
イ
ン
工
事

視覚障害者用床ﾀｲﾙ ・ 屋内用 材質 ・ 塩化ビニル　　・ レジンコンクリート　　・ タイル

寸法 ※ ３００(mm)×３００(mm)　・ 厚さ(mm)：

材質 ・ レジンコンクリート　　　・ タイル

寸法 ※ ３００(mm)×３００(mm)　・ 厚さ(mm)：

点 字 鋲 材 　 　 質 ・ アルミ製　　・ ステンレス製　　・ 真鍮製　　・ ナイロン製

参 考 型 番

設 置 場 所ピ ク ト サ イ ン ※　図示による　　・　

　 鏡 枠 　 ※  あ り 　 　 ・  な し 　 　 　 　 　 　 厚 さ 　 ※  ５ ｍ ｍ 　 　 ・ 　

参 考 型 番

補 助 手 摺 材 　 　 質 ・ ステンレス製　・ 塩ビ抗菌製（芯材：　　　　　　　）　・ 木製（ﾌﾞﾗｹｯﾄｽﾃﾝﾚｽ）

参 考 型 番 または同等品とする。

手 摺 材 質 ・　アルミ製　　　　表面処理　　※ A-1種またはB-1種　　・ B-2種

・　ステンレス製　　表面仕上げ　・ ＨＬ仕上げ　　・ Ｎｏ．２Ｂ　　・ 鏡面仕上げ

・　ＢＬ認定品Ｉ型

・　塩ビ抗菌製（芯材：　　　　　　　　　　　）

・　木質製（　　　　　　　　　　　　　　　　）

参 考 型 番

手 摺 点 字 シ ー ト 材 　 　 質 ・ＵＶ樹脂インク点字加工　　透明塩ビシートまたはダイノックシート　シルク印刷

・　

参 考 型 番

総 合 案 内 板

レバーハンドルを原則とするも、詳細は別図による。建 具 取 手

１

２

３

４

５

６

７

８

９

または同等品とする。

または同等品とする。

または同等品とする。

または同等品とする。

材 　 　 質 ・　木製（持ち出し）　・　アクリル製　　・　ステンレス製　　・　ビニールシート製

※　図示による　　・　既設案内板　名称等修正（10室程度）

（22.6.2）

20

ユ
　
ニ
　
ッ
　
ト
　
及
　
び
　
そ
　
の
　
他
　
工
　
事

１ ﾌ ﾘ ｰ ｱ ｸ ｾ ｽ ﾌ ﾛ ｱ ｰ ﾌ ﾘ ｰ ｱ ｸ ｾ ｽ ﾌ ﾛ ｱ ・ 塩ビ製　・ 鋼板製　・ 木質製　・　 

構 法 ※　パネル構法　　・　溝構法

※　５００(mm)×５００(mm)　　・　　　　　　仕上り高さ:　　 　　(mm)寸 法

積載荷重：　　　　　　(ｔ／㎡)　　　　　　　適用地震時水平力　・　１．０Ｇ　　・０．６Ｇ

ｽﾛｰﾌﾟ、ﾎﾞｰﾀﾞｰ、およびｺﾝｾﾝﾄの取付対応 ※　製造所の標準仕様　　・　図示

表面仕上げ材の品質・規格等は、１９章内装工事による

構 造 形 式 ・ ｽﾀｯﾄﾞ式　・ ｽﾀｯﾄﾞﾊﾟﾈﾙ式　・ ﾊﾟﾈﾙ式 ﾊﾟﾈﾙ部総厚さ： ・　　(mm)

表 面 材 種 ※  鋼 板 （ 厚 さ ：  ※  ０ ． ６ 　 ・  ０ ， ８ ） 　 ・  

仕 上 げ 材 ※　メラミン樹脂合板またはアクリル樹脂焼き付け　　・　

可 動 間 仕 切

(ﾊﾟｰﾃｨｼｮﾝ)

品質は、ＪＩＳ　Ａ　６５１２によるものとする。

移 動 間 仕 切 遮 音 性 能 ・　一般タイプ　　

２

３

・　遮音タイプ(JIS A 6512の遮音試験に準拠し、透過損失として36dB以上のもの）

表 面 材 ※　鋼板　　・　　　　　　　　　表面仕上げ：　・ 焼付塗装　・ 壁紙張り

工 　 法 工　　法　　※ 接着工法　　・ 埋込工法

４ 階 段 滑 り 止 め

外 部 材 質 ステンレスＳＵＳ３０４製　　幅（mm）　・ ３０　※ ３５　・ ４０

内 部 材 質 ステンレス製(ビニルタイヤまたはゴム練込み)　幅(mm)　・ ３０　※ ３５　・ ４０

形 　 状 両端フラットエンド　※ あり（ ※ ビニル製　・ ステンレス製）　・なし

黒 板 種 　 類 ※　焼付け黒板　　・　研ぎ出し黒板 色　彩：　※ 緑　・ 黒５

６ ホ ワ イ ト ボ ー ド 枠 ※　アルミニウム製　・　木製

※　ほうろう　・　　 色　彩：　※ 白　・ 種 　 類

枠 ※ アルミニウム製（行事用は打合せにより文字ライン入り）

掲 示 板 種　　類 ※ スポンジシート(アルミ枠)　・　　　　　　　色　彩：  ７

８ 衝 突 防 止 表 示 ※ 図示による（市販品　※ステンレス製　　径 ※ 約30mm　・　　mm／・ 両面　・ 片面）

室 名 表 示 等 形 式９

材 質 ・　アクリル製　　・　ステンレス製　　・　アルミ製

（20.2.2）

（20.2.3）

（20.2.4）

（20.2.6）

（20.2.8）

（20.2.8）

（20.2.10）

（20.2.10）

（20.2.12）

１ 路 床 遮 断 層 ※ 設ける（ ・ 川砂　・ 山砂） ・ 設けない

ＣＢＲ試験 ※ 行わない　　・ 行う

締固め度試験 ※ 行わない　　・ 行う

路 盤 種 別 ※ 再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ　RC-40　・ ｸﾗｯｼｬﾗﾝ　C-40

厚さ:　　　　(mm)

アスファルト舗装 ・ ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 材質： ※ 再生アスファルト　・ ストレートアスファルト

車道部の基層 ※ なし　　　厚さ(mm)　表層 ※ 50　・　

・ あり　　　厚さ(mm)　表層 ※ 30　・　　　基層 ※ 50　・　

・ シールコート　　　　※ 行わない　・ 行う

・ 混合物の抽出試験　　※ 行わない　・ 行う

・ 締固め度及び舗装厚さの切取り試験　　・ 行わない　※ 行う（ただし、200㎡未満は省略する。）

舗装の種類　　　・加熱形混合物　　・樹脂系混合物（常温形）　・ニート工法　　・塗布工法

車道部の基層 ・あり　　・ なし

加熱形混合物に添加する着色骨材又は自然石：

種 類 ・ 改質アスファルトⅠ類　　※ 改質アスファルトⅡ類

・ コンクリート平板舗装

種 類 ※ 普通平板　・ カラー平板　・ 洗出平板　・ 擬石平板

寸法(mm) ※ ３００角 ・ 　　　　厚さ(mm) ※　　　　　目地材 ※ 砂 ・ モルタル

・ インターロッキングブロック舗装

種 類 ※ 標準ﾌﾞﾛｯｸ ・ 透水性ﾌﾞﾛｯｸ ・ 誘導、注意喚起用ﾌﾞﾛｯｸ ・　

厚さ(mm)　 車道部　※ ８０　・　　　　歩道部　※ ６０　・　　　

・ 舗石舗装

基層の種類 ※ コンクリート舗装　・ アスファルト舗装

種 類 ※　小舗石（花こう岩）　　厚さ(mm)

路 面 表 示 用 塗 料 品 質 ＪＩＳ　Ｋ　５６６５による　※３種１号　・　　　　　　　　色　・　

寸法　　幅(mm) ※ １５０ ・ 　　　　厚さ(mm) ※１．０　　　　　施工　※ 溶融式　・　

縁 石 等 形状寸法　・　図示

耐力上支障のない箇所については、極力下水汚泥溶融スラグ混入製品を使用すること

砂 利 敷 形状寸法　・　図示

２

３

４ コンクリート舗装

カラー舗装５

透水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装

排水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装

ブ ロ ッ ク 系 舗 装８

７

６

９

11

12

（22.2.2),(22.2.3)

（22.2.5）

（22.3.2),(22.3.3)

（22.4.2～4）

（22.4.5）

（22.4.6）

(22.5.2),(22.5.3）

（22.6.3）

(22.7.2),(22.7.3）

(22.8.2),(22.8.3）

(22.9.2),(22.9.3）

（22.9.3）

（22.9.2）

（22.9.3）

（22.11.2）

（20.2.14）13 カ ー テ ン レ ー ル 材 種

形 状

14

消 火 器 種 類 ※ 粉末ＡＢＣ消火器( ・ ４型　・ ６型　※ １０型　・ ２０型)　・　　　16

なお、申請手続きも本工事にて行うこととする。

消火器ボックス ※ 設ける（　※　全埋込型　・　据置型）＜文字表示入り＞　　・　設けない

カーテンボックス

22

舗
　
装
　
工
　
事

ブ ラ イ ン ド10

※ ギヤ式　　・ コード式　　

・ １本操作ｺｰﾄﾞ　・ ２本操作ｺｰﾄﾞ

開　閉　方　式 スラットの材質 スラットの成型幅

・　

※ アルミ合金製

・　

・ ８０　・ １００・ アルミ　・ クロス

昇降テープの材質：　※ ポリエステル繊維　　 （20.2.13）

（ 暗 幕 ）
※ ３５

ロールスクリーン ※　図示による　　・　11

12 形　　　式 ・ 片引き　・ 引分け　　　　　引分け装置　　※ ひも引き　・ 電動

ひだの種類 ・ フランスひだ　・ 箱ひだ　・ つまひだ　・ プレーンひだ　・ 片ひだ

（20.2.14）

・ 操作コード式　・電動式

吸音カーテン

・　木製

（ピクトサイン）

※スライドロック機構　脱着式・UV印刷

・　面付型(150×150)　　・　持出型　　・　点字型

※ 半硬質ｺﾝﾎﾟｼﾞｼｮﾝﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ　・ 軟質ｺﾝﾎﾟｼﾞｼｮﾝﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ　・ ﾎﾓｼﾞﾆｱｽﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ

13

14

無石綿ｹｲ酸ｶﾙｼｳﾑ板 ・ ５　・ ６　・ ８　・ １０　・ １２厚　さ（mm）

厚　さ（mm） ・ ５　・ ６　・ ８　・ １０　・ １２　（無石綿タイプ）

（19.7.2）

（19.7.2）

無石綿セメント板

18

　

19

仕上の種類 ・ 平滑仕上　　　・ 防滑仕上

（19.5.2）

（水廻りは耐水仕様とする。）

１ 素 地 ご し ら え 木部 （表18.2.1）（18.2.2),

（表18.2.2）（18.2.3),鉄面（鉄骨工事は除く）

亜鉛メッキ面

　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　※ Ｂ種モルタル・プラスター面

コンクリート・押出成形セメント板面　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　・ Ｂ種

せっこうボード面

（継目処理工法の場合はＡ種）

（表18.2.3）（18.2.4),

（表18.2.4）（18.2.5),

（表18.2.5）（18.2.6),

（表18.2.6）

（表18.2.7）

（18.2.6),

１ ビニル床シート張り シートの種類 ※ 織布積層床シート（ＮＣ）　・ クッションフロア－シート

継　　　目

材　　　質ビニル床タイル張り２

３

厚　さ（mm）

特 殊 機 能 床 材 材　　　質

ビ ニ ル 巾 木４

５ カ ー ペ ッ ト 敷 き ・ 織じゅうたん

種　　　別 ・ Ａ種　・ Ｂ種　・ Ｃ種　

パイル形状 ・ カットパイル　・ ループパイル　・ カット、ループパイル併用

帯　電　性 ※ 人体帯電圧３ｋＶ以下　・ 

・ タフテッドカーペット

パイル形状 ・ ｶｯﾄﾊﾟｲﾙ　・ ﾏﾙﾁﾚﾍﾞﾙﾙｰﾌﾟ　・ ﾚﾍﾞﾙﾙｰﾌﾟﾊﾟｲﾙ　・ｶｯﾄ､ﾙｰﾌﾟ併用

パイル長(mm)：

工　　　法 ※　全面接着工法　　・　グリッパー工法

帯　電　性 ※ 人体帯電圧３ｋＶ以下　・ 

・ ニードルパンチカーペット

厚さ(mm)：　・　　　　　　　　　　　　　　帯電性：　※ 人体帯電圧３ｋＶ以下　・ 

・ タイルカーペット

種　　　別 ※　第一種　　・　第二種

パイル形状 ※　ループパイル　　・　カットパイル

（19.2.2）

（19.2.3）

（19.2.2）

（19.2.2）

（19.2.2）

（19.3.3）

６ 合 成 樹 脂 塗 床 弾性ウレタン塗床 　仕上げの種類　※ 平滑仕上げ　・ 防滑仕上げ （表19.4.3）（19.4.3),

 　　　　　　　　・ つや消し仕上げ

エポキシ樹脂塗床　 仕上げの種類　※ 薄膜流し展べ仕上げ

　 　　　　　　　・ 厚膜流し展べ仕上げ

（表19.4.4～7）（19.4.3),

　　　　　　　　 ・ 樹脂モルタル仕上げ　・ 防滑仕上げ

防 塵 塗 床 塗料の種類 ・ アクリル系　　・ ウレタン系　　・ エポキシ系７

８ フローリング張り

９

10

11

畳 敷 き

せっこうボード張り

化 粧 せ っ こ う

ボ ー ド 張 り

畳の種類　　 ・ Ａ種　・ Ｂ種　※ Ｃ種　・ Ｄ種　

ＪＩＳ規格品 厚　さ（mm）　　・ ９．５　　・ １２．５

ＪＩＳ規格品

（19.6.2),(表19.6.1)

（19.7.2）

（19.7.2）・ ﾄﾗﾊﾞｰﾁﾝ模様 ９.５　　・ 木目模様 ９.５　　・ 杉柾模様　９.５

コンクリート

12 厚　さ（mm） ・ ４　・ ５　・ ６　・ （19.7.2）

厚さ(mm)：10.5

15 ロックウール吸音板 厚　さ（mm） （19.7.2）・ ９　・ １２　・ １９　　　　柄　・ 一般　・ リブ　・ キュ－ブ

17

18

グ ラ ス ウ ー ル 床　　　※ ２４㎏品　　・ ３２㎏品　　厚さ(mm) ・　　

天井　　※ ２４㎏品　　・ ３２㎏品　　厚さ(mm) ・　　

19

断熱材打込み工法 材　質　 ※ 押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温材　・ ﾋﾞｰｽﾞ法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温材

・ 硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ保温材A種　　・フェノールフォーム保温材

（ただし、特定フロンを含まないものとする）

厚　さ（mm）　 ・ ２０　　※ ２５　　・ ３０

（19.9.2）

20 ｸﾞﾗｽｳｰﾙﾎﾞｰﾄﾞ敷き 天井　　※ ２４㎏品　　・ ３２㎏品　　厚さ(mm) ・25㎜　　

※ ２．０　　・　木目調床タイル

多 機 能

16 壁 紙 張 り ※　無機質　　・　材　　質

（19.8.3）

（19.8.2）

壁　　　※ ２４㎏品　　・ ３２㎏品　　厚さ(mm) ・　50㎜、100㎜　

※ 熱溶接　　・ 突きつけ　　下地調整：RB種

素地ごしらえ

コンクリート面　　　　　・Ａ種　　※Ｂ種

モルタル面およびプラスター面　　標仕による

せっこうボード面　　　　・Ａ種　　※Ｂ種　(展示室のみA種)

不燃天然木突板ｼｰﾄ

※ Ａ種（透明塗料の場合はＢ種）・ Ｂ種　・改修:ＲＢ種

　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　・ Ｂ種　・改修ＲＢ種

・

※ ２．５　　・　

・　　　　　　　　　　　　　厚さ(mm)　・　

・　有孔石膏ボード９.５　

ｹｲ酸 ｶﾙｼｳﾑ板

　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　・ Ｂ種　　

　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　※ Ｂ種　

　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　※ Ｂ種　・改修ＲＣ種

・改修ＲＣ種

・改修ＲＣ種

・改修ＲＣ種

・改修ＲＣ種

・

厚さ(mm)　※ ２．０ 　・　　　　高さ(mm)　・ ６０　・ ７５　※ １００

H23.04

特記仕様書(3)

吸水調整材 （15.2.2）

２吸水量（ｇ）全固形分（％） 接着強度（Ｎ/mm　） 界面破断率（％）

表示値±1.0 30分で1ｇ以下 0.98以上 50以下

　均質で有害と認められる異物の混入がないこと。

１ モルタル塗り材料

防水剤（防水モルタル塗りの混入剤） （15.2.2）

防水剤の種類　建築用のモルタルに用いるセメント防水剤

混合割合 凝結時間 曲げ及び圧縮強度比 吸水比 透水比

セメント重量の JIS R 5201の試験において 70％以上 95％以下 80％以下

5％以下 始発　1時間以上

終結　10時間以内

15 ト イ レ ブ ー ス ・

※メラミン化粧合板：アイカ工業　同等品）

　メラミン化粧合板（ｳｪｲﾌﾞﾚｯﾄ　ﾊｲﾀｲﾌﾟ仕様　Ｅﾀｲﾌﾟ　㈱ｵｶﾑﾗ　同等品）

カー

テ
ン
ウ
ォー

ル
工
事

17

１

２

メ タ ル

カーテンウォール

Ｐ Ｃ

カーテンウォール

（17.2.2）

（17.3.2）

２ モルタル塗り床目地 目 地 工 法　　　　　※ 標仕１５．２．５（ｂ）（３）による　　・　 （15.2.5）

種　　　類セルフレベリング３

材 塗 り 施 工 箇 所

・ せっこう系　　・ セメント系

・ 

（表15.4.1）

（表15.5.1）

 ・ 外装薄塗材Ｓｉ

 ・ 可とう形外装薄塗材Si

 ・ 外装薄塗材Ｅ

 ・ 可とう形外装薄塗材Ｅ

 ・ 防水形外装薄塗材Ｅ

 ・ 外装薄塗材Ｓ

 ・ 内装薄塗材Ｃ

 ・ 内装薄塗材Ｌ

 ・ 内装薄塗材Ｓｉ

呼　び　名 仕 上 げ の 形 状

 ・ 砂壁状　・ ゆず肌状　・ さざ波状

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ ゆず肌状　・ さざ波状　・ 凹凸状

 ・ 砂壁状　・ ゆず肌状　・ さざ波状

 ・ 砂壁状

 ・ 吹付用軽量塗材

 ・ 内装薄塗材Ｗ

 ・ 外装厚塗材Ｃ

 ・ 外装厚塗材Ｅ

 ・ 外装厚塗材Ｓｉ

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 内装厚塗材Ｃ

 ・ 内装厚塗材Ｌ

 ・ 内装厚塗材Ｇ

 ・ 内装厚塗材Ｓｉ

 ・ 内装厚塗材Ｅ

 ・ 砂壁状

 ・ こて塗用軽量塗材

 ・ 複層塗材Ｓｉ

 ・ 複層塗材Ｅ

 ・ 複層塗材ＲＥ

 ・ 複層塗材ＲＳ

 ・ 可とう形複層塗材ＣＥ

 ・ 複層塗材ＣＥ

 ・ 防水形複層塗材Ｅ

 ・ 防水形複層塗材ＣＥ

 ・ 防水形複層塗材ＲＳ

 ・ 防水形複層塗材ＲＥ

 ・ 平たん状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 凸部処理　・ 凹凸模様　・ ゆず肌状

 ・ 内装薄塗材Ｅ

仕 上 塗 材 仕 上 げ４

５耐火被覆:ﾛｯｸｳｰﾙ吹付 厚  さ(㎜)　　・ １０　　・ １５　　・ ３０　　 （15.7.3）

１ アルミニウム建具 ・　外部に面する建具 （16.2.2),(表16.2.1)

Ｗ－４

気　密　性

Ａ－３

水　密　性 枠の見込み寸法

※　７０　　・　１００

　耐風圧性

　Ｓ－６

　Ｓ－５

　Ｓ－４

Ａ－４ ※　１００Ｗ－５

２ 網　戸　等 防虫網 ※ＳＵＳ３１６　　　・合成樹脂製　　　・ガラス繊維入り合成樹脂製 （16.2.3）

４ 鋼 製 軽 量 建 具 建具表による

３ 鋼 製 建 具 建具表による （16.4.2）

（16.5.2）

５ ステンレス製建具

木 製 建 具６ 加工、組立時の含水率　　・ Ａ種　　※ Ｂ種　　・ Ｃ種　

７ 自動ドア開閉装置

８ 自閉式上吊り引戸

装 置

９ 重 量 シ ャ ッ タ ー シャッターの種類：　・ 一般重量シャッター　　　・ 外壁用防火シャッター　

・危害防止装置設置(　か所)

・ 屋内用防火シャッター　　・ 防煙シャッター

10 軽 量 シ ャ ッ タ ー

(16.6.2),(表16.6.1）

（16.9.3）

（16.10.2）

（16.11.2）

（16.12.2）

11 オーバーヘッドドア （16.13.2）

12 ガ ラ ス 留 め 材 材　　質 ※　シーリング　　　・　ガスケット

13 建 具 金 物 吊金物

※　丁番　　　　材質：　※　スチール　・黄銅　　（内部建具の軸は鋼製としてもよい）　

（16.7.2),(表16.7.1)

（16.8.2）

・　ﾋﾟﾎﾞｯﾄﾋﾝｼﾞ　材質：　※　ＳＵＳ（ヒンジ部および軸は鋼製）　・　亜鉛合金（木製建具用）

14 鍵 マスターキーの製作　　・　製作する　　・　製作しない

改修工事におけるキーのマスター合わせ　　※　行う　　・　行わない

個数：　　　　　　　　　種類：　※　既製品　　・　製作品

　なお、室名等の記入は、事前に監督職員と協議のうえ決定すること。

・　電気錠

（16.8.4）

塗
　
装
　
工
　
事

左
　
官
　
工
　
事

15

16

建
　
具
　
工
　
事

内
　
装
　
工
　
事
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解
　
体
　
工
　
事

１ 解体工事に関する

特記事項

1

廃棄物処理法に基づき契約を締結のこと。

　廃材処分の廃材投棄場所等については請負人において選定し、事前に監督員に報告すると共に産業

2

また、ガラス破片を残さないよう、特に注意すること。

解体材を敷地内において焼却したり埋設することは一切認めない。

3

協議の上工事の一時中止の措置を行うこと。

工事実施にあたっては、風向き等に留意し近隣に迷惑を及ぼさぬ様配慮し、必要ある時は監督員と

4 解体作業により万一近隣建物及び工作物に損傷を与えたり、その構造機能を低下させた場合は、

た場合も請負人の責任において現状に復旧すること。

請負人の責任において現況に復旧すること。また、搬入出時において道路等に損傷を与えたり、汚し

5 工事中は粉塵の飛散を極力防止すること。

26

そ

の

他

１

２ 図面に記載のな

い事項について

３ 図 面 寸 法

４

・　市販品（アルミニウム製　押出し型材）　溝幅＊深さ(mm):

15 く つ ふ き マ ッ ト マ ッ ト ・ 塩ビ製ラインマット ・ ブラシタイプマット

・ ゴム製

受 枠 ・ ステンレス製

・ 硬質アルミ

・ ステンレス製

・ 硬質アルミ合金製

(12.2.2),(19.7.2)

家具製作所にて製作するものとし、製作に先立ち施工図作製のうえ、監督職員の承諾を得る。造 り 付 け 家 具

収 納 ・ 収 納 家 具

17

・ 既製品　環境に配慮した材料として一般廃棄物の溶融固形化物等を極力使用すること

21

排
　
水
　
工
　
事

排 水 溝 種 類１

２

・ Ｕ字溝　・ 現場打側溝　・ 勾配可変側溝 (21.2.1)

排 水 管 種 類 ・ 硬質塩化ビニル管( ※ ＶＰ ・ ＶＵ)

・ 遠心力鉄筋コンクリート管(外圧管 ※ １種 ・ ２種)　

・ リサイクル硬質ポリ塩化ビニル管（ＲＳ－ＶＵ、ＲＦ－ＶＰ）

車道部の排水管の敷設 ※　図示　　・砂基礎（地業厚さ200mm以上　材料：山砂の類）

排 水 ま す３ ますの種類 ・ 現場施工

 　　　　　製品はJIS製品、JISに規定のない製品はJIS工場製作品または同等品とする(
(21.2.2)

ふたの種類

・ コンクリート蓋

・ マンホール蓋

適 用 荷 重 ・　Ｔ－２用　・　Ｔ－６用　・　Ｔ－14用　・　Ｔ－20用 (21.2.2)

(21.2.2)・ グレーチング蓋

材　　質 ・　鋼製　　・　ステンレス製

・　歩行用　・　Ｔ－２用　・　Ｔ－６用　・　Ｔ－14用　・　Ｔ－20用適 用 荷 重

・ 化粧蓋

18 ｶﾞﾗｽ飛散防止ﾌｨﾙﾑ 高透明ポリエステル系飛散防止フィルム　　基材厚：200μm以上

JIS R 3108:2007に準じる鋼球落球試験 及び  JIS A 5759:2016ｼｮｯﾄﾊﾞｯｸﾞ試験(高さ120㎝) 適合品

ｽﾘｰｴﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ ULTRA S800同等品

厚　さ（mm） ２．０

薄付け仕上塗材

厚付け仕上塗材

複層仕上塗材

軽量骨材仕上塗材

種　　別

※　Ａ　種

・　Ｂ　種

・　Ｃ　種

種　　類

単層

複合

・ フローリングボード

・ フローリングブロック

・ モザイクパーケット

樹　種 厚さ(mm) 工　　法

・

・

・

※乾式釘どめ

※乾式釘どめ

・乾式

・接着

・接着※ 複合１種フローリング

・ 複合２種フローリング

・ 複合３種フローリング

※普通貼工法なら 15

ｽｷﾞ 15

仕　上　げ

形　式

※ 横型

・ 縦型

種　　　類 施工箇所・備考

鉄　　面　　　　※ 見掛りＡ種、見隠れＢ種

塗料種別 亜鉛メッキ面　　　　　　※ Ａ種（ＥＰ－Ｇの場合はＣ種）　　・ Ｂ種（表18.3.2）

グリーン購入法に基づく無鉛型錆止め塗装を採用しようとする場合は、

事前に監督職員の承認を得ること。

錆止め塗料塗り （18.3.3),（表18.3.3）

亜鉛メッキ面　　※ 鋼製建具Ａ種、その他Ｃ種

Ｃ種に用いる錆止め塗料種別はＢ種とする。

２ 錆 止 め 塗 料 塗 り

合成樹脂調合ペイント（ＳＯＰ）

クリヤラッカー塗り（ＣＬ）

アクリル樹脂系非水分散形塗料塗り（ＮＡＤ）

耐候性塗料塗り（ＤＰ）

標仕による

標仕による

標仕による

標仕による

一 般 塗 料３ （18.4.2～5)

（18.5.2)

（18.6.2)

コンクリート面、押出成形セメント板面 ・Ａ種　　・Ｂ種　　・Ｃ種

つや有合成樹脂エマルションペイント塗り（ＥＰ－Ｇ） 標仕による

合成樹脂エマルションペイント塗り（ＥＰ） 標仕による

合成樹脂エマルション模様塗料塗り（ＥＰ－Ｔ） 標仕による

ウレタン樹脂ワニス塗り（ＵＣ） 標仕による

オイルステイン塗り（ＯＳ） 標仕による

木材保護塗料塗り（ＷＰ） 標仕による

マスチック塗材塗り ・Ａ種　　・Ｂ種

（18.7.2)

（18.7.3)

（18.7.4)

（18.8.2～5)

（18.9.2)

（18.10.2)

（18.11.2)

（18.12.2)

（18.13.2)

（18.14.2)

特 殊 塗 料４ ・

・

・

鉄面　　　　　　上塗りの等級：1級 標仕による

標仕による亜鉛メッキ面　　上塗りの等級：1級

・ 既存木部の下地調整については、取外し後の状態を確認し監督職員と協議を行うこと。

特に舞台緞帳や幕類に破損、汚れ等が生じた場合は、請負人の責任において現状に復旧すること。

6 解体撤去後の敷地は、特記なき限り根切土にて敷きならしすること。

7 解体に先立ち、図示部分以外についても建材等のアスベスト含有の有無を確認し、含有する建材等

があった場合は監督員に直ちに報告し、その処理方法について協議すること。

8 アスベスト成形版については、関係法令等に基づき専門業者が所定の方法で解体撤去し、適切に

処分すること。

9 解体に先立ち、ＰＣＢを使用した照明器具の有無を調査し、結果を報告すること。

また、ＰＣＢを使用した器具については、監督員の指示に従い指定された場所に搬出し、諸法令に

基づき適正に保管処理をする事。

10 地下埋設物（排水管、ガス管等）は、特記を除き監督員の指示によりﾌﾟﾗｸﾞ止め等の処理を行い、

原則としてすべて撤去すること。

　なお、給水管、汚水排水管、ガス管・高圧ガス等の切り離し撤去に伴う申請については、各関係

機関と協議の上、申請業務および必要な諸費用を含め本工事とする。

11 石綿含有建材の事前調査

※大気汚染防止法、労働安全衛生法、石綿障害予防規則、その他石綿処理に関する諸法令に基づき

　実施すること。

※石綿の事前調査は、建築物石綿含有建材調査者講習登録規程に規定する建築物石綿含有建材

　調査者等、一定の知見を有する者が実施するようにつ務めること。

※事前調査結果は、書面で発注者に報告（説明）すること。

既存天井形状の事前調査12

天井の解体に先立ち現状の天井形状・寸法を調査及び記録し、新設天井において再現すること。

13 既存品の再利用

図示によって再利用を指定されたものについては、解体時の破損状況を監督職員に報告し、

状況によっては補修や同等品による新設対応とすること。

　既設撤去後取合部は補修のこと。

　また、既設存置部分について、本工事にて発生した汚れ及び破損等は請負人の責任において現状に

　復旧すること。

既 設 取 合 部

施　工　図　等

　図面に記載のない事項であっても、機能上、納まり上、当然必要と認められるものは監督員の指示

　により請負金額の範囲内にて施工すること

　工事着手に当たり、施工図作成後、監督員の承諾後施工の事。

　その他、監督員の指示による。

　平面(詳細)図、天井伏図、展開図、外構図等は、建築･電気･機械の総合図とする。

　工事施工にあたり、施工図及び承諾図等作成の上、必ず監督員の承諾後施工のこと。

　現地調査の上、現地寸法に合わせること

　(鉄筋探査含む)
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ﾎｰﾙ天井 耐震化改修

ﾎﾜｲｴ ｶﾞﾗｽ飛散防止対策
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滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

１階平面図 ２階平面図

１・２階平面図
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ﾎｰﾙ天井 耐震化改修

ﾎﾜｲｴ ｶﾞﾗｽ飛散防止対策
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屋根伏図

断面図(YH6通り)

断面図(XH9通り)

断面図(XH14～15通り)

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

屋根伏図・断面図
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CH=1FL+11,310

CH=1FL+5,600 CH=1FL+5,600CH=1FL+5,600 CH=1FL+5,600

CH=1FL+11,410

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

天井伏図(撤去・改修)

上下枠:木 CL

木製ﾙｰﾊﾞｰ

格子:木 30×135@135 CL

ﾎﾞｰﾀﾞｰ:木 CL

見切り:木 95φ CL 

見切り:木 95φ CL 

ﾎﾞｰﾀﾞｰ:木 CL

見切り:木 95φ CL 

見切り:木 95φ CL 

【 特記事項 】

１

３

２

５

４

番号

PB t9.5+9.5 EP

PB t9.5+岩綿吸音板 t12

PB t9.5+岩綿吸音板(ﾘﾌﾞ付) t19

PB t9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8

PB t9.5 EP

軽量鉄骨天井下地

軽量鉄骨天井下地

軽量鉄骨天井下地

軽量鉄骨天井下地

軽量鉄骨天井下地

１

３

２

５

４

番号

PB t9.5+9.5 EP

PB t9.5+岩綿吸音板 t12

PB t9.5+岩綿吸音板(ﾘﾌﾞ付) t19

PB t9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8

PB t9.5 EP

準構造耐震天井下地

準構造耐震天井下地

準構造耐震天井下地

改修仕上表撤去仕上表

仕　上 仕　上下　地 下　地

軽量鉄骨天井下地

軽量鉄骨天井下地

ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ開口

記号 名称 寸法

空調吹出口開口

φ210

φ250

設備開口

ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ開口

記号 名称 寸法

空調吹出口開口

φ210

φ250

設備開口

・準構造耐震天井下地は、(株)桐井製作所 KIRIIｱﾝｸﾞﾙｸﾗﾝﾌﾟL100同等とする。

・撤去に先立ち現況の天井形状を調査し、改修後において再現すること。

　（ただし、天井高は図中表記による。）

(名称) (名称)

天井伏図(現況撤去)

特記なき限り下地材共撤去とする

天井伏図(改修)

間接照明廻り
Ａ

14
間接照明廻り

Ａ

14

・取外し/再取付けとする木部については、下地調整の上 再塗装(CL塗)とする。

：取外し/再取付けの材を示す ：取外し/再取付けの材を示す

(名称) ：新設の材を示す

Ａ’Ａ

Ｂ

Ｂ’

Ａ’Ａ

Ｂ

Ｂ’

上下枠:木 CL

木製ﾙｰﾊﾞｰ

格子:木 30×135@135 CL

固定PL:ｽﾁｰﾙPL-4.5加工 @450(上下)

Ｃ

２ ２ ２ ２５ ５

CH=1FL+8,920

CH=1FL+8,920 ５

５

４

５ ５

５ ５
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４

２
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２
３
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２５ ２ ２ ２ ５

２

２

５

４

２

２

２

２

５

４

５

：改修対象外の天井を示す ：改修対象外の天井を示す

CH=1FL+8,820

CH=1FL+8,820

CH=1FL+8,160 CH=1FL+8,160 CH=1FL+8,160CH=1FL+8,160

新設鉄骨部材

壁-天井取合い部
14

Ｂ
壁-天井取合い部

14

Ｂ

１

２

２

２

２

１
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木製ﾙｰﾊﾞｰ廻り
Ａ

14

木製ﾙｰﾊﾞｰ廻り
Ａ

14



：ｷｬｯﾄｳｫｰｸ範囲を示す
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SCALE

DATE設 計代 表 者 作 図

一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

1/100
(A3 1/200)

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

A-09
天井フトコロ平面図(撤去・改修)
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 1FL+7,600

1FL+7,720
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 1FL+7,600

1FL+7,720

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W1,050

舞台照明ﾊﾞﾄﾝ昇降装置

1FL+10,880

1FL+9,790

舞台照明ﾊﾞﾄﾝ昇降装置

集音ﾏｲｸ昇降装置

1,500

1FL+9,790

1FL+9,790

1FL+9,790

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

1FL+10,880

1FL+10,765

歩み板掛け用ﾊﾟｲﾌﾟ
ｽﾁｰﾙφ42.7(　:吊材共)

（調整室側）

（舞台側） （舞台側）

（調整室側）

（舞台側）

（調整室側）

(架台: -100x50x5x7.5 共)

(架台: -100x50x5x7.5 共)

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W1,050

舞台照明ﾊﾞﾄﾝ昇降装置 舞台照明ﾊﾞﾄﾝ昇降装置

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

(架台:2　-100x50x5x7.5 共) (架台: -100x50x5x7.5 共)

1FL+12,555

1FL+9,790

1FL+10,765

1FL+9,790

1FL+9,790

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600 1FL+12,555

1FL+11,885

1FL+11,885

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

14
ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修

1FL+9,940

1FL+9,940

14
ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ階段部改修

1FL+9,940

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ平面図 (現況撤去） ｷｬｯﾄｳｫｰｸ平面図 (改修）

※1 部材寸法は構造図による

※2 本図によるほか、

　　客席ﾚﾍﾞﾙから木製ﾙｰﾊﾞｰを介して視認出来る鉄部は

Ｎ

ブドウ棚平面図（現況）

　　SOP塗(黒)とする

XH7 XH8 XH9 XH10 XH11

YH8

YH7

YH6

YH5

YH4

※ ﾌﾞﾄﾞｳ棚は原則既存存置とするが、

　　新設部材との干渉が生じる場合は監督職員と調整の上

　　部分的な撤去を検討する

 -150x75x9x12.5@2,880

C-75×45

（調整室側）
　-150x75x9x12.5 @2,880C-75×45

天
端

ﾚﾍ
ﾞﾙ
:
1F
L
+1
1
,6
7
5

天
端

ﾚﾍ
ﾞﾙ

:
1F
L
+1

2
,5

7
5

天
端

ﾚﾍ
ﾞﾙ

:
1F

L
+1

1
,6

7
5

（舞台側）

　-150x75x9x12.5 @2,880

天端ﾚﾍﾞﾙ:1FL+11,675 天端ﾚﾍﾞﾙ:1FL+12,575 天端ﾚﾍﾞﾙ:1FL+11,675

新設鉄部 塗装範囲図

：新設鉄部の仕上げ塗装(SOP塗)範囲を示す

(架台:　-100x50x5x7.5 共)

1FL+11,240

1FL+11,885

新設鉄骨部材

床:ｺﾝｸﾘｰﾄｺﾃ押ｴ
1FL+7,600
床:ｺﾝｸﾘｰﾄｺﾃ押ｴ

1FL+7,600
床:ｺﾝｸﾘｰﾄｺﾃ押ｴ

床:ｺﾝｸﾘｰﾄｺﾃ押ｴ
1FL+7,600

1FL+9,700

(名称) ：取外し/再取付けの材を示す

：取外し/再取付け範囲を示す

：現況ﾚﾍﾞﾙを示す1FL+●●●

1FL+●●●：改修後ﾚﾍﾞﾙを示す

：新設範囲を示す

(名称) ：新設の材を示す

　(CPL-4.5)
ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600 ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

：ｷｬｯﾄｳｫｰｸ範囲を示す

(名称) ：取外し/再取付けの材を示す

：取外し/再取付け範囲を示す

：現況ﾚﾍﾞﾙを示す1FL+●●●

(名称) ：撤去の材を示す

：撤去範囲を示す

：撤去範囲を示す

　(CPL-4.5)

1FL+9,790

1FL+9,790

1FL+9,790

1FL+9,790

1FL+9,940

1FL+9,940 1FL+9,940

1FL+9,940

1,500 1,500

1FL+9,790

ﾀﾗｯﾌﾟ W350×H2,550

ﾀﾗｯﾌﾟ W350×H1,745

1FL+9,700

1FL+9,200

2,
6
10

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ W600

1FL+9,790

1FL+9,090

1FL+9,200

1,500

1,
80
0

1,
10
0

Ｃ

Ｃ

15

Ｂ

1,
80
0

1,
10
0

2,
6
10

1FL+9,790

1FL+9,350

1FL+9,940

1FL+9,700

1FL+9,850

1FL+9,240

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修

Ａ

15

2023.12



▽GL27
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400

550130

1
1,
4
10

1
0,
8
39

10
,1

1
7

10
,
46
7

8
,4

4
0

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ t30

　-125×65×6×8

▽1FL+8,440

▽RFL （1FL+6,440）

▽2FL （1FL+3,300）

床:ﾓﾙﾀﾙ ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 

1,
10
0

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP
手摺子:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.4 OP @900

▽1FL+11,675

▽1FL+12,575

79
5

91
0

1,
97
5

70
0

70
0

79
5

1,
3
80

90
0

1
,8
8
5

天井:PBt9.5 EP

8,
9
20

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ:縞鋼板 t3.2 OP

歩み板掛け用ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ42.7 OP
（吊材共）

天井:PBt9.5+岩綿化粧板t12

天井:PBt9.5+岩綿化粧板t12
（軽量鉄骨天井下地共）

（軽量鉄骨天井下地共）

（軽量鉄骨天井下地共）

枠:木 CL

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880

歩み板掛け用ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ42.7 OP
（吊材共）

格子:木 30×135@135 CL

木 40φ CL 
木 95φ CL

木 95φ CL

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP
手摺子:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.4 OP @900

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ:縞鋼板 t3.2 OP

　-125×65×6×8

舞台照明ﾊﾞﾄﾝ昇降装置(架台共)

DATE Ｎo.修　正 設 計代 表 者 作 図
・ ・ ・ ・

一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
・ ・ ・ ・

一級建築士 第163039号 西村 清是 SCALE
・ ・ ・ ・ 1/50

(A3 1/100)

A-10
滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

舞台照明ﾊﾞﾄﾝ昇降装置(架台共)

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ

8
,4

4
0

570 4,302 836 3,382 1,730 1,730 3,382 836 4,302 570700 700

XH7 XH8 XH9 XH10 XH11

天井:PBt9.5+9.5 EP
（軽量鉄骨天井下地共）

軽量鉄骨壁下地

（軽量鉄骨壁下地）
壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8

Ａ-Ａ' 断面詳細図【YH6通】

▽1FL

(名称) ：取外し/再取付けの材を示す

：取外し/再取付け範囲を示す

：撤去範囲を示す

(名称) ：撤去の材を示す

A-A'【YH6通】断面詳細図（現況・撤去）

2023.12

2,500



7005704,3028363,3821,7301,7303,3828364,302700 570

天井:PBt9.5+岩綿化粧板t12
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400

550130

1,
97
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▽GL

▽RFL （1FL+6,440）

▽2FL （1FL+3,300）

床:ﾓﾙﾀﾙ ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880

▽1FL+11,675

▽1FL+12,575
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DATE Ｎo.修　正 設 計代 表 者 作 図
・ ・ ・ ・

一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
・ ・ ・ ・

一級建築士 第163039号 西村 清是 SCALE
・ ・ ・ ・ 1/50

(A3 1/100)

A-11
滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

手摺子:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.4 OP @900
手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP

　-125×65×6×8

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ:縞鋼板 t3.2 OP

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880

舞台照明ﾊﾞﾄﾝ昇降装置(架台共)

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP
手摺子:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.4 OP @900

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ:縞鋼板 t3.2 OP

　-125×65×6×8

舞台照明ﾊﾞﾄﾝ昇降装置(架台共)

木 95φ CL

天井:PBt9.5 EP
（軽量鉄骨天井下地）

天井:PBt9.5+岩綿化粧板t12
（準構造耐震天井下地）

14

Ａ
間接照明廻り

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修
14

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ t30

（準構造耐震天井下地）

固定PL:ｽﾁｰﾙPL-4.5加工@450木 80×30 CL

木 40φ CL
格子:木 135×30@135 CL

木 95φ CL

XH7 XH8 XH9 XH10 XH11

壁補強:軽量鉄骨壁下地

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

Ａ-Ａ' 断面詳細図【YH6通】

▽1FL

(名称) ：取外し/再取付けの材を示す

：取外し/再取付け範囲を示す

(名称) ：新設の材を示す

：新設鉄部の仕上げ塗装(SOP塗)範囲を示す

　（本図によるほか、客席ﾚﾍﾞﾙから木製ﾙｰﾊﾞｰを介して

　視認出来る鉄部はSOP塗(黒)とする）

▽1FL+8,340

Ｃ

14

Ｂ
壁-天井取合い部

A-A'【YH6通】断面詳細図（改修）

1,970

2023.12

1
0,

0
17

14

Ａ
木製ﾙｰﾊﾞｰ廻り

※
1

※
1

※1 新設天井高を示す

天井:PBt9.5+9.5 EP
（準構造耐震天井下地）

天井支持構造部：
C-100×50×20×2.3@1,200

木枠:135×30 CL木 80×30 CL

固定PL:ｽﾁｰﾙPL-4.5加工@450

9,
0
25

2,
6
00

27
0

50

2,240
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A-12
滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

1,
3
80

手摺子:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.4 OP @900
ｷｬｯﾄｳｫｰｸ:縞鋼板 t3.2 OP

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP

40
055

0

13
0

400

550130

3
,0

0
0

YH4 YH5 YH6 YH7 YH8

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ t30

床:ﾓﾙﾀﾙ ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 

1,
10
0

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：

　-150x75x9x12.5@2,880

1
1,
4
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1
0,
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39

10
,
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,4

4
0

　-125×65×6×8

1
,8
8
5

79
5

1
,8
8
5

1,
6
75

1
,1
0
0

79
5

8,
9
20

歩み板掛け用ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ42.7 OP
（吊材共）

歩み板掛け用ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ42.7 OP
（吊材共）

天井:PBt9.5+岩綿化粧板t12

天井:PBt9.5+岩綿化粧板t12
（軽量鉄骨天井下地共）

（軽量鉄骨天井下地共）

木 95φ CL

枠:木 CL

格子:木 30×135@135 CL

天井:PBt9.5 EP
（軽量鉄骨天井下地共）

木 95φ CL
木 40φ CL

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：

　-150x75x9x12.5@2,880

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880
ｷｬｯﾄｳｫｰｸ

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ階段部改修

集音ﾏｲｸ昇降装置(架台共)

1
,0
8
5

天井:PBt9.5+9.5 EP
（軽量鉄骨天井下地共）

舞台

客席

調整室

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ及びﾀﾗｯﾌﾟ

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ

700 570 4,302 836 3,382 1,730 1,730 3,382 836 4,302 570 700

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

Ｂ-Ｂ' 断面詳細図【XH9通】

集音ﾏｲｸ昇降装置(架台共)

▽1FL+8,440

▽RFL （1FL+6,440）

▽2FL （1FL+3,300）

▽1FL+11,675

▽1FL+12,575

▽GL

軽量鉄骨壁下地

27
0

8
,4

4
0

▽1FL

(名称) ：取外し/再取付けの材を示す

：取外し/再取付け範囲を示す

歩み板掛け用ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ42.7 OP
（吊材共）

(名称) ：撤去の材を示す

：撤去範囲を示す

：撤去範囲を示す

天井:PBt9.5+岩綿吸音板t12
（軽量鉄骨天井下地）

Ｃ断面詳細図

XH11-YH8交点

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

木 95φ CL

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880

1
,8
8
5

▽1FL+11,675

▽1FL+12,575

▽1FL+8,440

▽RFL （1FL+6,440）

▽2FL （1FL+3,300）

▽1FL

▽GL

3
,9
5
5

天井:PBt9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨天井下地）

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

天井:PBt9.5 EP
（軽量鉄骨天井下地共）

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

2,
56
0

2,
60

0
3
,0

0
0

天井補強材:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟ100×100

▽1FL+7,720

▽1FL+9,790

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ

▽1FL+9,200

2,
47
5

15

Ｂ

15

Ａ
ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修

B-B'【XH9通】断面詳細図･C断面詳細図（現況・撤去）

2023.12
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A-13
滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事
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ｸﾞﾗｽｳｰﾙ t30

床:ﾓﾙﾀﾙ ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 
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700 570 4,302 836 3,382 1,730 1,730 3,382 836 4,302 570 700

天井:PBt9.5 EP
（軽量鉄骨天井下地）

木 95φ CL

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP
手摺子:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.4 OP @900

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ:縞鋼板 t3.2 OP

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：

　-150x75x9x12.5@2,880

14

Ａ
間接照明廻り

天井:PBt9.5+岩綿化粧板t12
（準構造耐震天井下地）

14
ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修

（準構造耐震天井下地）
天井:PBt9.5+岩綿化粧板t12

3
00

71
0

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ

天井支持構造部：
C-100×50×20×2.3@1,200

固定PL:ｽﾁｰﾙPL-4.5加工@450木 80×30 CL

木 95φ CL

木 40φ CL
格子:木 135×30@135 CL

舞台

調整室

客席

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：

　-150x75x9x12.5@2,880

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ階段部

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

Ｂ-Ｂ' 断面詳細図【XH9通】

▽RFL （1FL+6,440）

▽2FL （1FL+3,300）

▽1FL+11,675

▽1FL+12,575

▽GL

▽1FL

壁補強:軽量鉄骨壁下地

(名称) ：取外し/再取付けの材を示す

：取外し/再取付け範囲を示す

1,
88
5

(名称) ：新設の材を示す

：新設鉄部の仕上げ塗装(SOP塗)範囲を示す

　視認出来る鉄部はSOP塗(黒)とする）

　（本図によるほか、客席ﾚﾍﾞﾙから木製ﾙｰﾊﾞｰを介して

：新設範囲を示す

▽1FL+8,340

Ｃ断面詳細図

XH11-YH8交点

4,729.31,953.9

1,
88
5

3,
95
5

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

天井:PBt9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨天井下地）

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

（軽量鉄骨天井下地共）
天井:PBt9.5 EP

木 95φ CL

▽RFL （1FL+6,440）

▽2FL （1FL+3,300）

▽1FL+11,675

▽1FL+12,575

▽1FL

▽GL

▽1FL+8,340

ﾌﾞﾄﾞｳ棚：　-150x75x9x12.5@2,880

9
,0
2
5

▽1FL+7,720

天井補強材:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟ100×100

天井:PBt9.5+岩綿吸音板t12
（軽量鉄骨天井下地）

壁:PBt12.5+9.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ) t8
（軽量鉄骨壁下地）

壁下地補強@900
(XH7側も同様とする)

新設鉄骨梁

15
0

1
50

▽1FL+9,790

2,
4
75

▽1FL+9,200

1
50

15
0

1
50

▽1FL+9,940

▽1FL+9,350

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ

Ｃ

14

Ｂ
壁-天井取合い部

15

Ｂ

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修
15

Ａ

B-B'【XH9通】断面詳細図･C断面詳細図（改修）

1,970

2023.12

10
,0

1
7

14

Ａ
木製ﾙｰﾊﾞｰ廻り

※1 新設天井高を示す

9
,0
2
5

木枠:135×30 CL木 80×30 CL

固定PL:ｽﾁｰﾙPL-4.5加工@450

天井:PBt9.5+9.5 EP
（準構造耐震天井下地）

天井支持構造部：
C-100×50×20×2.3@1,200

50
2,
6
00

27
0

27
0

2,240



天井:PBt9.5 EP
（軽量鉄骨天井下地共）

天井:PBt9.5+岩綿吸音板t12
（軽量鉄骨天井下地共）

木 95φ CL

壁:PBt9.5+12.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ)t8
（軽量鉄骨壁下地）

（軽量鉄骨天井下地共）
天井:PBt9.5 EP

樹脂製目透し見切

木 95φ CL(再塗装)

天井:PBt9.5+岩綿吸音板t12

支持構造部接続金物
野縁受:C-40×20×1.6@1,200

付属金物一式

準耐震天井下地材

天井支持構造部:C-100×50×20×2.3@1,200

（軽量鉄骨壁下地）
壁:PBt9.5+12.5+不燃化粧板(ﾐﾔﾗｲﾄ)t8

ﾗﾜﾝ合板t12(捨貼り)

支持構造部接続金物
野縁受:C-40×20×1.6@1,200

付属金物一式

準耐震天井下地材

天井支持構造部:C-100×50×20×2.3@1,200

L-65×65×5@600

木 95φ CL(再塗装)

額縁:木 30×100 CL

天井:PBt9.5+9.5 EP(準構造耐震天井下地)

L-45×45×5(通し)

束材:L-45×45×5@600

野縁:25型Wﾊﾞｰ t0.8 @303

野縁:25型Wﾊﾞｰ t0.8 @303

ﾏﾃﾞ1,970

天井:PBt9+9 EP

壁:PBt9+9 EP(LGS下地)

木製ﾌﾗｯｼｭ扉

木 95φ CL

天井:PBt9.5+岩綿吸音板t12

固定PL:ｽﾁｰﾙPL-4.5×75加工 @450

木:80×30 + 135×30 CL(再塗装)

木:80×30 + 135×30 + 40φ CL(再塗装)

木:80×30 + 135×30 CL

木:80×30 + 135×30 + 40φ CL

固定PL:ｽﾁｰﾙPL-4.5×75加工 @450木格子:135×30@135 CL(再塗装)

木格子:135×30@135 CL

天井支持構造部:C-100×50×20×2.3@1,200
▽1FL+11,625

新設構造材(構造図による)
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野縁受けのはね出し
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下
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270

XH9

XH9 XH9

XH9

間接照明
(設備工事)

▽1FL+8,440

▽1FL+8,340

▽1FL+9,025

▽1FL+8,440

▽1FL+8,340

新設構造材(構造図による)

ﾏﾃﾞ1,700

木製ﾌﾗｯｼｭ扉t30 丁番3箇所　引手1箇所

1
FL

ﾏ
ﾃﾞ
1
0,

73
9

CH
11

,3
1
0

ﾏﾃﾞ2,500

額縁:木 30×85

1F
Lﾏ
ﾃ
ﾞ1
0
,8

39

CH
11
,
41
0

間接照明(設備工事)

ﾏﾃﾞ1,700

1F
Lﾏ
ﾃ
ﾞ1
0
,0
1
7

1
FL
ﾏ
ﾃﾞ
1
0,
3
67

1F
Lﾏ
ﾃ
ﾞ1
0
,1
1
71F

Lﾏ
ﾃ
ﾞ1
0
,4

6
7

A'

B

B'

A

B

B'

A

A'

1,500

1,
500

1,
50

0

1,500

1,500

1,
500

1,
50
0

1,500

1,500

1,700800

2,500 2,000

1,700300

YH6 YH6

XH9 XH9

断面図(現況・撤去) S=1/10(A3 S=1/20)

断面図(改修) S=1/10(A3 S=1/20)

平面図(現況・撤去) S=1/50(A3 S=1/100) 平面図(改修) S=1/50(A3 S=1/100)

CH=1FL+11,410

間接照明(設備工事)

額縁:木 30×85
木製ﾌﾗｯｼｭ扉

A A'

天井:PBt9+9 EP木 95φ CL

A A'

額縁:木 30×100 CL

木製ﾌﾗｯｼｭ扉t30

木 95φ CL(再塗装)

天井:PBt9.5+9.5 EP

CH=1FL+11,310

木製ﾙｰﾊﾞｰ断面図(現況・撤去) S=1/10(A3 S=1/20) A-A'断面図(現況・撤去) S=1/10(A3 S=1/20) 木製ﾙｰﾊﾞｰ断面図(改修) S=1/10(A3 S=1/20) A-A'断面図(改修) S=1/10(A3 S=1/20)

平面図(改修) S=1/50(A3 S=1/100)平面図(現況・撤去) S=1/50(A3 S=1/100)
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XH9XH9

縞鋼板 t3.2

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

縞鋼板 t3.2 OP

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP

縞鋼板 t3.2 OP

鋼
材
カ
ッ
ト
位
置

鋼
材
カ
ッ
ト
位
置

縞鋼板 t3.2 OP
縞鋼板 t3.2 OP

1FL+9,790

1FL+9,790

1FL+9,790

縞鋼板 t3.2
1FL+9,7901FL+9,790

1FL+9,940

手摺子:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.4 OP @900

縞鋼板 t3.2 OP

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP 手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP

手摺子:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.4 OP @900

縞鋼板 t3.2

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

縞鋼板 t3.2

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

▽1FL+9,790 ▽1FL+9,790

縞鋼板 t3.2

▽1FL+9,940

縞鋼板 t3.2
縞鋼板 t3.2 OP ▽1FL+9,940

▽1FL+9,790▽1FL+9,790
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100 275525
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100275 525
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鋼
材
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ッ
ト
位
置

[-125×65×6×8

鋼
材
カ
ッ
ト
位
置

A-A'断面図(現況・撤去) S=1/20(A3 S=1/40)

[-125×65×6×8

A-A'断面図(改修) S=1/20(A3 S=1/40)

M-12

M-12 M-12

[-125×65×6×8

[-150×75×6.5×10

B-B'断面図(改修) S=1/20(A3 S=1/40)B-B'断面図(現況・撤去) S=1/20(A3 S=1/40)

M-12

折点ﾏﾃﾞ1,500 折点ﾏﾃﾞ1,500 折点ﾏﾃﾞ1,500 折点ﾏﾃﾞ1,500

名称

：新設部分を示す名称

：再取付部分を示す

名称

名称
：取外し・再取付部分を示す

：撤去範囲を示す

名称

名称
：取外し・再取付部分を示す

：撤去範囲を示す

名称

：新設部分を示す名称

：再取付部分を示す

名称

名称

：撤去範囲を示す

名称

：新設部分を示す名称

：取外し・再取付部分を示す

：再取付部分を示す

壁-天井 取合い部詳細図 ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修詳細図(1)

間接照明廻り・木製ﾙｰﾊﾞｰ廻り 詳細図

1/20（A3:1/40）

1/10（A3:1/20）

1/10（A3:1/20）

Ａ

14

14

Ｃ

14

Ｂ

A-14

修　正
・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

Ｎo.

SCALE

DATE設 計代 表 者 作 図

1/***
(A3 1/***)

一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

部分詳細図(1)

2023.12



断面図(改修) S=1/50(A3 S=1/100)

平面図(現況・撤去) S=1/50(A3 S=1/100)

断面図(現況・撤去) S=1/50(A3 S=1/100)

平面図(改修) S=1/50(A3 S=1/100)

A'

A

B

B'

平面図(現況・撤去) S=1/50(A3 S=1/100)

A'

A

平面図(改修) S=1/50(A3 S=1/100)
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YH7

XH9

YH7 YH7

YH7

XH9

YH8

YH7

YH8

YH7

XH10 XH11 XH10 XH11

新設鉄骨(構造図による)

1FL+9,790 

1FL+10,880

1FL+9,790 1FL+9,9401FL+9,790 

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

ﾀﾗｯﾌﾟW350 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 ｽ 梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP

手摺支柱:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.2 OP ＠900

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

床･踏面:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

[-125×65×6×8

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP

手摺支柱:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.2 OP@900

ﾀﾗｯﾌﾟW350 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

1FL+11,885

ﾀﾗｯﾌﾟW350 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 ｽ 梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300

1FL+11,240

1FL+11,885

ﾀﾗｯﾌﾟW350 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300

ﾀﾗｯﾌﾟW350 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300

吊材:2-M16(ﾀｰﾝﾊﾞｯｸﾙ,羽子板付) SOP

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5 SOP

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

手摺支柱:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.2 SOP ＠900

1FL+10,880

▽1FL+9,790

▽1FL+12,555

▽1FL+10,880

▽1FL+12,555

▽1FL+11,885

ﾀﾗｯﾌﾟW350 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300

▽1FL+11,240

手摺支柱:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.2 

         SOP ＠900

ﾀﾗｯﾌﾟW350 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 SOP 

▽1FL+9,790

▽1FL+9,090

▽1FL+9,200

▽1FL+9,700

1FL+7,720

1FL+9,790

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

1FL+9,700

1FL+9,090

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

鋼材ｶｯﾄ位置

鋼
材
ｶｯﾄ位

置

鋼材ｶｯﾄ位置

1FL+9,700

1FL+9,200

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP

手摺支柱:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.2 OP ＠900

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

1FL+9,200

1FL+7,720

1FL+9,790

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

1FL+9,240

1FL+9,850

1FL+9,700

1FL+9,940

1FL+9,350

ﾀﾗｯﾌﾟW350 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300

[-125×65×6×8 SOP

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 OP

手摺支柱:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ27.2 OP ＠900

11
0

11
0

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

手摺つなぎ:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP 手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

手摺つなぎ:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

手摺つなぎ:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

手摺つなぎ:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP

手摺:ｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟφ34 SOP
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新設鉄骨(構造図による)

L-65×65×5 SOP

L-65×65×5 SOP

梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300 SOP

B

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5 SOP

2-M12

ﾀﾗｯﾌﾟ部詳細図S=1/20(A3 S=1/40)

2-M12

▽1FL+11,885

▽1FL+11,240

2-M12

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5 SOPL-65×65×5 SOP

B矢視図

梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5@300 SOP

ﾀﾗｯﾌﾟW350
ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 SOP

鋼
材
カ
ッ
ト
位
置 鋼

材
カ
ッ
ト
位
置

B-B'断面図(現況・撤去) S=1/20(A3 S=1/40)

鋼
材
カ
ッ
ト
位
置

[-125×65×6×8

1,800

▽1FL+9,200

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

▽1FL+9,790

1,800

▽1FL+9,350

A-A'断面図(現況・撤去) S=1/20(A3 S=1/40)

▽1FL+9,350

▽1FL+9,200
▽1FL+9,240

M-12

M-12

▽1FL+9,940

[-125×65×6×8

▽1FL+9,850
床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5 SOP

A-A'断面図(改修) S=1/20(A3 S=1/40)

B-B'断面図(改修) S=1/20(A3 S=1/40)

1FL+9,700▽

▽1FL+9,790

▽1FL+9,025

新設鉄骨(構造図による)

▽1FL+9,025

[-150×75×6.5×10 [-125×65×6×8

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

[-150×75×6.5×10

[-125×65×6×8

M-12

床:ｽﾁｰﾙﾁｪｯｶｰﾌﾟﾚｰﾄ t4.5

[-125×65×6×8

[-150×75×6.5×10

1
50

1
50

ﾀﾗｯﾌﾟW350

 ﾌﾚｰﾑ:ｽﾁｰﾙφ34 SOP
 梯子:ｽﾁｰﾙφ27.5 SOP @300

名称

名称

：撤去範囲を示す

：取外し・再取付部分を示す
名称

：新設部分を示す名称

：再取付部分を示す

名称

名称

：撤去範囲を示す

：取外し・再取付部分を示す
名称

：新設部分を示す名称

：再取付部分を示す

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ階段部詳細図

ｷｬｯﾄｳｫｰｸ改修詳細図(2)

1/20（A3:1/40）

1/20（A3:1/40）
Ａ

15

15

Ｂ
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一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
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滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

部分詳細図(2)
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一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

図中表記
(A3 同上)

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

90°

FIX FIX

FIX

FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX

FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX FIX
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8
00

10
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90° 90°

ﾌﾛｰﾄｶﾞﾗｽ t6

ﾌﾛｰﾄｶﾞﾗｽ t12

外部側 ｷｬｽﾄｱﾙﾐ

両開き自由戸：強化ｶﾞﾗｽt12

910 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920

16,270 11,520 5,760 9,600

①面 ②面 ③面 ④面

ホワイエ

①面

②面

③面

④面

両開き自由戸：強化ｶﾞﾗｽt12

5,760 5,760 5,760 5,760

XH3 XH4 XH5 XH6 XH7

9609,60011,520960

1,9201,9201,9201,9201,9201,9201,9201,9201,9201,9201,920

SW101平面図　S=1/100（A3：1/200）

SW101内観姿図　S=1/100（A3：1/200）

1階平面図　S=1/300（A3：1/600）
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ホワイエ ガラス飛散防止対策範囲図

 ：飛散防止ﾌｨﾙﾑ新設範囲（室内側）

飛散防止ﾌｨﾙﾑ新設範囲（SW101_室内側）
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ﾌﾟﾛｾﾆｱﾑ開口 全面ｼｰﾄ養生
(W13.6×H6.0m)

ﾌﾟﾛｾﾆｱﾑ開口 全面ｼｰﾄ養生
(W13.6×H6.0m)

上部ﾌﾞﾄﾞｳ棚開口 全面ｼｰﾄ養生
(W3.8×H2.1m)
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XH0 XH1 XH2 XH3 XH4 XH5 XH6 XH7 XH8 XH9 XH10 XH11 XH0 XH1 XH2 XH3 XH4 XH5 XH6 XH7 XH8 XH9 XH10 XH11

YH0

YH1

YH2

YH3

YH4

YH5

YH6

YH7

YH8

YH9

YH10

YH0

YH1

YH2

YH3

YH4

YH5

YH6

YH7

YH8

YH9

YH10

客席通路部ｺﾝﾊﾟﾈ養生

客席全面ｼｰﾄ養生

客席全面ｼｰﾄ養生

仮設材運搬ｽﾃｰｼﾞ
3.0×8.0m

資材搬入口▲

床ｺﾝﾊﾟﾈ養生

(W1.8×1.8×H3.5m)

ﾛｰﾘﾝｸﾞ足場 ×2基

：工事期間中 大学にて使用する範囲を示す

ﾌｪﾝｽﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ H1.8m
(全面ｼｰﾄ貼)

Ａ断面

Ｂ断面Ｂ断面

また、それらの対処については全て本工事に含むものとする。

詳細については施設関係者・監督職員等との協議により決定すること。

注）本仮設計画図は参考とし、現場状況・施工性・安全性等に配慮の上、
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滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

仮設計画図(1)
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１階平面図 ２階平面図
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（舞台側）

（舞台側）

（舞台側）天井伏図

天井伏図

天井伏図

【天井ﾎﾞｰﾄﾞ撤去時】及び【天井ﾎﾞｰﾄﾞ新設時】

足場計画図①

足場計画図②

【天井下地撤去時】及び【天井下地新設時】

足場計画図③

【鉄骨梁 施工時】

足場上げ①

足場上げ②

足場下げ①

足場下げ②

また、それらの対処については全て本工事に含むものとする。

詳細については施設関係者・監督職員等との協議により決定すること。

注）本仮設計画図は参考とし、現場状況・施工性・安全性等に配慮の上、

　ものとし、事前に計画を立案し監督職員の承諾を得ること。

・重量鉄骨を楊重する際に使用するﾁｪｰﾝﾌﾞﾛｯｸ等は既存鉄骨大梁から設置する

・現場溶接部はｺﾝﾊﾟﾈ及び防炎ｼｰﾄによる火気養生を行うこと。

支保工足場 @900

通路

作業床面開口

Ａ断面図

下
部

通
路

Ａ断面

作業床面開口

Ｂ断面

支保工足場 @900

仮設材運搬ｽﾃｰｼﾞ 3.0×8.0m
通路

作業床面開口

作業床面開口

Ａ断面図

足場上げ（下げ） 足場上げ（下げ）

作業床面開口

Ｂ断面図

Ａ断面

Ｂ断面

作業床面開口

支保工足場 @900

足場上げ（下げ）

足場上げ（下げ）

作業床設置

Ａ断面図

足場上げ（下げ）

作業床設置

Ｂ断面図

鉄骨取付用足場鉄骨取付用足場

鉄骨取付用足場

作業床設置

足場上げ（下げ）

Ａ断面

Ｂ断面

Ｂ断面図

主体工事

令和６年度

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月５月

解体工事

仮設工事

軽鉄下地撤去

実測及び工場製作
（鉄骨工事）

現場施工

（金属工事）
新設及び再取付

実測･調査 ﾎｰﾙ棚足場

仮囲い･養生

（木工事）

（塗装工事）
鉄骨塗装

木格子取外し 木格子再取付

軽鉄下地
（内装工事）

取外し

足場解体

クリーニング

取合い補修

木部塗装

天井ﾎﾞｰﾄﾞ及び仕上げ

天井ﾎﾞｰﾄﾞ撤去

工事工程表(参考)

設
備
工
事

電気設備
調整

調整

調査

調査

配線撤去･取外し

ダクト撤去

配線工事 器具再取付け

吹出し取付けダクト･配管

器具取外し

吹出し撤去

飛散防止ﾌｨﾙﾑ貼
（ホワイエ工事）

使用開始

足場上げ① 足場上げ② 足場下げ① 足場下げ②

機械設備

工事期限：令和 6年12月31日

※4月末までは準備期間とする。
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既存建物改修工事構造特記仕様書

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事
一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

Ｎo.
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作 図設 計代 表 者
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S-01

選択項目は ・ 印を適用し、 ・ が無い場合は ※ 印を適用する。

　　印が複数ある場合は、共に適用する。

あと施工アンカー

既存梁

既存壁

既存建物（鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄骨造）の耐震補強に関する鉄筋工事、

コンクリート工事及び鉄骨工事に適用する。

本仕様書に示す単位は特記なき限りすべてmmとする。

使用材料は原則としてＪＩＳ規格品又は大臣認定品とする。

既設部分と接する箇所はコンクリート打設前に充分な水湿を行う。

コンクリート打設にはバイブレーターの使用，又はタタキにより密実にコンクリートを締め固める。

梁下の耐震壁等は梁下200～300程度までコンクリートを打設し、壁頂部は無収縮モルタル圧入とする。

現況図面は参考図面とし、現地再調査のうえ現地寸法に合わせること。

既存設備の配置等実測した後、工事計画書及び施工図を作成し、工事監理者の承諾を得ること。

鋼板補強、炭素繊維補強を行った部分は別途仕様書により耐火被覆を行う。

斫り部の断面欠損、耐震壁増設部のすきま、鉄筋の露出、あと施工アンカー打設不良搾孔及び

クラック等があれば樹脂モルタル等にて補修する。

耐震壁を増設する部分等に接する既設部分は目荒らし（深さ5mm程度を目安とする）を行い、斫り粕、

粉塵などはワイヤブラシ又は水洗いにより完全に除去する。

(財)日本建築防災協会

　改訂版　既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針同解説

　改訂版　既存鉄筋鉄骨コンクリート造建築物の耐震改修設計指針同解説

　改訂版　既存鉄骨造建築物の耐震改修設計施工マニュアル

(財)建築保全センター

　建築改修工事標準仕様書

　建築改修工事監理指針

鉄骨ブレース接着工法の場合は、(財)日本建築防災協会技術評価書建防災発第１２７９号に基づく

『鉄骨ブレース接着工法設計施工指針』による。

以下の参考図書は現場に常備すると共に十分理解し適用すること。

「公共建築改修工事標準仕様書」（令和4年版）による。

特記なき事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書」

図面と仕様書の内容に相違があった場合、不明な箇所が生じた場合はすべて監督職員と協議を行う。

・ SS400 ・ SS490 （ M 以上）材質1)

大臣認定柱脚（メーカー仕様による）2)

・ ABR400 ・ ABR490

各種工程における検査等の費用は工事者の負担とする。

アンカーボルト　(JIS G 3101) SS400  M20

頭付きスタッド　(JIS B 1198) 19Φx180

エンドタブは、SS400とする

1)

ガスシールドアーク溶接に使用するシールドガスは溶接に相応したものとする。2)

したものを選定する。

アーク溶接に使用する溶接棒,ワイヤ及びフラックスは母材の種類,寸法,及び溶接条件に相応

・ノンスカラップ工法 スカラップ工法※

1)

専任の溶接施工管理技術者により管理を行うこと。

完全溶け込み溶接はAW検定の有資格者が行うとする指定を2) ※行う ・行わない

3) 本工事で代替タブを使用する場合は、代替タブ溶接技術者技量検定付加試験を 行う※ ・行わない

但し、代替タブのAW検定有資格者は技量検定付加試験を免除する。

高さ ・ 板厚床用 ・1)

合成スラブ用 高さ ・ ・板厚2)

高さ ・ ・板厚 形版 タイプ型枠用3)

防錆処理 ・亜鉛メッキ ・ Z12 ・ Z27・プライマー4)

※ 2回 ・塗装（工場塗

1) 素地調整

※ケレン ・ブラスト下塗り用塗料2)

溶融亜鉛メッキ 行う・ ・行わない3)

4) 常温亜鉛メッキ 行う・ ・行わない

高耐食メッキ鋼板（t3.2mm以下） ・用いる 用いない5)

※ 行う ・行わない溶接部の検査（受入検査）

直接契約による。

2)

認定を取得した事業者とし、当該工事の鉄骨製作工場の社内検査を行っていない事業者とする。

受入検査は目視による外観検査と超音波探傷検査とし、社内検査完了後に行う。3)

外観検査の合否判定は国土交通省告示1464号による。ただし告示に定めのないものは日本建築学会4)

「JASS6 鉄骨工事 2018 付則6. 鉄骨精度検査基準」の限界許容差による。

超音波探傷検査は日本建築学会「鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査規準・同解説」2018により、5)

合否判定は7.2.1疲労を考慮しない溶接部のうち、引張応力が作用する溶接部の項を適用する。

溶接箇所数の数え方は「JASS6 鉄骨工事 2018」表10.1溶接箇所数の数え方による。6)

受入検査の抜取り方法及び抜取り率は以下による。7)

抜取り数は各ロット毎に30箇所をランダムにサンプリングする。ⅱ.

ⅲ. 大きさ30個のサンプル中の不適合個数が1個以下のときはロットを合格とし、4個以上の

ときはロットを不合格とする。ただし、サンプル中の不適合数が1個を超え4個未満の

ときは、同じロットからさらに30個のサンプルを抜取検査する。総計60個のサンプルに

全数検査とする。ⅰ.

検査により不合格と判定された溶接部はすべて補修を行い、再検査して合格とならねばならない。8)

9)

現場溶接の場合b)

ついての不適合個数の合計が4個以下のときはロットを合格とし、5個以上のときは

ロットを不合格とする。

ずれ・食い違いの補修方法は、独立行政法人 建築研究所監修「突き合せ継手の食い違い仕口の

ずれの検査・補強マニュアル」による。

下記〇印のグレード認定工場の内、納期・製作能力・鉄骨数量を勘案して工場選択のこと

用いる。

複合部の摩擦面に1mmを超える肌隙を生ずる場合は、その大きさに適合したフィラプレー（SN400A）を

使用する溶接ワイヤー、入熱量及びパス間温度等の仕様については鉄建協又は全構協の仕様で、

受入検査を行う第三者検査機関は、建築主、設計者、工事監理者又は工事施工者(元請)との1)

承諾を得る。

1)

参考値とする。施工に先立ち既存躯体の寸法等の実測を行い工作図を作成し監督職員に提出し

承認を得る。

施工に先立ち全行程の工程表及び工程種目毎の施工計画書を作成し、監督職員に提出し承諾または2)

3)

補強設計図に示された躯体寸法（スパン長、階高、部材寸法等）は、既存設計図書に基づいた

新設コンクリートは既存コンクリートと一体となる様打設を行う。

7)

8)

与えないよう十分注意する。

既存配管・配線及び器具等を十分に調査し、損傷を与えないように注意する。

撤去範囲外のはつり、仮設アンカーの取り付け等を行う場合は既存構造体の検討を行う。

天井鉄骨ブレース新設1)

2)

3)

4)

5)

壁の新設・増し打ちなどに伴い、影響範囲の既存仕上げ・躯体の撤去を行う。

既存躯体の撤去に先立ち設備、電気、通信、の埋設管等の調査を行い、支障のないことを確認する。

はつり工事は構造躯体に悪影響を与えない方法で慎重に行う。

補強工事に伴う撤去範囲の仕上げの復旧は意匠設計図による。

1) 新設コンクリートと一体となる既存コンクリート部分の仕上げ材はすべて撤去し、目荒しを行う。

2)

3)

溶接後はスラグ・汚れなど除去し、防錆処理を行う。

溶接熱により影響を受けた部分はすべて防錆塗料などの補修を行う。

1) 既存部材に行う溶接箇所は塗装・汚れなどを完全に除去する。

a) 工場溶接の場合

2)

ⅰ. 検査ロットは各節、各工区毎に溶接箇所300箇所以内で構成する。

・旭化成工業株式会社

3) アンカー鉄筋

ケミカルアンカー　  　   Rタイプ , RSタイプ

D10・D13・D16　   SD295A

D19以上           SD345

1) 施工技術者は(社)日本建築あと施工アンカー協会（JCAA）が認定した有資格者とする。

・日本デコラックス株式会社

1) 施工面に仕上げ材料（モルタル、プラスターなど）がある場合はそれを確実に除去する。

　柱頭とする。

・確認位置は、梁についてはそれぞれ両端部及び中央部、柱についてはそれぞれ柱脚及び

アンカー鉄筋径daのせん断用8da以上、引張用11da以上とする。

引張用11da以上、外側補強用13da以上とする。

1) 新設壁、壁・柱及び梁のコンクリート増し打ち部分などに使用するもので特記なきものは

2)

位置を決定する。

第三者検査機関は(社)日本溶接協会によるCIW検査事業者認定種別における超音波探傷検査部門の

1)

2)

穿孔時に生じる切り粉は集じん機・電気ブロアー等を使用し完全に除去する。

雨水などが穿孔内に入った場合は孔内の水を除去し完全に乾燥させる。

監督職員と協議を行う。

3) 既存コンクリート内の鉄筋などに当たった場合の対処、あるいはダメ孔の処理方法は

4) 穿孔にはコンクリートドリルを使用し、ダイヤモンドドリルは使用してはならない。

1) 穿孔は各メーカーのアンカー規格に合った適正なドリルビットの直径とする。

2) 孔深さはアンカー構造規定を満足するものとして、目荒し面から孔底の肩までとする。

3) 上向き施工の場合は硬化養生中にアンカー鉄筋の脱落、樹脂の流出が生じない様にする。

4) 養生は樹脂が硬化するまで行い、その間は荷重をかけない。

1)

2)

カプセル型樹脂は製品が使用可能期間内であることを確認する。

アンカー鉄筋は埋め込み機械により打撃・回転を与え、孔底まで十分埋め込む。

1)

2)

製品の保管に当たっては、品質の低下の起こらない冷暗所で保管する。

作業中にも直接日光が当たったり、高温にならないようにする。

1)

2)

引張試験（非破壊試験）

外観検査　　　　　目視により全数確認を行う。

打音確認検査　　　施工されたアンカー全数を打撃し、打音により固定度を確認する。

AR ケミカルセッター　　　SuperLL AP , HPアンカー 

抜取本数 ： 原則として全体の3％以上、かつ３本以上とする。

但し、施工状況により抜取本数を変える場合には特記による。

試験荷重に対してアンカーが抜け出し等の過大な変位が

起こらなければ合格とする。

2) 穿孔に先立ち、はつり又は鉄筋探知機などで既存鉄筋、埋設配管などの有無を確認し

・(株)ABC商会　　　  　ノンシュリングライトグラウト

・三菱マテリアル(株)　 MG-15M

同等品以上。

同等品以上。

設計基準強度以上   30 N/mm2 以上3)

ないようにする。

鉄骨ブレース架構などに使用するもので特記なきものはアンカー鉄筋径dのせん断用8da以上、

4) 新設アンカー及び既存鉄筋の定着を十分行う。

5) 騒音・粉塵及び汚染などを出来るだけ小さくする。

仕上げ及びコンクリート等の撤去に際しては最小限必要な範囲とし、残りの部分に損傷を6)

4)

5)

6)

圧入は適切な圧力で中断しないように行う。

圧入孔はスパン中央下端、空気抜き孔は10㎜程度の管を1～1.5ｍ当たり1本ずつ程度。

圧入孔にホースを接続し、連続圧送を行う。モルタルが空気抜き孔に出てくることを

作業を終了する。

確認した段階で圧入を中断し、各空気抜きパイプを確認した後再び加圧グラウトを行い、

1)

2)

3)

打込み前に既存コンクリート表面及びコンクリート打継ぎ部の清掃及び散水を充分に行う。

施工時モルタル温度は 10～35℃ とする。

モルタル圧入部の型枠は、周囲に急結性又は速乾性コーキング材を施し、モルタル漏れの

2)

5℃以上に保つ。

3)

圧入モルタルの硬化中は、圧入口・空気抜きパイプ等の密栓(バルブ・コック) を確認し、

有害な衝撃、振動を与えない。

グラウト型枠取り外し時期については、係員の指示による。

1) 施工時及び養生期間中（７日以上）は常に湿潤状態を保ち、圧入モルタルの温度を

試験体は、径50mm、高さ100㎜の大きさとし材令２８日３本とする。

試験は、「コンクリート標準示方書（土木学会）」プレパクトコンクリートの

圧縮試験方法による。コンシステンシ－試験は、Ｊロート試験方法に準ずる。

試験は１日施工する毎に Ｊ14 ロート試験を行い、圧縮試験体を作成する。

1) カプセル型樹脂接着アンカー

(社)日本建築あと施工アンカー協会（JCAA）が規定する品質基準に適合したもの。

1) 新設コンクリートと打継面となる既存コンクリート面にある既存仕上材などは

５～10㎜程度（最大で10～15㎜）の凹凸とし、打継面の3/4～全面にわたって設ける。

1) 打継面は必ず目荒し又ははつりを行う。目荒しは電動ピック等を用いて平均深さ

2) はつり面には大きな凹凸、ゆるんだ骨材などを残さないようにする。

3)

あと施工アンカーのピッチ、ゲージ、はしあきは特記によるほか、下表に従う。

        金属系アンカーの場合は、本体の直径

注) da：接着系アンカーの場合は、アンカー筋の呼び径

　　　(特記なきものは　　+30mm以上)

： あと施工アンカーの埋込長さ

： あと施工アンカーの実出長

※　　≦ 20da の場合は、鉄筋径に関わらず頭付とする。

： あと施工アンカーと補強鉄筋の重ね継手長さ

コンクリート打継面は打設に先立ち清掃を行い、散水により湿潤に保つ。

ｔ1： はつり幅　　0.75ｔ≦ｔ1≦ｔ

ｔ ： 既存壁厚

現場塗り1回、範囲は図示による。）

・

すべて除去する。

下記以外の事項は建築工事特記仕様書による。

・電気化学工業(株)　　 テンカプレタスコン　Ｔ-1

1) 早強形特殊セメント系無収縮モルタル、プレミックスタイプ

2)

1) 重量鉄骨を楊重する際に使用するチェーンブロック等は既存鉄骨大梁から設置すること。

ただし、より精度を高めることを目的とした施工手順を妨げるものではない。

2)

3)

S-11図に示す主架構分割①～③をその数字が若い順に据え付ける施工順を想定している。

S-11図にa.～f.の仮設計画の一例を示す。

既 存 建 物 改 修 工 事 構 造 特 記 仕 様 書

チドリ配筋

あと施工アンカー要領図

既存コンクリート面の目荒し要領

ダブル配筋

横架材

適 用 範 囲

図 面 寸 法

使 用 材 料

施 工 順 序

耐 火 被 覆

補 　 　 修

打設面の処理

コンクリート打設

1 - 1

1 - 2

1 - 3

1 - 4

1 - 5

1 - 6

1 - 7

1 - 8

§１　一般事項

材種及び使用箇所

2 - 1

高 力 ボ ル ト

普通ボルト, 

アンカーボルト

頭付きスタッド

2 - 2

2 - 3

2 - 4

そ の 他

1 -10

§２　鉄骨工事

参 考 図 書

1 - 9

2 - 5

溶 接 材 料

2 - 6

スカラップ形状

2 - 7

継 手

溶接手法及び管理

2 - 8

2 - 9

デッキプレート

（単位　mm）

2 - 10

塗 装

2 - 11

溶接部の検査

2 - 12

鉄骨製作工場

そ の 他

2 -13

工 事 計 画

3 - 2

§３　工事概要

3 - 1

工 事 範 囲

§４　撤去・復旧工事

6 - 2

施 工 技 術 者

6 - 3

埋め込み位置

6 - 4

埋め込み長さ

孔 の 清 掃

6 - 6

6 - 5

穿 孔

時の注意事項

アンカー筋の

6 - 7

6 - 8

製 品 の 保 管

6 - 9

検 査

埋 め 込 み

§５　鉄骨工事 §７　グラウト工事

材 料

7 - 1

圧 入

7 - 2

7 - 3

養 生

7 - 4

試 験

§６　あと施工アンカー

6 - 1

材 料

又 は は つ り

8 - 2

既存コンクリート

表面全般の処理

§８　既存コンクリート面の処理

§９　その他

8 - 1

既存仕上材等

の 除 去

9 - 1

架構の施工計画

に つ い て

冷間成形角型鋼材

熱間成形角型鋼材

一般構造用炭素鋼管

一般構造用軽量形鋼

建築構造用圧延棒鋼

・ BCP235 ・ BCP325

・ ・SHC400B SHC400C

・ ・SHC490B SHC490C

・ ・

・ ・

STK400

STKN400

STK490

STKN490

・ BCR295 ・

・ ・

・ ・

SSC400

SNR400

溶接構造用圧延鋼材

建築構造用圧延鋼材

一般構造用圧延鋼材

一般構造用角型鋼材

・・

・ ・ SM490ASM400A

・ ・

・ ・

SN400A

SN400B SN490B

・ ・SN400C SN490C

・ STKR400 STKR490・

SS400

トルシア形高力ボルト

JIS形高力ボルト

溶融亜鉛メッキ高力ボルト

超高力ボルト

・

・

 F8T

S14T

全般

トルシア形が使用できない部分

母材が亜鉛メッキされている部分

屋内環境

・ F10T

※ S10T

22 φ

19 φ

16 φ

・ 80 ・ ・ ・ ・100 120 150

・ ・ ・ ・ ・100 120 150

・ ・ ・ ・ ・100 120 150

80

・ 高力ボルト ・ 現場溶接 高力ボルト ・現場溶接※

・ 高力ボルト ・ 現場溶接 高力ボルト 現場溶接※

S H M R J

・

※

・

・

・

・

鉛、クロムフリ-錆び止め

水系さび止めペイント

変性エポキシ樹脂プライマー

有機ジンクリッチプライマー

構造物用さび止めペイント

JISK5674

JASS18 M-111

JASS18 M-109

JISK5552

JISK5551

30μm

30μm

40μm

15μm

※ 2種

1種 2種

2種

・ ・

・

30μm

A種

※ 1種

Ｐ：

ゲージ：g2

ピッチ

ゲージ：g1

：e1 はしあき

：e2 へりあき

5.5da　以上

4da　以上

5da　以上

7.5da　以上かつ 30cm 以下

2.5da　以上かつ縦筋の内側

規 格 名 称 鋼　材　名 柱
内
ダイア

通し
ダイア

大梁
小梁
他

ブレース

高 力 ボ ル トの 種 類 使 用 箇 所

使 用 箇 所径 長　さ(mm)

柱 梁

フランジ

ウェブ

国土交通省大臣認定（グレード）

塗　　料
適　用

種　別
屋外 屋内

標準膜厚

符　号 規　定

1

1

1

1

1 L

e1

e
2

e
2

g
1

Ｐe1

e
2

e
2

Ｐ

g
2

3
0
m
m

L

Ｐ

ｔ

ｔ
1
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SCALE

DATE

1/***
(A3 1/***)

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事
作 図設 計代 表 者

一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

鉄骨標準図(1)

2023.12
・

・

・

修　正
・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

S-02

2H

2

H

1

2

H

Ｈ ２

F1F

T

B

F

Ｂ

B

212
1

3

3

3

3

3 3
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s

s
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c

d

d

d

1

1

d

d

c

c

（単位：㎜）

(注)　片面溶接を行う場合には、原則として部分溶込み

　  　溶接を行わない側に隅肉溶接を行う。

※裏当て金の組立溶接を
　行ってよい範囲

※

（注）１　裏当て金を用いた柱梁接合部の裏当て金の組立溶接を梁フランジ

に行う場合には、フランジ幅の１／４の位置に行うこととし、両端

から１０㎜以内の位置に行ってはならない。

２　組立溶接を断続隅肉溶接で施工することは、行ってはならない。

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

※両面溶接は基線に対称に記号を記載する

※２　母屋、胴縁類の取付用ボルトの場合は、ボルトの径＋１．０㎜

　　　とすることができる。

（単位：㎜）

（単位：㎜）

※１　建設大臣認定条件による。

※１　建設大臣認定条件による。

※２

※１

※１

表３．１　溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号

図３．４　部材が直交しない場合の開先標準

図３．２　突合わせ継手の開先標準

図３．５　かど継手の開先標準　　

図３．６　隅肉溶接の開先標準

図３．７　部分溶込み溶接の開先標準

図３．８　フレア溶接の開先標準

表３．４　エンドタブの長さ

表３．６　溶接のサイズ表３．５　裏当て金の厚さ

図３．９　エンドタブ

図３．１０　裏当て金の溶接

表３．７　スニップカットの寸法

図３．３　Ｔ形継手の開先標準　　

表３．３　隅肉溶接のサイズ

図３．１５　鋼管分岐継手詳細　（単位：㎜）

図３．１４　溶接板の段差

図３．１３　スニップカット

図３．１１　複合円型スカラップ　（単位：㎜）

表３．８　余盛りの高さの限度 図３．１６　スタッドの配置

表３．９　スタッドの間隔、ゲージ等の寸法

表３．２　溶接の補助記号

図３．１　溶接記号の記載方法

表４．１　普通ボルトのボルト及びナット

表４．３　ボルト孔の径

表４．４　ボルトの締付け長さに加える長さ

解説図３．１　溶接記号の記載方法の例

解説図３．４　裏当て金の組立溶接位置

図３．１２　従来型スカラップ　（単位：㎜）

11 22

適用範囲、設計図書優先順位は特記仕様書による。

エンドタブは原則として削除し平滑に仕上げる。(代替エンドタブを用いる

場合はＡＷ検定有資格者とする)

裏当て金は原則としてフランジの内側に設ける。

鉄骨製作工場、技能資格者、材料、製作一般事項は特記仕様書による。

１　溶接方法

２　溶接継手

４　溶接継手の種類別開先標準

(１)　完全溶込み溶接

(３)　部分溶込み溶接

部分溶込み溶接（Ｐ）の開先標準は、図３．７による。

５　溶接施工

溶接方法の種類は、アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接、

セルフシールドアーク半自動溶接、サブマージアーク自動溶接、エレ

クトロスラグ溶接及びアークスタッド溶接等とする。

溶接方法の種類は、アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接、

溶接継手の種類は、完全溶込み溶接、部分溶込み溶接、隅肉溶接及び

フレア溶接とし、完全溶込み溶接の継手形状の種類は、突合わせ継手、

Ｔ形継手及びかど継手とする。

イ　Ｔ形継手（Ｔ）の開先標準は、図３．３による。ただし、溶接さ

ウ　かど継手（Ｌ）の開先標準は、図３．５による。

隅肉溶接（Ｆ）の開先標準は、図３．６により隅肉溶接のサイズ

(２)　隅肉溶接

（Ｓ）は、表３．３による。

裏当て金の組立溶接は接合部に悪影響を与えないように、エンド

ア　突合わせ継手（Ｂ）の開先標準は、図３．２による。

(４)　フレア溶接

フレア溶接（ＦＬ）の開先標準は、図３．８による。

同開先のものを用い、長さは、図３．９及び表３．４のとおりと

する。ただし、あらかじめ溶接端部に欠陥が生じないことが確認

された方法・材質及び形状のものを用いる場合は、この限りでは

ない。

タブの位置又は梁フランジ幅の１／４の位置に行い、解説図３．

４による。

により、材質は、原則として母材と同等以上のものとする。

ウ　完全溶込み溶接を両面溶接とする場合は、裏溶接の前に裏はつり

イ　裏当て金の厚さ及び隅肉溶接のサイズは、表３．５、表３．６

を行う。

裏はつりは、健全な溶着部分が現われるまではつり取るものとす

る。ただし、自動溶接において、完全な溶込みが得られたことが

確認できる場合には、裏はつりを省略してもよい。

(２)　裏当て金及び裏はつり

(３)　スカラップ

スカラップの円弧の曲線は、フランジに滑らかに接するように

(１)　エンドタブ

エンドタブの材質は、母材と同等以上のものとし、形状は同厚・

なお、スニップカット部は、溶接により埋めるものとする。

(４)　スニップカット

完全溶込み溶接を行う部分の板厚の差による段違いが１０㎜を

越える場合は、図３．１４による。

(５)　溶接部分の段差

ア　完全溶込み溶接の片面溶接に用いる裏当て金は、原則としてフラ

ンジの内側に設置し、取付け方法は、図３．１０による。

さの上限は、表３．８　による。
れる部材が直交しない場合の開先標準は、図３．４による。

フレア溶接の溶接部は、余盛りを行うものとする。余盛り高

イ　完全溶込み溶接（Ｔ型継手）の溶接部は、ビード表面が滑ら

(６)　余盛り

鋼管分岐継手における支管は、主管外径より細径のものとし、

開先標準は、図３．１５による。ただし、自動機械により開先

加工を行う場合については、この限りではない。

適用管厚　３．２㎜≦ｔ≦１２㎜

交角　３０゜≦θ≦１５０゜

(７)　鋼管分岐継手

ア　完全溶込み溶接（突合わせ継手、かど継手）、隅肉溶接及び

かになるように仕上げる。

(７)　スタッド溶接

ア　スタッド溶接はアークスタッド溶接方式による直接溶接とし、溶接

姿勢は下向きを原則とする。

イ　スタッド溶接用材料はＪＩＳ　Ｂ１１９８（頭付スタッド）の規格

に適合するものとし、適用する呼び名は、１３、１６、１９及び

２２の４種類とする。

ただし、デッキプレート厚１．６㎜以下で、あらかじめ良好な溶接

による。

ウ　スタッド溶接は、デッキプレートの上から行ってはならない。

エ　スタッドの間隔、ゲージ等の寸法は、表３．９及び図３．１６

が得られることが確認された場合ついては、この限りではない。

溶接の交差部をスニップカットで処理する場合は図３．１３に

より、スニップカットの寸法（Ｓｃ）は、鋼材の板厚に応じて、

は、Ｓｃ＝ｒ＋２により求めるものとする。

表３．７による。ただし、既製形鋼のスニップカットについて

３　溶接記号

(１)　溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号

溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号は、表３．１により、

溶接の補助記号は、表３．２による。

(２)　溶接記号の記載方法

溶接記号の記載方法は、図３．１による。ただし、溶接方法又は

溶接面の指定を行わない場合は、溶接継手記号のみを記入する。

完全溶込み溶接及び部分溶込み溶接の場合は、引出線を折線とし、

開先をとる部材面に先端を向けるものとする。

溶接記号の記載方法は、図３．１及び解説図３．１により、溶接方法、

（解説：記載例）

溶接継手及び溶接面の記号を記入する。

ボルト・六角ナット・平座金のセット」（２種Ｆ１０Ｔ）の規格

に適合するもの、建築基準法に基づき認定されたトルシア形高力

ボルト（２種Ｓ１０Ｔ）及び溶融亜鉛めっき高力ボルト（１種Ｆ

(１)　高力ボルト

８Ｔ相当）とする。

(２)　普通ボルト

普通ボルトのボルト及びナットは、表４．１により、

ねじは、ＪＩＳ　Ｂ　０２０５「メートル並目ねじ」とする。

座金は、ＪＩＳ　Ｂ１２５６「平座金」による並形とする。

１　ボルトの種類

高力ボルトの種類は、ＪＩＳ　Ｂ１１８６「摩擦接合用高力六角

ボルト用孔の径は、表４．３による。

高力ボルトの長さは、締付け長さに表４．４の値を加えたものを標準

長さとする。

２　ボルトの孔の径

３　高力ボルトの長さ

ア　複合円型スカラップの形状は、図３．１１により、スカラップ

半径（Ｓｒ　）は３５㎜、Ｓｒ　は１０㎜とする。

加工し、複合円は滑らかに仕上げる。

イ　スカラップ半径（Ｓｒ）は３５㎜とする。

ウ　ノンスカラップは、別図参照。

第１章　適用範囲

第３章　溶接接合

第２章　一般事項

第４章　高力ボルト接合

両面溶接

片面溶接

部分溶込み溶接

フレア溶接

Ａ

Ｅ

Ｂ

Ｔ

Ｌ

Ｆ

Ｐ

１

ＦＬ

Ｈ

２

突合わせ継手

Ｔ形継手

かど継手

完全溶込み溶接

サブマージアーク自動溶接

エレクトロスラグ溶接

隅肉溶接

セルフシールドアーク半自動溶接
アーク手溶接，ガスシールドアーク半自動溶接，

※

現場溶接

全周溶接

全周現場溶接

断続溶接の長さ及び間隔 Ｌ－Ｐ

１（片側溶接）

10 11 12 13 13 14 15 15 16

12 16 19 22 25 28 32 36 40

４（軽量形鋼レ形溶接）３（軽量形鋼Ｖ形溶接）

ｔ≦１２
２（両側溶接）１（片側溶接）２（両側溶接）

ｔ≦６

１２＜ｔ≦２２６＜ｔ≦１９

２２＜ｔ≦４０１９＜ｔ≦４０

１（片側溶接）

６＜ｔ≦４０ ６＜ｔ≦１９ １９＜ｔ≦４０

１（片側溶接）
ｔ≦６

２（両側溶接）
ｔ≦１２

２（両側溶接）

６＜ｔ≦１９ １２＜ｔ≦１９

１９＜ｔ≦４０ １９＜ｔ≦４０

１（片側溶接）

ｔ≦６

２（両側溶接）

１９＜ｔ≦４０ｔ≦６

１（片側溶接）

１２≦ｔ≦４０

２（両側溶接）

１６≦ｔ≦４０

２（丸鋼等両面溶接）１（丸鋼等片面溶接）

手溶接

半自動溶接

自動溶接

３５以上

３８以上

７０以上

半自動溶接

手溶接

１２以上

９以上

６以上 5

9

自動溶接

t  ≦  ９

t  ＞  ９

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 19 22 25 28 32 36 404

43 5 5 6 7 8 8 9 10 10 11 12 11 13 15 17 19 21 24

10

6

12

9

14

12

15

16以上

１（片側溶接）２（両側溶接） ２（両側溶接）
ｔ≦６ ｔ≦１２

１２＜ｔ≦２２６＜ｔ≦１９

２２＜ｔ≦４０１９＜ｔ≦４０

4

3

4

3

突合わせ継手

かど継手

隅肉溶接

フレア溶接

手溶接

半自動溶接

自動溶接

手溶接

半自動溶接

２（両側溶接）１（片側溶接）

１（片側溶接）

呼び名の５倍以上

４０㎜以上

呼び名の２．５倍以上

７５㎜以下

３０㎜以上。土に接する部分及び外壁仕上

なしの部分は、４０㎜以上とする。

呼び名の４倍以上。デッキプレートが介在

する場合は、呼び名の４倍以上で、かつ、

デッキプレート高さ（Ｈ　）に３０㎜を加

加えたもの以上とする。

呼び名の７．５倍以上かつ６００㎜以下

JIS B 1180 (六角ボルト) JIS B 1181 (六角ボルト)

並形六角ボルト 並形六角ナット

鋼　製 鋼　製

4.6 4T

JIS B0205-4(一般用メートルねじ－第4部：基準寸法)による。

中 中

JIS B 0209-1(一般用メート
ルねじ－公差－第1部：原則
及び基礎データ)による6g  

JIS B 0209-1による6H

18.0 22.0

22.0

24.0

24.0

26.0

26.0

12.5 16.5 20.5 22.5 24.5

17.5

14.0

25

25

30 35 40 45

30 35 40

Ｈ
アーク手溶接・ガスシールドアーク半自動溶接及び
セルフシールドアーク半自動溶接

Ｈ
アーク手溶接・ガスシールドアーク半自動溶接及び
セルフシールドアーク半自動溶接

アーク手溶接・ガスシールドアーク半自動溶接及び
セルフシールドアーク半自動溶接Ｈ

t

S

t

D

分　　類

溶接方法

溶接継手

溶接面

記号記号

区　分 補助記号

アーク手溶接・ガスシールドアーク半自動溶接

及びセルフシールドアーク半自動溶接Ｈ （サブマージアーク自動溶接）Ａ

アーク手溶接・ガスシールドアーク半自動溶接

及びセルフシールドアーク半自動溶接Ｈ Ａ（サブマージアーク自動溶接）

アーク手溶接・ガスシールドアーク半自動溶接

及びセルフシールドアーク半自動溶接Ｈ （サブマージアーク自動溶接）Ａ

Ｈ
アーク手溶接・ガスシールドアーク半自動溶接及び
セルフシールドアーク半自動溶接

溶接継手 溶接方法

溶接工法
Sc

t

余盛り高さの限度

溶接工法 裏当て金の厚さ St

寸　　法

間　　　隔（ｐ）

へりあき（ｅ　）

デッキプレートの高さ（Ｈ　）

デッキプレートの溝の平均幅（ｂ　）

呼び長さ（　）

コンクリートかぶり厚（ｄ　）

項　　目

最小ゲージ（ｇ）

ナットボルト

規格番号
規格名称

種　類

材料区分

強度区分

ねじの種
類の規格

仕上げの
程　　度

ねじの公
差域クラ
スの規格

ボルトの種類

高力ボルト(Ｆ１０Ｔ、Ｓ１０Ｔ)

溶融亜鉛めっき高力ボルト(Ｆ８Ｔ相当)

M24M22M20M16ねじの呼び

普通ボルト

ねじの呼び

ＪＩＳ形

トルシア形

M12

M12 M16 M20 M22 M24

裏当て金

エンドタブ

組立溶接

スニップカツト

支管

主管

接線

ＦＢ(t x25㎜) ＦＢ(t x38㎜)

Ｂ

ＣＡ

溶接継手

溶接方法

溶接面

断続溶接の長さ

断続溶接の間隔

基準線

（折線）
引出線引出線

基準線

溶接面（両面溶接）

溶接方法（手溶接又は半自動溶接）

溶接継手（突合わせ継手）

1/2.5以下

60ﾟ 60ﾟ 60ﾟ

主管の管軸と支管の管軸とは
一致させること。

Ａ断面図 Ｂ断面図 Ｃ断面図

（現場溶接）

（全周溶接）

（全周現場溶接）

Ｄ－Ｄ断面図

（梁 部）（柱 部）

ｂ－ｂ

ｂｂ

Ｄ

Ｄ

鉄 骨 標 準 図

Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ｋ

Ｘ

Ｘ

Ｖ

Ｖ

Ｋレ

Ｋレ

( )

Ｋ

Ｋレ Ｋレ

Ｋレ Ｋレ

1/4t≦S≦10

ⅠⅠ Ⅰ

1/4t≦S≦10

( )

D2=(t-6)/2
D1=(t-6)/2

D2=(t-2)/3
D1=2(t-2)/3

G=t

G=t

1/4t≦S≦10
D2=(t-6)/2
D1=(t-6)/2

1/4t≦S≦10
D2=(t-2)/3
D1=2(t-2)/3

( )

( )

Ⅰ

Ｋレ

Ｋレ Ｋレ

レ Ｋレ

Ｋレ

( )

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10
1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10
D2=(t-2)/3
D1=2(t-2)/3

D2=(t-6)/2
D1=(t-6)/2

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦101/4t≦S≦10

1/4t≦S≦101/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10

( )

( )
1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

D1=(t-2)/2

D2=(t-2)/2

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10

t＜3 のとき S＝3
t≧3 のとき S＝t

t＜3 のとき S＝3
t≧3 のとき S＝t

Ｌ－Ｐ

t t t

67

7

t t t

t

6

t t2 2
22

45ﾟ
30ﾟ 60ﾟ

30ﾟ45ﾟ35ﾟ 60ﾟ

60ﾟ 60ﾟ

D1

D2

t

t

6

2 6

35ﾟ

D1

D2

2 6

t t t t

t t tt

t t t t

G

G 6

7 7

7 7

2 2 6

S S

2
2 2

35ﾟ 50ﾟ45ﾟ35ﾟ

35ﾟ 35ﾟ45ﾟ

60ﾟ

60ﾟ

60ﾟ

S

6

D1

D2

S

D2

2 D1

35ﾟ

≧
60
ﾟ

≧
60
ﾟ

≧
75
ﾟ

S

7

40≧t＞6
19≧t＞6

2/3(t-2)

40≧t＞19
21/3(t-2)

t

45ﾟ

S

0

2

S

S

0

45ﾟ

S

S

60ﾟ

t

S

S

t

S

SS

SS

S S/2

60ﾟ60ﾟ

t

S
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（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

※1　千鳥打ちとした場合

※2　強度に支障のない場合に用いる

(注)　　≧ｍａｘ（Ｂ／２，Ｂ’／２）

※1

※2

(注)リブプレートは、ハンチが始まる部分を避け、位置を移動

させることとする。

t=フランジ厚

図６．２　水平スチフナ　（単位：㎜）

図６．３　ダイヤフラム　（単位：㎜）

図６．４　縦スチフナ

図６．１　仕口パネル　　（単位：㎜）

表４．５　縁端距離及びボルト間隔

表４．６　千鳥打ちのゲージ及び間隔

表４．７　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径

図６．５　鋼管柱の仕口部に設ける柱の形状

図６．１０　梁の段差　（単位：㎜）

図６．６　はり及び柱のしぼり　　（単位：㎜）

図６．７　リブプレート　（単位：㎜）

図６．９　柱脚部のしぼり　　（単位：㎜）

図６．８　柱のフランジ幅及び板厚の異なる場合のしぼり　（単位：㎜）

図５．１　座金とベースプレートの全周溶接

Ｂ種

Ａ種

Ａ種 Ｂ種

図５．２　アンカーボルトの保持及び埋込み

図５．３　柱底均しモルタル

張材の接合部分において、せん断力を受けるボルトが応力方向に３本

以上並ばない場合の縁端距離は、ボルト軸径の２．５倍以上とする。

(１)　縁端距離及びボルト間隔

縁端距離及びボルト間隔は、原則として表４．５による。ただし、引

(２)　千鳥打ちのゲージ及び間隔

(３)　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径

形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径は、原則として表４．７による。

４　縁端距離及びボルト間隔等

仕口パネルの範囲は、図６．１による。材質は、取付く梁及び柱の

ウェブ材のうち、強度及び溶接性の最も優れたものと同等のものと

する。ただし、板厚は取り付く梁及び柱のウェブ材のいずれか厚い

もの以上かつ９㎜以上とする。

のとし、板厚は、梁フランジ厚以上かつ９㎜以上とする。

なお、梁幅が３００㎜以上の場合は、スニップカットの代わり

にスカラップとすることができる。

イ　鋼管柱の仕口部に設けるダイヤフラムの形状及び大きさは図６．３

かつ９㎜以上とする。

ダイヤフラム中心部には、最上部を除いて空気穴（直径３０㎜程度）

を設ける。ただし、スニップカットの代わりにスカラップを設ける

場合には、空気穴を省略することができる。

(２)　水平スチフナ及びダイアフラム

(３)　縦スチフナ

下柱フランジのうち、強度及び溶接性の最も優れたものと同等の

ものとし、板厚は、いずれか最も厚いもの以上とする。

による。通しダイヤフラムの場合の材質は、Ｃ材とし、取り付く梁

フランジ材及び柱材のうち、強度の最も高いものと同等以上のもの

内ダイヤフラムの場合の材質は、梁フランジ材と同等以上のものと

し、板厚は、同レベルに集まる梁フランジのうち最も厚いもの以上

よる。

縦スチフナの幅は、取り付く柱フランジと同一とし、材質は、上

ア　十字形柱及びＨ形柱の仕口部に設ける縦スチフナは、図６．４に

イ　鋼管柱の仕口部に設ける柱の形状は、図６．５による。
１　仕口部詳細

大きさは、図６．２による。材質は、梁フランジ材と同等のも

ア　十字形柱及びＨ形柱の仕口部に設ける水平スチフナの形状及び

(１)　仕口パネル

１　柱脚の形式

柱脚の形式は、原則として鉄骨造においては露出型柱脚又は埋込み

型柱脚、鉄骨鉄筋コンクリート造においては埋込み型柱脚とする。

千鳥打ちのゲージ及び間隔は、原則として表４．６による。

とする。板厚は、同レベルに集まる梁フランジのうち最大板厚＋６

㎜以上かつ９㎜以上とする。

(２)　梁の段差

柱の大きさは、上下柱のうち大きいものと同一とし、材質は、上

のとする。

下柱材のうち、強度及び溶接性の最も優れたものと同等以上のも

２　各部詳細

梁ハンチ部にリブプレートを設けるものとする。

ア　梁通し及び柱通しのしぼりの限度及び位置は、図６．６により、

(１)　梁及び柱のしぼり

以上とする。

リブプレートの形状は、図６．７により、板厚は梁ウェブと同厚

柱に取付く梁に段差を設ける場合の寸法（Δｅ）は、溶接性を考慮

して、十字形柱及びＨ形柱で１５０㎜以上、鋼管柱で通しダイヤフ

ラム１５０㎜以上　内ダイヤフラム１００㎜以上を確保する。ただ

し、溶接上支障がない場合は、この限りでない。

・リブプレート

梁にハンチを設ける場合は、図６．７に示すようなリブプレー

トを付けるものとし、板厚はウェブと同厚以上とする。ただし、

リブプレートの大きさはスリーブ等の納りを考慮して小さくす

ることができる。

の継手位置は、図６．８による。

イ　柱のフランジ幅及び板厚のしぼりの限界並びにフランジ及びウェブ

ウ　柱脚部のしぼりの限度及び位置は、図６．９による。

２　アンカーボルト等の設置

に埋め込まれる場合は、二重ナットとしないことができる。

ア　アンカーボルトは二重ナット及び座金を用い、その先端は、ねじ

がナットの外に３山以上出るようにする。ただし、コンクリート

(１)　アンカーボルト

(３)　柱底均しモルタル

ただし、軽微なものについてはＢ種を使用できることとする。

柱底均しモルタルは、図５．３により、Ａ種を原則とする。

(２)　アンカーボルトの保持及び埋込み

アンカーボルトの保持及び埋込みは、図５．２による。

イ　アンカーボルトにせん断力を負担させる場合は、せん断伝達鋼板

（ボルト孔クリアランス０．５ｍｍ）をベースプレートに全周溶

接することとし、図５．１による。

建て方用の場合は不要。必要な場合は図面特記による。

第５章　柱　脚 第６章　鉄骨標準詳細図
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クリートの打ち込みを行う。

固に組み立て、あらかじめ設けた支持材に固定して、コン

ボルトの上下を固定できるように、鉄筋などで補強して堅

アンカーボルトの径に相応した形鋼等を用いて、アンカー

アンカーボルトを鉄筋等を用いて組み立て、適切な補助剤

で型枠の類に固定し、コンクリートの打込みを行う。

後、ベースプレート回りに型枠を設けて、無収縮モルタルをベ

ースプレートの周囲からあふれ出るまで圧入する。

後、ベースプレート下全面に十分に行きわたるように、適切な

方法でモルタルを詰め込む。ただし、ベースプレートの大きさ

が、３００㎜角程度以下の場合は、モルタルを所定の高さに平

滑に仕上げておき、柱を建込むことができる。
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(注)１．溶接方法又は溶接面の指定のない場合は、いずれによっ

てもよいものとする。

２．　　：仕口パネル厚が１６㎜以上にものについては

３．　　：　　としてもよい。ただし水平スチフナ厚が１２

(注)仕口部の梁フランジの材質は、仕口部に求められる性能および

応力などから判断してＣ材又はＢ材とする。

　　　とする。

　　　㎜以下の場合は　　とする。

(注)埋込み型柱脚とする場合で、フランジ厚さが１２㎜以下の場合

(注)埋込み型柱脚とする場合で、フランジ厚さが１２㎜以下の場合

(注)柱板厚が６㎜以下の場合は　　とすることができる。

は　　、１３㎜以上の場合は　　とすることができる。

は　　、１３㎜以上の場合は　　とすることができる。

２．　　：仕口パネル厚が１６㎜以上にものについては

３．　　：　　としてもよい。ただし水平スチフナ厚が１２

　　　とする。

　　　㎜以下の場合は　　とする。

てもよいものとする。

(注)１．溶接方法又は溶接面の指定のない場合は、いずれによっ

てもよいものとする。

(注)１．溶接方法又は溶接面の指定のない場合は、いずれによっ

(注)仕口部の梁フランジの材質は、仕口部に求められる性能および

応力などから判断してＣ材又はＢ材とする。

４．Δｈ＜１５０㎜の場合の水平スチフナの開先方向は、

付図１．２に準ずる。

大きさについて検討する。

５．空気穴（※）については、設置の有無、位置、形状、

応力などから判断してＣ材又はＢ材とする。

(注)仕口部の柱フランジの材質は、仕口部に求められる性能および

※Δｈ＜１５０㎜の場合
の水平スチフナの開先
方向は、下図による。

付図１．１　十字形柱断面図（梁通しタイプ）（単位：㎜）

付図１．２　仕口部の溶接（十字形柱梁通しタイプ）（単位：㎜）

付図１．７　Ｈ形柱脚部　（単位：㎜）

付図１．８　十字形柱脚部　（単位：㎜）

付図１．９　鋼管柱脚部　（単位：㎜）

付図１．６　仕口部の溶接（角形鋼管柱・丸形鋼管柱）　（単位：㎜）

付図１．３　Ｈ形柱断面図　（単位：㎜）

付図１．４　仕口部の溶接（Ｈ形柱）（単位：㎜）

付図１．５　角形鋼管柱、丸形鋼管柱断面図　（単位：㎜）

い等を決定する場合に使用する。

(１)　十字形柱（梁通しタイプ）

１．適用範囲

２．仕口部の溶接

この鉄骨標準詳細要領は、鉄骨造の各接合部の溶接方法並びに取合

イ　十字形柱

ウ　鋼管柱

設計図参照

４．柱脚既製品

３．柱脚

(１)　柱脚部溶接及びアンカーボルト配置要領

ア　Ｈ形柱

(２)　Ｈ形柱

(３)　角形鋼管柱（貫通ダイアフラム）・丸形鋼管柱

付図１．　鉄骨標準詳細要領
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滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事
作 図設 計代 表 者

一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

鉄骨標準図(4)

2023.12
・

・

・

修　正
・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・
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(注)１．リブプレートの厚さは梁のウェブプレート厚以上とする。

２．はさみ板の材質、厚さは構造図による。

(注)柱、梁及びブレースのゲージラインは、原則として一致させる。

省略してもよい。

(注)Ｐ－（ａ）は厚さ９㎜以上とし、柱径４００㎜以下の場合は

せる。

(注)１．柱、梁及びブレースのゲージラインは、原則として一致さ

２．ガセットプレートの幅は、材端ボルト位置で図（ｄ）に示

が不一致となる場合はこの限りではない。

す　の長さを確保する。ただし、それによりゲージライン

(注)柱、梁及びブレースのゲージラインは、原則として一致させる。

(注)柱、梁及びブレースのゲージラインは、原則として一致させる。

共通事項：大梁せい≧小梁せい

ガセット厚、添板厚（接合形式Ａ）≧６㎜

ウェブボルトの配置は、最小ボルト本数を２本、せい方向

ピッチを６０、９０、１２０㎜の３種類とし、小梁のせい

方向の中心振り分けとする。

(注)隔板の材質は上下柱ウェブ材のうち、強度及び溶接性の最も優

れたものを用いるものとし、板厚は９㎜以上とする。

(注)　建築基準法に基づき認定（構造用及び耐火構造用）を受けた

合成床版用デッキプレートの取付け方法は、認定時の添付資料

「標準仕様書」による。

付図１．１０　十字形柱の継手　（単位：㎜）

付図１．１１　十字形のウェブ継手現場溶接用隔板　（単位：㎜）

付図１．１２　Ｈ形柱の継手　（単位：㎜）

付図１．１３　鋼管柱の継手　（単位：㎜）

付図１．１４　梁一般部の継手　（単位：㎜）

付図１．１５　山形ラーメン棟部の継手　（単位：㎜）

付図１．１６　鉛直ブレース（山形鋼）　（単位：㎜）

付図１．１７　鉛直ブレース（Ｈ形鋼）　（単位：㎜）

付図１．１９　柱、梁及び水平ブレースの取合い（鋼管柱）（単位：㎜）

付図１．２０　小梁の接合（ピン接合）　（単位：㎜）

付図１．２１　小梁の接合（剛接合）

付図１．２２　横補剛材の接合　（単位：㎜）

付図１．２３　間柱の接合　（単位：㎜）

付図１．２４　母屋の接合　（単位：㎜）

付図１．２５　胴縁の接合　（単位：㎜）

付図１．２６　床型枠用鋼製デッキプレートの取付け　（単位：㎜）

付図１．２７　折版受材の取付け　（単位：㎜）

付図１．１８　柱、大梁及び水平ブレースの取合い（Ｈ型柱）（単位：㎜）

PL

PL

PL

PL

PL

PL

PL

Ｌ

(１)　柱の継手

ア　十字形柱

ア　梁一般部

イ　Ｈ形柱

イ　山形ラーメン棟部

板のへりあきは、ラメラティアの恐れを考慮して２５㎜程度確保する。

また、大スパンの場合等で精度が問題となるときは、高力ボルト接合

等、他のディテールを採ることができる。リブプレート厚さは梁のウ

ェブプレート厚以上とする。ただし、スパン及び荷重条件等によって

は省略することができる。

ウ　鋼管柱

イ　Ｈ形鋼

ア　Ｈ形柱

イ　鋼管柱

ア　山形鋼

(１)　小梁接合

ア　ピン接合

イ　剛接合

(２)　梁の継手 (２)　横補剛材の接合

(２)　水平ブレースの仕口部

(４)　母屋の接合

(３)　間柱の接合

(５)　胴縁の接合

(１)　鉛直ブレースの仕口部

５．継手部詳細

６．ブレース仕口部詳細

７．その他の接合詳細

(６)　床型枠用鋼製デッキプレート

(７)　折版受材

山形ラーメン棟部分の溶接方法の標準は、図１．１５により、はさみ

－

１列、２列（大梁幅による）

２００≦

≧小梁ウェブ厚　≧６㎜

≦２列

－

小梁ウェブ厚の１サイズＵＰ

≦２列

－

小梁ウェブ厚の１サイズＵＰ

１列、２列（大梁幅による）
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≧小梁ウェブ厚　≧６㎜
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≦５００ ≦５００
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200～210＠アークスポット溶接
（長手方向900@以下）

床型枠用鋼製　
デッキプレート

Ａ
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（角形鋼管柱） （丸形鋼管柱）

（ｂ）柱　頭（ａ）柱　頭

（梁が剛接合の場合） （梁がピン接合の場合）

（ａ）Ｋ形ブレース

（ｃ）柱　脚 （ｄ）ガセットプレートの形状
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一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

鉄骨標準図(5)

2023.12
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修　正
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・ ・ ・
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(注)　梁上端フランジのスカラップ形状は、フランジの幅を考慮して

決定する。

使用する場合は、約４００㎜とする。

(注)　バンドプレートの間隔は、約８００㎜とし、タラップとして

（これを満足できない場合は設計者の指示による。）

０．５Ｈ以下とし、そのピッチは３．０φ以上とする。

ＢＨとする。

(注)１．特記なき限り補強方法は上図によるが、孔径（φ）は、

３．貫通孔が多くある場合はＷＰを厚くした（ＷＰ＋補強Ｐ）

２．貫通孔を設ける範囲は下図の　　　部分を原則とする。

ハイリング、

フリードーナツ、

ＯＳリング等　使用可

付図２．１　バンドプレートの位置及び大きさ　（単位：㎜）

付図２．２　 １次ファスナーの例

付図２．３　鉄骨階段の例　（単位：㎜）

Ｌ Ｌ

L

１．梁貫通孔補強要領

りやすいので、取付けないこととする。ただし、ウェブ厚が薄く、

溶接、運搬及び建方の際に変形のおそれのある場合又は施工上タラ

大きさで取付けることとする。

３．ＰＣカーテンウォールの取付け

バンドプレートは、特に柱・梁接合部においては配筋上の支障とな

鉄骨造の外壁に用いられるＰＣカーテンウォールの取り付け方法は、

鉄骨本体に取り付く１次ファスナーと、ＰＣカーテンウォールに取

り付ける２次ファスナーがあり、通常の場合、鉄骨工事の範囲は１

次ファスナーまでとし、特別な性能を必要とする２次ファスナーは

ＰＣカーテンウォール工事の範囲となる。

２．バンドプレート ４．鉄骨階段

ップとして必要な場合は、施工性を考慮して付図２．１の位置及び

付図２．　各部設計要領

P -6x50
バンドプレート

バンドプレート
（しぼりの手前につける。）
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ウェブ厚x0.5以上(両面)

ガセットプレート

ささら桁ささら桁

フランジ同厚以上(両面)とし、
　　　　設計図による 

ウェブ厚以上(両面)

（ｔ≧１９の場合） （ｔ＜１９の場合）

１次ファスナー詳細図（１）

１次ファスナー詳細図（２）

タイプＡ (φ≦０．１Ｈ)

タイプＢ (０．１Ｈ＜φ≦０．２Ｈ)

タイプＣ (０．２Ｈ＜φ≦０．２８Ｈ)
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（ｂ） 柱脚部分（ａ） 一般部分

（ｃ） バンドプレートの取付け

（ａ） 段板を鋼板とする場合

（ｃ）　階段受けとささら桁の接合方式

あご掛け方式ガセット方式

（ｂ） 段板にモルタル等を打設する場合

タイプＥ (０．４Ｈ＜φ≦０．５Ｈ)

タイプＦ

既製品（評定品）を用いた場合

Ｈが３５０以下の場合はタイプＥによる。
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ＡＡ

Ｂ

Ｂ

継手

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3～5 t t

1
,
0
0
0
程
度

φ
3φ以上

2φ

かつ
φ+200

m
i
n
3
0

2φ

かつ
φ+200

Ｈ

Ｘ

φ

1515

Ｈ
Ｈ

m
i
n
5
0

φ

3
φ

1515

Ｘ

5
0

5
0

Ｈ

Ｘ

φ

1515

2φかつφ+200

Ｈ

Ｘ

φ

60°または45°

60°または45°

min30

20
以上20以

上

φ
5
0

5
0

Ｈ

Ｈ/4

Ｈ/4



一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

Ｎo.

SCALE

DATE作 図設 計代 表 者
・

・

・

修　正
・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

改修構造材伏図

2023.12

1/100
(A3 1/200)

S-07

鉄骨梁リスト

A1:1/100
A3:1/200サブ架構伏図A1:1/100

A3:1/200メイン架構伏図

註）特記なき限り下記による。

　・鋼材はSS400、　　はSM490Aとする。

　・高力ボルトは、S10Tとする。

s
T
7
5

s
T
7
5 s
B
1
5 s
V
6
5

s
V
6
5s
B
1
5

既設鉄骨梁を示す

s
B
1
5

s
B
1
5

s
V
6
5

sT65

sT7
5

sT7
5

sV1
6

sV1
6 sT6

5

sT75

sT75

sV16

sV16

sV
65
位
置

s
V
6
5
位

置

s
V
6
5
位

置

sV
65
位
置

sV65位置

sV65位
置

sT75

sT75 sT75

sT75

sT75

sT75

sB15を示す

sV16

sV
16

s
V
1
6

sV
16

s
V
1
6

sV16

sV
16

sV
16

sV16

sV16

sV16

s
V
1
6

s
V
1
6

sV
16

sV16

sV16

s
V
1
6

s
V
1
6

sV16

sV
16

sV16
sV16sV

16

sV16

sV16

sV16

sV16

sV
16

sV16 sV16

s
V
1
6

s
V
1
6

s
V
1
6

s
V
1
6

sV16

sV16

s
V
1
6

sV16

sV16

sV
16s
V
1
6

s
V
1
6

sV
16

sV
16

sV
16

s
V
1
6

sV
16

sV
16

sV16
sV16

sV16

sV16

sV16

sV16sV16

sV16

sT75

sT75

sT75

sT75 sT75

sV65位置

sV65位
置

s
V
6
5
位

置

sV65位
置

s
V
6
5
位

置

sV65位置

sV
65
位
置

sV
65
位
置 sV65位置

sV65位
置

sT75

sB15 @1,200

H -250x250 x9x14 H -244x175 x7x11

G.PL-9   2-M16G.PL-9   4-M20

(G.PL-12   6-M20)

L - 65 x 65 x 6

G.PL-6   2-M16 G.PL-9   5x2-M16

2L - 75 x 75 x 9 L - 65 x 65 x 6

G.PL-6   2-M16

1-M16 ターンバックル付き

G.PL-6   1-M16

M

M PL -12x250x650

2PL -12x100x650

2PL - 9x140x290

2PL- 9x140x290

H -250x250 x9x14 M

(5x2-M20)x2

(2x2-M20)x2 @60

M

M

M

M

MBH-250x250 x9x16H -250x250 x9x14

G.PL-12

(2x2-M20)x2 @60

H -244x175 x7x11

G.PL-9   6-M20

H -340x250 x9x14

G.PL-9   4-M20

H -150x 75x 5x 7

G.PL-6   2-M16

M

符　号

部材

ウェブ

フランジ
継手

接合部

sB25(A)

符　号

部材

接合部

sT75 sV65 sV16sT65

符　号

部材

ウェブ

フランジ
継手

接合部

sG25 sG25A sG25B

sB24 sB24A sB34 sB15

s
G
2
5
B

s
G
2
5
B

sG25A

sG25A

s
G
2
5
B

sG25A

sB24A

sB
24
A

sB24A

sB
24
AsB24

sB24

s
B
2
4

sB
24

s
G
2
5
B

s
G
2
5
B

sB
24 sB24

s
B
2
4

sB34(sB34)

sB
34
(s
B3
4)

sB24A

sB
24
A

sB
25
A

sB25A

sB24

sB24A

sB24A

sB
24
AsB24A

sB
24
A

sB
24
A

sB
24
A

s
B
2
5

s
B
2
4

sB15

sB1
5 sB15

sB15

sB1
5

sB15

sB25

sB25

sB
25

sB25

s
B
2
5

sB25

sB24

sB24

s
B
2
5

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15

s
B
1
5 sB15

sB15

sB15

sB15
sB1

5

sB
15

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

sB15

s
B
1
5

sB
15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

s
B
1
5

sB
15

s
B
1
5

s
B
1
5

sB
15

sB
15

sB
15

sB15

sB15

sB15
sB15

sB15
sB15

sB15

sB15

sB1
5sB15

sB
24

sB24

s
B
2
4

sB25

s
B
2
5

s
B
2
5

s
B
2
4

sB24

sB
24

sB24

sB25

sB
25

sB
24
A

sB25A sB
25
A

sG
25

sG25

sG25

sG2
5

sG
25

sG25

sG25

sG25
sG2

5

sG2
5

s
T
6
5

s
T
6
5

sT
65

sT65

sT65

sT65

sT65

sT65

s
T
6
5

s
T
6
5

sT
65 s
T
6
5

sT6
5

sT
65

sT65

sT65

sT65

sT65 sT65

sT65sT65

sT
65

sT
65

sT65

F.J

F.J

F.J

7
4
5
.
6

650

74
5.
6

1
,
7
4
8

8
5
2

2
,
6
0
0

5
7
5
.
3

5
,
7
6
0

150

11,520

988 9,543 988

9
8
8

9
,
5
4
3

9
8
8

9
8
8

9
,
5
4
3

9
8
8

6
0
0
6
0
0

1
,
2
0
0

1
,
2
0
0

1
,
2
0
0

745.6

2,598 2,302 2,5982,302550550

5,450 5,450

320

2,032 1,9202,050 3,710 1,808

5,760

150

1,3
20

660
660

575.3
2,600

750

9,025

400

2,032 1,9202,050 3,710 1,808

320

9
,
0
2
5

1
F
L

1FL

5,760 5,7605,7605,760

5
,
7
6
0

5
,
7
6
0

5
,
7
6
0

5
,
7
6
0

5,760 5,7605,7605,760

5
,
7
6
0

5
,
7
6
0

5
,
7
6
0

1,6101,610

5
,
7
6
0

23,04023,040

2
3
,
0
4
0

2
3
,
0
4
0

XH7 XH11XH10XH9XH8

YH8

YH4

YH5

YH6

YH7

XH7 XH11XH10XH9XH8

YH5

YH6

YH8

YH7

YH4



一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

150

1
,
2
0
0

9
8
8

1
,
9
9
5

5
7
2

7
3
0

9
8
8

5
7
2

1
,
2
0
0

1
,
2
0
0

1
,
2
0
0

15
0

150

320

745.6

1
,
2
0
0

1
,
2
0
0

1
,
2
0
0

9
8
8

Ｎo.

SCALE

DATE作 図設 計代 表 者

320

sV65

sV
65

sV
65

sV65sV65

sV65sV65sV65

あ
と

施
工

ア
ン

カ
ー

4
-
M
1
6
(
L
=
7
d
e
)

あ
と

施
工

ア
ン

カ
ー

8
-
M
2
0
(
L
=
7
d
e
)

あ
と

施
工

ア
ン

カ
ー

2
-
M
1
6
(
L
=
7
d
e
)

あ
と

施
工

ア
ン

カ
ー

6
-
M
2
0
(
L
=
7
d
e
)

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

sV65

sV65

s
V
6
5

sV
65

s
V
6
5

s
V
6
5

s
V
6
5

s
V
6
5

sV
65

sV
65

sV65

sV65

B.PL-19x350x355(SM490)
あと施工アンカー

4-M16(L=7de)

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

あ
と

施
工

ア
ン

カ
ー

6
-
M
2
0
(
L
=
7
d
e
)

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

・

・

・

修　正
・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

b

c

a

c

断
面

a
a

-

断
面

-
c

c

b

a

断
面

-
b

b

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

鉄骨詳細図（１）

2023.12

1/30
(A3 1/60)

S-08

[-150x75x6.5x10

sT75

sT75

B.PL-19x350x355(SM490)
あと施工アンカー

4-M16(L=7de)

G.PL-16x180x335(SM490)
4-M20

無収縮モルタル

sT75

sT75

sT75

sT75

sT75

sT75

無収縮モルタル

G.PL-16x120x3350
(SM490)
2-M20

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
T
7
5

s
V
6
5フ

ィ
ラ

ー
P
L
-
6
 
1
-
M
1
6

フ
ィ

ラ
ー

P
L
-
6
 
1
-
M
1
6

s
V
6
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
T
7
5

既
存

S
B
4
：

H
-
 
3
4
6
x
1
7
4
x
 
6
x
 
9

フ
ィ

ラ
ー

P
L
-
9
 
1
-
M
1
6

@
1
,
2
0
0
以

下

s
B
1
5

s
T
7
5

P
L
-
9
(
S
M
4
9
0
)

リ
ブ

P
L
-
1
2
(
S
M
4
9
0
)

P
L
-
1
2
(
S
M
4
9
0
)

あ
と

施
工

ア
ン

カ
ー

6
-
M
1
6
(
L
=
7
d
e
)

リ
ブ

P
L
-
1
2
(
S
M
4
9
0
)

s
G
2
5
B

sB
15

s
B
1
5

s
B
1
5

sB
24
A

sB24A

sB
15

sB25

sB15

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15 s
B
1
5

s
B
1
5

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB
15

sB15

sB24

sB15sB
24
A

sB15

s
B
1
5

sB
25

sB
15

sB
34

sB15

sB15

sB
25

sB25

sB
15

sB
15

s
B
1
5

sB25

s
B
1
5

s
B
1
5

sB24

sB24

sB
15

sB
15

sB
15

s
B
2
4

sB15

sB15

sB15

sB15

s
B
2
4

s
B
2
5

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15sB15

sB15 sB15

sB15

sB
24
A

sB
24
A

sB24A

sB24A

sB15

sB15sB15

sB
24
A

sB15

sB15

sB15 sB15

sB24A

sB15

s
B
1
5 s
B
2
5

sB
24

sB15

sB15

sB
24

sB15

sB
15

sB24

sB24

s
B
2
5

s
B
2
4

sG
25

sG25

sG25 sG
25sG25

sG25

sG2
5

sG
25

sG25

sG2
5

sG2
5

sG25

90
80

12

80

80 150

12

2
0
0

7
5

7
5

3
5
01
8
4

1
6

3
5
0

1
5
0

4
0
6
0
6
0

1
8
0 1
93
0

335

355

125

50

675

67
5

4
0

6
0

3
0 1
91
2
0

12 335

675

1
5
0

1
5
0

1
5
0

2
5
0

2
5
0

1
5
01
5
0
2
1
0

1
0
5 1
5

3
0 1
92
0

50 130

50 130

1
3
5

1
5
0 7
5

2
0 1
93
0

1
6
5

1
5

50 50150

5
,
7
6
0

XH7 XH8 XH9

YH7

YH5

YH6YH6

YH7



一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

320

Ｎo.

SCALE

DATE作 図設 計代 表 者

s
V
6
5

sV
65

s
V
6
5

s
V
6
5

sV
65

sV
65

sV
65

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

あと施工アンカー
4-M20(L=7de)

あと施工アンカー
4-M20(L=7de)

sV
65

s
V
6
5

s
V
6
5

あと施工アンカー
4-M20(L=7de)

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

・

・

・

修　正
・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

a

b

a
d

d

断
面

-
d

d

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事
2023.12

鉄骨詳細図（２）
(A3 1/60)

1/30

S-09

sT75

sT75

sT75 sT75

sT75

sB
34

sB
34

sT75

PL-9(SM490)

PL-12(SM490)

リブPL-12(SM490)

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

L
-
6
5
x
6
5
x
6

G
.
P
L
-
6
 
2
-
M
1
6

L
-
6
5
x
6
5
x
6

G
.
P
L
-
6
 
1
-
M
1
6

sT75

sT75

B.PL-19x350x355(SM490)
あと施工アンカー

4-M16(L=7de) 無収縮モルタル無収縮モルタル

G.PL-16x180x335(SM490)
4-M20

s
G
2
5
B

sG25A

sG25A

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB15

sB
15

sB1
5

sB15 sB15

sB15

sB
24
A

sB24A

sB15

sB15sB15

sB
24
A

s
B
1
5

sB
34

sB
25

sB
15

sB15

sB
25

sB
24

sB
24

sB15

sB15

sB15

sB15

s
B
2
4

s
B
2
5

s
B
2
4

s
B
2
5

sG25

sG25 sG
25

sG
25

sG25

sG25 sG2
5

sG2
5

sG25sG2
5

15

30
19
20

105

75
6575

135

1
2

8
0

9
0

8
0

19
30 180

5
0

9,025

1
5
0

350

184 150
16

8
01
2

75 200 75

350

3
5
5

60
60

40

3
5
5

1
2
5

2,075

3
5
0

3
5
0

380

1FL

76,800

5,7605,7605,7605,760

5
,
7
6
0

2
3
,
0
4
0

5
,
7
6
0

XH8 XH9 XH11XH10

XH7

YH8

YH7

YH6

YH5

YH4



一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

2,600

575.3

5,760

Ｎo.

SCALE

DATE作 図設 計代 表 者

320

sV65sV65
あと施工アンカー
4-M20(L=7de)

あと施工アンカー
8-M20(L=7de)

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

あと施工アンカー
10-M20(L=7de)

あと施工アンカー
2-M16(L=7de)

PL-
16(

SM4
90)

φ355
.6ｘ

9.5
(SM

490
)

・

・

・

修　正
・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事
2023.12

鉄骨詳細図（３）
(A3 1/60)

1/30

S-10

sT75 sT75

PL-
22(

SM4
90)

B.PL-19x50x430(SM490)
あと施工アンカー
8-M20(L=7de)

リブPL-12(SM490)

PL-6

あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

あと施工アンカー
10-M20(L=7de)

PL-12(SM490)

PL-9(SM490) PL-6
PL-9(SM490)

無収縮モルタル

あ
と
施
工
ア
ン
カ
ー

2-M16(L=7de)

無
収
縮
モ
ル
タ
ル

[-150x75x6.5x10

B.PL-19x350x355(SM490)
あと施工アンカー
4-M16(L=7de)

G.PL-16x120x3350(SM490)
2-M20

PL-
9(S

M49
0)

PL-
16(

SM4
90)

PL-
22(

SM4
90)

sG25AsG25A
s
B
1
5

s
B
1
5

sB25

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15

sB
15

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5s
B
1
5

sB
24
A

sB
24
A

sB24A

sB
15

sB
15

sB25

sB15

sB
15

sB
15

s
B
1
5

sB
15

s
B
1
5sB24A sB

24
A

s
B
1
5

sB15

sB15

sB24A

s
B
1
5

s
B
1
5

s
B
1
5

sB25

s
B
1
5 s
B
1
5

s
B
1
5

sB
24
A

sG
25

sG25

sG2
5

sG2
5

sG
25

F.
J

F.J

F.J

8
0

1
5
0

1
2

3
5
5

1
2
51
3
3

5
0

1
2

3
3
5

150

430

80

12

50
150

58

7
5

1
61
8
4

3
0
0 5
0
0

5
0
0 2
0
0

7
5

1
5
0

2,5982,302550

5,450

1,610

1,920 4,150

2,302 550

5,450

15

19

105

5
0

1
3
0

75
100

150 75 200
20075

75 75
50

1,808 2,032

2,598

1,610

75
75

75
75

75

1,9203,710

75
0

1,3
20660

660

19
30 120

2030

20075

350

75

150184

350

16

40
60

9,025
1FL

2
3
,
0
4
0

5
,
7
6
0

YH5

YH4

XH7

YH8

YH6

XH11XH10

XH9XH8



一級 大阪府知事登録 (タ)第1044号
一級建築士 第163039号 西村 清是

7
4
5
.
6

7
4
5
.
6

400

320650

7
4
5
.
6

2
,
6
0
0

5
7
5
.
3

5
,
7
6
0

1
,
7
4
8

8
5
2

Ｎo.

SCALE

DATE作 図設 計代 表 者
・

・

・

修　正
・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

主架構分割① 主架構分割③

主架構分割②

a

c

a

a

b

d

b e

c

d

e

f

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事
2023.12

鉄骨詳細図（４）
(A3 1/60)

1/30

S-11

A1:1/30
A3:1/60鉄骨詳細図

註）特記なき限り下記による。

：内側4本の吊材を設置

：中央八角形リング、足場より仮設を組みレベルを出し、　　と固定する

：壁側の部材を設置

：外側8本の吊材を設置

：設置

：全体を本締め
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キャットウォーク伏図
(A3 1/60,100)

1/30,100

S-12

キャットウォーク鉄骨詳細図 A1:1/30
A3:1/60Ａ部　鉄骨詳細図

キャットウォーク伏図

A1:1/10
A3:1/20

A1:1/100
A3:1/200

A1:1/100
A3:1/200断面図

註）特記なき限り下記による。

　・▲印は、吊り材及び振止め材位置を示す。

　・△印は、吊り材位置を示す。

　・振止め材がダクト等に干渉する場合は、監理者と協議の上

　　位置及び方法を決定する。

　・振止め位置変更が生じる場合は監理者と協議の上その位置を決定すること。

　・　　　は、再取付するキャットウォーク部材を示す。

　・　　　は、存置するキャットウォーク部材を示す。

Ａ部

Ａ部

Ａ部

Ａ部
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E-
1/100

(A3 1/200)

01
電気設備工事 特記仕様書

特　　　記　　　事　　　項項　目

電気設

備工事

仕様書

適用種目 項　　目 特　　　記　　　事　　　項滋 賀 県 電 気 設 備 工 事 特 記 仕 様 書 特　　　記　　　事　　　項項　目

R03.4

工事概要説明

16

別途工事

No 工事種目 備　　　　考

１

６

８

10

13

14

15

３

４

５

７

９

11

12

２

適用

※該当工事には適用欄に○印を附す。

No 名　　　　称 構　造 階　数 延面積（㎡） 棟数 備　　考

工　　　種

電灯・コンセント設備

工事期間・限

・工事区分表による。

新設 改修

８ 技術管理

計

１ 施工基準

２ 監理指針

３ 施工監理ﾁｪ

　 ｯｸﾘｽﾄ

※

※

※

区　　分 分類・規格 部数(ネガ1枚に付)撮影枚数 備　　　　考

状況によりつなぎ写真ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ １

ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ １ 必要に応じ

ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ 6・10・20

定期提出 ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ ２ 月末報告用

着 工 前

工 事 中

完 成 時 ２

3・5・7

3・5・7

６ 工事写真

７ 現場代理人

４ 完成図

５ 保全に関す

　る資料

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

適用

課所定の様式により承諾を得て使用のこと。

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

工事範囲及び説明

※工事図記号（凡例）は別図（　　　　）による。

９ 電気保安

技術者

（該当する者

に○）

※

　 材等の選定

10 下請業者機

※ 11 検査

※

　 等

12 検査合格書

　 の取合い

13 建築工事と

   関係

※ 14 既存設備

※ 15 公害対策

　 の処理

16 産業廃棄物

17 発生材の処理

18 保険等

工事実績情報26 

   の作成・登録

19 監督職員事

   務所

20 安全対策※

　 管理義務者

22 創意工夫等

実施状況

23 別途工事と

　 の連絡協議

24 シンナー等

※

   の保管管理

※

   意事項等

30 施工上の留※

29 技術検査

　 止措置

28 過積載の防

　 両の電波法

　 遵守

27 工事関係車

33 建設工事

35 施工計画書

及び事故の補償

34 保険の付保

対策要綱

公衆災害防止

32 環境配慮指針

31 暴力団員等

による不当

介入の排除

(任意着手方式）

40 その他

39 官公署その他

　　　への届出

建材の調査

38 石綿含有

(受注者希望方式)

37

促進型工事

週休２日取組

   回収等

25 フロン類の

工 事 名 称

工 事 場 所

電灯・動力幹線設備

高(低)圧引込設備

受変電設備

動力設備

拡声設備

電話設備

電気時計表示設備

通信・信号設備

テレビ共視聴設備

自動火災報知設備

ガス漏れ警報設備

防火戸自閉設備

雷保護設備

自家発電設備

機械警備設備

１．図面及び仕様書に記載されていない事項は、すべて、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕

　による。

２．項目は、○印の付いたものを適用する。

適　用　項　目

項　目 特　　　記　　　事　　　項

一般共通事項の扱いは、本工事が単独の工事又は分離発注の場合は以下の全項目を適用し、

他工事に含まれる一括発注の場合は、※印を付したものを適用する。

イ　本工事は、工事請負契約書及び同約款を遵守し、本特記仕様書、図面　葉および標仕

　　により完全に施工する。なお上記相互間に相違のある場合の優先順位は記載の順序とする。

ロ　必要な関係諸官庁への申請手続き等は、全て受注者の負担とし、速やかに処理する。

ハ　本図は、工事の大要を示すものであるから、詳細位置等については監督職員と打合せの上、

　　その指示に従い入念に施工する。

ニ　その他関係諸法規に基づき完全に施工する。

施工に際し、施工手引き書である電気設備工事施工監理チェックリスト（滋賀県土木交通部建築

完成図の種類、記入内容および様式は標仕により作成し、原図、ＣＡＤデータおよび焼付製本

(縮小版A4サイズ)　　部を提出するものとする。

なお、標仕の表1.7.1の完成図の種類に本特記仕様書を加えたものとする。

保全に関する資料は標仕により作成し、監督職員に指示された必要部数の原本、複写図および

電子データを提出するものとする。なお、作成に際しては、国土交通省作成の「建築物等の利用に

関する説明書作成の手引き」を参考とし、詳細については監督職員の指示による。 

　　せにおいて定める。

完成写真の撮影場所は監督職員の指示による。工事写真は全て工事写真帳に貼り付け提出する。

写真撮影は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「工事写真撮影ガイドブック」に準ずる。

原則として、現場代理人は他の工事と重複して従事することはできない。

契約約款第10条第3項の規定に基づく現場代理人の常駐義務を緩和する期間および本工事における

現場代理人が他の工事の現場代理人を兼務できる条件は､別に定める「現場代理人の常駐に関する

運用基準（滋賀県土木交通部）」による。

　①現場代理人の常駐を要しない期間

場への常駐は要しない。

　・請負契約の締結の日の翌日から令和  年  月  日までの期間については、現場代理人の工事現

　・請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工

事等が開始されるまでの期間）については、現場代理人の工事現場への常駐を要しない。

　なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、監督職員との打合せにおいて定める。

　②工事が完成し、事務手続き、後片付け等のみが残っているなど、工事現場において作業等が行われてい

ない期間については、現場代理人の工事現場への常駐を要しない。

現場代理人は､受注者との直接的な雇用関係が確認できる資料を監督職員に提出すること。

受注者は､建設業法で定める専任の技術者の任命を行い､現場に派遣し､技術管理にあたらせること｡

①　技術者の専任を要しない期間

　・請負契約の締結日から令和　年　月　日までの期間については、主任技術者または監理技術

　　者の工事現場への専任を要しない。

　・請負契約締結後、現場施工に着手するまでの期間(現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設

　　工事等が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専

　　任を要しない。なお、現場施工に着手する日については、請負契約締結後、監督員との打合

②　滋賀県建設工事請負約款（以下「契約約款」という）第31条第2項の規定に基づく検査を完了

　　した日から契約期間満了までの期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への

　　専任を要しない。なお、検査を完了した日とは、発注者が契約約款第31条第2項に基づく当該

　　検査の結果を通知した日(契約約款第31条第6項に該当するものを含む）とする。

　　　なお、日程上の都合上、契約工期満了後に検査が行われた場合は、契約工期満了後の監理

　　技術者等の工事現場費の専任を要しない。

建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者および監理技術者補佐の取扱いについて

１．本工事において、建設業法第26条第3項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者(以下、「特例監理技術者」

　という。)の配置を行う場合は以下の(1)～(8)の要件を全て満たさなければならない。

(1)建設業法第26条第3項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者(以下､｢監理技術者補佐｣という｡)を専任

　で配置すること。

(2)監理技術者補佐は､一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者で

　あること。なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求める

使用機材製造者指定

21 統括安全衛生

(3)監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

(4)同一の特例監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件までとする。

（ただし、同一あるいは別々の発注者が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る

　工事であって、かつ、それぞれの工事の対象となる工作物等に一体性が認められるもの（当初の請負契約以外

　の請負契約が随意契約により締結される場合に限る。）については、これら複数の工事を一の工事とみなす。）

(5)特例監理技術者が兼務できる工事は同一土木事務所管内（土木事務所、支所）の工事でなければならない。

(6)特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回および主要な工程の立会等の職務を適正に

　遂行しなければならない。

(7)特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

(8)監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。

２．本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務する事となる場合、前項(1)～(8)の事項について確認でき

　る書類を下記により提出すること。

(1)監理技術者補佐の資格を有する書類（一級施工管理技士等の国家資格者などの合格証など）

(2)(1)の提出書類と同じ

(3)監理技術者補佐の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明する書類(3カ月以上の雇用関係を証明できる健康保険

　被保険者証の写しなど)

(4)特例監理技術者が兼務する工事のＣＯＲＩＮＳの写し等

(5)(4)の提出書類と同じ

(6)業務分担、連絡体制等を記載した書類（施工計画書など）

(7)(6)の提出書類と同じ

(8)(6)の提出書類と同じ

３．本工事において、特例監理技術者および監理技術者補佐の配置を行う場合または配置を要さなくなった場合

は適切にＣＯＲＩＮＳへの登録を行うこと。

　技術検定種目と同じであること。

電気保安技術者は、次による者とし、監督職員の承諾を受けること。

　・　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修電気設備工事監理指針　令和元年版　の定めによる者

　・　第１種電気工事士

　　（電気事業法第52条第2項に規定される電気主任技術者を選任しないことができる自家用

　　　電気工作物および自家用電気工作物（需要設備）のうち、電圧六百ボルト以下で使用する

　　　電気工作物、に係る工事の場合）

　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

各種下請業者、機器材料等県内で供給できるものについては、極力県内業者、県産品を選定す

ることとし、製品等は特記されたものまたは同等品以上とする。ただし、同等品以上とする場

合は､監督職員の承諾を受ける｡

受注者は完成検査前に関西電気保安協会等検査機関の検査を受け合格すること。

監督職員の指示により社内測定検査のみとする場合がある。（測定記録書提出）

各種検査を必要とするもの、責任施工のもの等は、各合格書または保証書及びその写し各一部を

提出すること。なお、責任施工のものは、請負契約者、施工下請業者、材料製造所連名書とする。

コンクリート部分の梁・壁・床の貫通部補強及び仕上部分の軽量鉄骨天井下地、同壁下地の開口

部補強は建築工事とするも、事前に施工図を作成し、監督職員、建築工事業者承認の上とする。

施工に際し、既設内容、取合いをよく調査すると共に既存施設の担当者と十分協議を行い、

その機能を低下せしめてはならない。

工事着手前に付近の状況を調査し、公害対策は工事竣工まで講ずること。

受注者は、産業廃棄物を適正に処理するにあたり下記事項を含め、事前に監督職員に施工計画書

を提出して承諾を受けること。

①本工事に使用する特定建設資材及び排出する特定建設資材廃棄物については、「建設工事に係

を資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）を遵守し、分別解体及び再資源化等を

実施すること。また、着工前の同法第１１条の「通知」は受注者が提出すること。

②「資源の有効な利用の促進に関する法律」（リサイクル法）及び建設副産物適正処理推進要綱

を遵守し、一定規模以上の工事においては、再生資源利用「促進」計画書及び同実施書を作成し

速やかに報告のこと。

③受注者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を遵守し、同法１２条の３によるマニフェ

ストシステムにより的確に実施すること。

引渡を要するもの:

受注者は工事の内容に応じた火災保険、建設工事保険等を工事目的物に付するものとする。

規模　１号　　２号　　３号　　４号　　５号　　設けない

備品　机、いす、書棚、黒板、製図板、ゴム長靴、雨がっぱ、保護帽、受注者加入電話の子機、

　　　衣類ロッカー、冷暖房機器、消火器等監督職員の指示による。

工事車輌の出入りについては、危険防止に努めること。又、必要に応じて交通整理員を配置す

ると共に、近隣家屋に騒音、振動等公害発生のなき様留意し、全般に支障なき様万全の策を講

ずること。又、施設運営についても、担当者と協議を行い支障なき様に努めること。

労働安全衛生法第３０条第２項の統括安全衛生管理義務者には、（　建築工事　電気設備工事　

機械設備工事　）の受注者を指名する。

　受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、または地域

社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完了時までに提出することがで

きる。

　ただし、工事成績評定においての高度技術、創意工夫または地域社会への貢献(以下「創意工夫

等」という）に対する評価は、施工計画書にそのことが記載され、または事前に受注者から自主

的に創意工夫等にかかる資料が監督員職員あて提出され、それらの項目が創意工夫等に該当する

と判断し、施工等に反映されていた場合に評価するものとし、実施前に施工計画書に記載または

資料等の提出がなされていない場合は評価しないものとする。

受注者は、工事別の業者間で互いに連絡をとり、定期的に協議会を行い、工事施工上の調整を

図ること。又、工事区分の取合について図示あるも施工時に必要に応じ協議を行い連絡を密に

すること。

シンナー等については、工事現場に放置することなく、保管を厳重に行い盗難を防止すると共

に、保管数量についても作業前、作業終了後の確認等確実な管理を行うものとする。

冷媒にフロン類を使用している機器の撤去においては、フロン排出抑制法に基づきフロン類を

全量回収し、大気放出をしない処理を行うこと。また、施工に当たっては特定フロンを使用した

材料、工法を用いないこと。

受注者は、工事請負代金　500万円以上の工事について、工事実績情報サービス(CORINS)入力シ

ステムに基づき、「登録のための確認のお願い」を作成し監督職員の確認を受けた後、(一財)

日本情報総合センター(JACIC)に登録するとともに、センター発行の「登録内容確認書(工事

実績)」の写しを監督職員に提出しなければならない。提出の期限は、以下のとおりとする。

（１）受注登録の期限は、契約締結後10日以内とする。

（２）竣工登録の期限は、工事完成後10日以内とする。

（３）受注登録の内容に変更があった場合は、変更があった日から10日以内に変更登録を行う

　　　こと。

受注者は電波法を遵守し、不法無線局を搭載した工事車両を使用しないものとする。また、現

場において不法無線局を搭載していると疑わしい車両を確認したときには、速やかに監督職員

にその旨報告する。

受注者は過積載等の違法運行防止を図るため、道路交通法を遵守する旨を記載した施工計画書

を提出し徹底を図ること。

工事施工途中において、適宜中間技術検査を実施する。

イ　電線管について、図示ない限り屋内露出配管はねじなし電線管（Ｅ管）、屋内いんぺい配

　管は合成樹脂製可とう電線管(PF管)、屋外露出配管は薄鋼電線管（CP管）、屋外埋設配管は

　波付硬質ポリエチレン管（FEP管）を使用する。なお、高圧配線の地中埋設配管については、

　ポリエチレンライニング電線管（PE管）とする。

ロ　図示ない限り配線器具プレートは新金属製またはステンレス製とする。

ハ　スイッチが多数ある場合には監督職員と協議し、ネームスイッチを使用する。

ニ　建物EXPJ部分及び機器接続箇所に使用する可とう電線管は、ビニル被覆付きとする。

ホ　照明器具は原則として、LED器具及び公共施設用器具とすること。

ヘ　将来用予備空配管には、ビニル被覆鉄線(1.6㎜)を入線し、名札を取付ける。

ト　プルボックスは工場製作品を使用する。

チ　次に示す箇所以外の露出配管は、全て塗装する。(機械室、電気室内の塗装　要・否)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ＥＰＳ、共同溝内の塗装　要・否)

リ　露出配管を行う場合は、施工前に素地ごしらえ（エッチングプライマー等）と下塗りを行い、

　配管施工後に仕上塗装を行う。

ヌ　機器据付・設置については、「建築設備耐震設計・施工指針」に準ずる。

ル　当該工事において、既設配管・既設埋設配管があった場合は、監督職員の指示により迂回等
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　の工事を行い、軽微なものは本工事内とする。また、撤去工事は、特に既設配線の行先を調査確認の

　上、処理する。

オ　環境配慮の視点から、以下の材料の利用に努めること。

　(1)グリーン購入法に基づくエコマーク商品

　(2)建設リサイクル法により再資源化されたリサイクル製品

　(3)滋賀県リサイクル製品認定制度に基づく滋賀県リサイクル製品

滋賀県の発注する建設工事等における暴力団員等による不当介入の排除について（「不当介入に関する

通報制度」の徹底について）

1 受注者は、暴力団員等（暴力団の構成員および暴力団関係者、その他県発注工事等に対して不当介入

をしようとするすべての者をいう。）による不当介入（不当な要求または業務の妨害）を受けた

場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行う

とともに、捜査上必要な協力を行うものとする。

2 受注者は、前項により通報を行った場合には、速やかにその内容を記載した通報書(別記様式第１号)

により所轄警察署に届け出るとともに、監督職員に報告するものとする。

また、受注者は、以上のことについて、下請負人（再委託の協力者を含む）に対して、

十分に指導を行うものとする。

3 受注者は、暴力団員等による不当介入を受けたことが明らかになり、工程等に被害が生じた場合は、

監督職員と協議するものとする。

　公共事業に係る環境配慮指針実施要領に基づく、チェックシートを作成し提出すること。

建設業法（昭和24年法律第100号）第25条の27第2項の規定に基づき「建設工事公衆災害防止対策要綱

（国土交通省告示第496号　令和元年9月2日、以下「新要綱」）」が告示されたため、公共建築工事標準

仕様書に位置付けのある「建設工事公衆災害防止対策要綱」は新要綱に読み替える。

本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。

　対策を記載するものとする。

　必要と認める拡大防止対策のうち共通仮設および現場管理の範囲を超え、受注者が追加で費用を要する

　拡大防止対策を行う場合は、受発注者間で設計変更の協議を行うこととする。協議における資料は受注者の

　負担により作成するものとする。

１．本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働者確保等の準備を

行うことができる余裕期間（契約締結日から工事開始日の前日までの期間）を設定した工事であり、

発注者が示した工事開始期限日までの間で、受注者は工事開始日を任意に設定することができる。

なお、受注者は、契約を締結するまでの間に、所定の様式により、工事開始日を通知すること。

取扱いについては、滋賀県ホームページ掲載の「工事における余裕期間制度実施要領（令和2年2月）

（滋賀県）」および「建設工事における余裕期間制度 運用マニュアル（令和3年2月）（滋賀県土木

交通部）」に基づくものとする。　　　滋賀県ホームページ

滋賀県＞事業者の方＞入札・売却・指定管理＞公共工事＞記事一覧「余裕期間制度について」

https://www.pref.shiga.lg.jp/zigyousya/nyusatsubaikyaku/kouzi/

２．余裕期間内は、現場に搬入しない資材等の準備を行うことができるが、資材の搬入、仮設物の設置等、

工事の着手を行ってはならない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。

３．余裕期間内は、主任技術者または監理技術者を配置することを要しない。また、現場代理人は

工事現場に常駐しないものとする。

４．コリンズ へ登録する技術者の従事期間は、実工期の範囲で従事する期間を登録するものとする。

（余裕期間を含まないことに留意するものとする。）

５．受注者は工事開始日の前日までに現場代理人等を定め、所定の様式により届け出るものとする。

６．実工期：工事開始日から終期日まで

（ただし、令和　　年　　月　　日（工事開始期限日）までに工事を開始すること。）

契約締結後において、工事開始日の変更の必要が生じた場合は、監督職員と協議の上、工期に係る

契約を変更することにより、工事開始日の変更をすることができる。

なお、低入札価格調査等により、上記の工事開始期限日以降に契約締結となった場合には、余裕期間は

適用しない。

　受注者は、施工計画書の作成にあたり、「その他」の事項として新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

　本工事は、受注者が工事着手前に発注者に対して週休２日に取り組む旨を協議した上で工事を実施する

(営繕工事版)週休２日取組促進型工事(受注者希望方式)である。費用の計上等の運用にあたっては、

「(営繕工事版)週休２日取組促進型工事実施要領」により行う。

　４週８休以上の現場閉所（現場休息）を前提に労務費を補正して予定価格を作成しており、４週８休に

満たない場合は、現場閉所（現場休息）の状況に応じて請負代金額のうち労務費補正分を減額変更する。

週休２日の取り組みを実施しない場合は、請負代金額のうち労務費補正分を減額変更する。

なお、学校の長期休暇(夏休、冬休、春休)は監督職員と協議の上、非対象期間とすることができる。

・大気汚染防止法、労働安全衛生法、石綿障害予防規則、その他石綿処理に関する諸法令等に基づき

実施すること。

・石綿の事前調査は、建築物石綿含有建材調査者講習登録規定に規定する建築物石綿含有建材調査者等、

一定の知見を有する者が実施するように努めること。

・事前調査結果は書面で発注者に説明すること。

・事前調査結果を作業場に備え付け、掲示すること。

工事施工にあたって、建築基準法、労働基準法、労働安全衛生規則、消防法その他関係法令を遵守し、工事に伴う

協議や諸手続きは、発注者の承諾のもと受注者が責任をもって遅滞なく行うこと。工事完成までに必要な官庁等への

諸届等は、労務・費用共、受注者の負担とする。

本工事に関連して実施される国、県または関係団体の調査等に協力すること。

EM-IE　　HIV　　OW　　DV　　600V EM-CE　　600V EM-CET　　EER　　FP-C

高(低)圧引込み口より、受電設備(開閉器)に至るまでとする。

　　　　相　　　　　線式　　　　Ｖ

地中　　　　　　　　　架空

6kV EM-CE　　6kV EM-CET　　600V EM-CE　　600V EM-CET　　OE　　DV

要　　不要

高圧引込線接続より､各機器取付け及び低圧配電盤取付け完了までとする｡

1次側　3相3線式6,600V、2次側　3相 3線式210V　　単相　　線式　　　V

屋内型　　フレーム組立開放型　　キュービクル

高圧配電盤　　低圧配電盤

３相　　　　単相

KIP　　PDC　　銅棒

電力ヒューズ（　　組）　　フック棒（大・小）　　絶縁マット

Ｂ種接地抵抗値は、関西電力と打合せた値とする。

EM-IE　　OC　　DV　　600V EM-CE　　600V EM-CET　　EER　　EEF　　FP-C

EM-IE　　600V EM-CE　　600V EM-CET　　EEF　　FP-C

姿図による

動力盤　　　　より機器までの配管配線とする

漏電遮断器回路は、他の接地線に接続せず単独接地とする。

3相3線式210V　　3相　　線式　　　V

　本工事に使用する機器材料は、下記に指定する製造者のものを使用のこと。ただし、同等品を使用する場合には、建築

連続　　時間運転

電子ボタン式　　電子交換式

CCP(市内ＣＣＰケーブル)　　EBT(電子ボタン電話用ケーブル)

EM-CPEE(市内対ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル)

PE-V(構内ケーブル)　　EM-TIEF(屋内用通信電線)

主装置　　　　より子機に至る配管､配線､機器取付け､調整までとする。

EM-IE　　　　芯ビニルコード

EM-CPEE(市内対ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル)

CPV(制御用EPゴム絶縁ビニルシースケーブル)　　EM-AE

EM-S-5CFB　　EM-S-7CFB

地上デジタル波対応機器とする。

アンテナ位置は建築意匠、強度等を考え監督職員と協議する。

メーカー責任施工とし、所轄消防署と協議の上、完全に施工する。なお、図示なく

も建築構造上取付けの必要が生じたときは、監督職員の指示に従い本工事において

EM-IE　　HIV　　HP　　EM-AE

受信盤より末端感知器までの配管、配線、器具取付け、調整までとする。

メーカー責任施工とし､所轄消防署と協議の上､完全に施工する。なお、図示なくも

建築構造上取付けの必要が生じたときは、監督職員の指示に従い本工事において取

付ける。

EM-IE　　EM-AE　　EM-CPEE

連動制御盤より末端感知器・自閉器具までの配管、配線、器具取付け、

調整までとする。

なお、メーカーの責任施工とし、建築工事とよく打合せの上、施工する。

EM-IE　　HIV　　HP　　EM-AE　　EM-HP

突針取付けより接地極埋設までの配管配線接地測定を行う。

なお、メーカーの責任施工とし、建築工事とよく打合せの上、施工する。

JISA4201に準じて施工する。

機器据付より試運転調整までとする。

容量　　　kVA　　電圧　　　V

日本内燃力発電設備協会認定合格品とする。

警備保障会社用受信盤より各受口までの配管を行う。

警備保障会社と事前に打合せを行い、支障の無いように施工する。

なお、警備計画の変更、建築構造上の変更等により配管ルートに変更が生

じた場合で軽微なものは監督職員の指示により本工事により行う。

電気方式

施工方法

使用電線

負担金

その他

電気方式

電気方式

施工方法

使用電線

施工方法

使用電線

照明器具

配線器具

照度測定

電気方式

施工方法

使用電線

使用電線

機器仕様

施工方法

施工方法

使用電線

施工方法

使用電線

機器仕様

施工方法

使用電線

機器仕様

施工方法

使用電線

機器仕様

施工方法

使用電線

機器仕様

施工方法

使用電線

機器仕様

施工方法

使用電線

機器仕様

施工方法

使用導線

施工方法

使用電線

機器仕様

配管材料

施工方法

配電盤

変圧器

分電盤

その他

その他

その他

工事範囲及び説明

機器仕様

形式

母線

定格

突針

方式

付属品・予備品

試験用端子

電界強度測定

露出・隠ぺい

実施する

JIS大型　白色

凡例による

露出・隠ぺい

既設端子盤より末端整合器までの配管、配線、器具取付け、調整までとする。

凡例による

隠ぺい

既設感知器より末端感知器までの配管配線器具取付け、調整までとする。

機材名

電線類

ケーブル類

電線管類

高圧遮断器

高圧開閉器

コンデンサ

変圧器

蓄電池

配分電盤

放送機器

配線器具

照明器具

キュービクル

配線用遮断器

火災報知機器

自家発電機器

テレビ共聴機器

ガス漏れ警報器

防火戸自閉機器

時計

製造業者

施工後に測定し、各局毎の電界強度測定値を提出する。施工前に末端の現況も測定を行う。

改修範囲の撤去を行う。廃棄物処分は建築工事と同様に適切に行う。

改修範囲の撤去を行う。廃棄物処分は建築工事と同様に適切に行う。

取付ける。改修範囲の撤去を行う。廃棄物処分は建築工事と同様に適切に行う。

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

　　滋賀県彦根市八坂町２５００

　・本工事は交流センター天井等耐震化改修工事に伴う電気設備工事の一切を行う。

電灯分電盤（露出型　　　面　埋込型　　　面）

既設電灯盤より新設電灯盤取付けまでとする。

トイレ呼出装置

改修に伴い配管、配線、機器取替え、増設を行う。

EM-IE　　HIV　　EM-HP　　MVVS　　EM-AE

保安器函取付け及び引込口よりこれに至る配管、保安器函より交換機、端子盤を経て

各電話機に至る配管、配線、機器取付け、調整までとする。

既設スピ－カの一時取り外し再取付けを行う。

姿図による

露出・隠ぺい

露出・隠ぺい

単相3線式210/105V

電灯盤より配管配線、器具取付けまでとする。

令和　 年　　　月　　　日まで

　様書、同改修工事標準仕様書および同設備工事標準図（電気設備工事編）最新版（以下､「標仕」という）

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修電気設備工事監理指針　最新版による。

課　最新版）に従う。 ※

※

※

※

※

※

　36 余裕期間制度

(法定外の

労災保険の付保)

廃棄物処分は建築工事と同様に適切に行う。

適用種目 項　　目 特　　　記　　　事　　　項

17 舞台照明設備

18 舞台音響設備

舞台照明設備

舞台音響設備

松村電機（既設メ－カ－）

※（既設メ－カ－）

17

18

工事範囲及び説明

図示によるその他

工事範囲及び説明

図示によるその他

図示による

図示による

その他 図示による
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DATE

-

(A3  -  )

空調換気扇の外気側給排気ダクトは、保温すること。

工事期間・限

工事概要説明

工事名称

工事場所

自動制御機器

製缶類

ガスコック類

換気扇

瞬間湯沸器

給湯器

全熱交換器

浄化槽

送風機

防振継手

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ(SUS)

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ(ｺﾞﾑ)

排水金物類

マンホール類

グリストラップ

衛生陶器類

消火栓箱

ボイラ

冷却塔

ファンコイルユニット

排煙機

防火･防煙･排煙ダンパー

吹出口・吸込口

厨房機器

ガス集合装置

空調機

放熱器

冷温水発生機

冷凍機

ポンプ

タンク

量水器

弁類

配管類 ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

適用 機材名 製造業者

課所定の様式により承諾を得て使用のこと。

　本工事に使用する機器材料は、下記に指定する製造者のものを使用のこと。ただし、同等品を使用する場合には、建築

 機 械 設 備 工 事 特 記 仕 様 書　 項　目 特　　　記　　　事　　　項 項　　目適用種目 特　　　記　　　事　　　項項　目 特　　　記　　　事　　　項

・工事区分表による。

　　その指示に従い施工する。

適用項目

※

※

※

　 ｯｸﾘｽﾄ

４ 完成図

ハ　本図は、工事の大要を示すものであるから、詳細位置等については監督職員と打合せの上、

３ 施工監理ﾁｪ

２ 監理指針

１ 施工基準

ニ　その他関係諸法規に基づき完全に施工する。

計

名　　　　称

一般共通事項の扱いは、本工事が単独の工事又は分離発注の場合は以下の全項目を適用し、

他工事に含まれる一括発注の場合は、※印を付したものを適用する。

延面積（㎡） 棟数 備　　考No 構　造 階　数

備工事

仕様書

機械設

２．項目は、○印の付いたものを適用する。

１．図面及び仕様書に記載されていない事項は、すべて、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕

施工に際し、施工手引き書である機械設備工事施工監理チェックリスト（滋賀県土木交通部建

　　により完全に施工する。なお上記相互間に相違のある場合の優先順位は記載の順序とする。

２

3・5・7 １

区　　分

着工前

分類・規格

ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ 状況によりつなぎ写真

部数(ネガ1枚に付)撮影枚数 備　　　　考

定期提出

工事中

ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ

２

6・10・20

月末報告用ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ

１

3・5・7

必要に応じｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ

完成時

完成写真の撮影場所は監督職員の指示による。工事写真は全て工事写真帳に貼り付け提出する。

完成図の種類、記入内容および様式は標仕により作成し、原図、ＣＡＤデータおよび焼付製本

(縮小版A4サイズ)　　部を提出するものとする。

なお、標仕1.7.2(1)図面の種類に本特記仕様書を加えたものとする。

５ 保全に関す 保全に関する資料は標仕により作成し、監督員に指示された必要部数の原本、複写図および

電子データを提出するものとする。なお、作成に際しては、国土交通省作成の「建築物等の利用に

６ 工事写真

７ 現場代理人

による。

原則として、現場代理人は他の工事と重複して従事することはできない。

関する説明書作成の手引き」を参考とし、詳細については監督員の指示による。

　る資料

契約約款第10条第3項の規定に基づく現場代理人の常駐義務を緩和する期間および本工事における

現場代理人が他の工事の現場代理人を兼務できる条件は､別に定める「現場代理人の常駐に関する

   材等の選定

合は､監督職員の承諾を受ける｡

ることとし、製品等は特記されたものまたは同等品以上とする。ただし、同等品以上とする場

各種下請業者、機器材料等県内で供給できるものについては、極力県内業者、県産品を選定す※

　　　　　　　　　・冷凍・空気調和機施工：１級　　　　　・建築板金施工

適用工事種別　　　・配管施工：１級　　　　　　　　　　　・熱絶縁施工：１級

８ 技術管理

９ 技能士

10 下請業者機

　術者等の工事現場への専任を要しない。

　　なお、日程上の都合上、契約工期満了後に検査が行われる場合は、契約工期完了後の監理技

　　仮設工事等が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現場へ

　　術者の工事現場への専任は要しない。

①　技術者の専任を要しない期間

②　滋賀県建設工事請負契約約款(以下「契約約款」という）第31条第2項の規定に基づく検査を

　完了した日から契約期間満了までの期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場へ

　の専任を要しない。なお、検査を完了した日とは、発注者が契約約款第31条第2項に基づく当該

　検査の結果を通知した日(契約約款第31条第6項に該当するものを含む）とする。

　　との打合せにおいて定める。

　　の専任を要しない。なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、監督職員

　①現場代理人の常駐を要しない期間

運用基準（滋賀県土木交通部）」による。

　　　の工事現場への常駐は要しない。

　　行われていない期間については、現場代理人の工事現場への常駐を要しない。

　②工事が完成し、事務手続き、後片付け等のみが残っているなど、工事現場において作業等が

　　・請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は

　　　仮設工事等が開始されるまでの期間）については、現場代理人の工事現場への常駐を要しな

い。なお、現場施工に着手する日については､請負契約の締結後､監督職員との打合せ

において定める。

ロ　必要な関係諸官庁への申請手続き等は、全て受注者の負担とする。

現場代理人は､受注者との直接的な雇用関係が確認できる資料を監督職員に提出すること。

受注者は､建設業法で定める専任の技術者の任命を行い､現場に派遣し､技術管理にあたらせること。

写真撮影は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「工事写真撮影ガイドブック」に準ずる。

　　・請負契約の締結の日の翌日から令和　　年　　月　　日までの期間については、現場代理人

　・請負契約の締結翌日から令和　年　月　日までの期間については、主任技術者または監理技

項　目 特　　　記　　　事　　　項

　 の処理

15 産業廃棄物

※ 工事着手前に付近の状況を調査し、公害対策は工事竣工まで講ずること。14 公害対策

その機能を低下せしめてはならない。

施工に際し、既設内容、取合いをよく調査すると共に既存施設の担当者と十分協議を行い、※

コンクリート部分の梁・壁・床の貫通部補強及び仕上部分の軽量鉄骨天井下地、同壁下地の開

口部補強は建築工事とするも、事前に施工図を作成し、監督職員、建築工事業者承認の上とする｡

各種検査を必要とするもの、責任施工のもの等は、各合格書または保証書及びその写し各一部を※ 11 検査合格書

12 建築工事と

13 既存設備関

提出すること。なお、責任施工のものは､請負契約者､施工下請業者､材料製造所連名書とする。　 等

　 の取合い

　 係

滋賀県の発注する建設工事等における暴力団員等による不当介入の排除について（「不当介入　

による不当

介入の排除

に関する通報制度」の徹底について）

1 受注者は、暴力団員等（暴力団の構成員および暴力団関係者、その他県発注工事等に対して

不当介入をしようとするすべての者をいう。）による不当介入（不当な要求または業務の

妨害）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で

速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うものとする。

(別記様式第１号)により所轄警察署に届け出るとともに、監督職員に報告するものとする。

十分に指導を行うものとする。

また、請負者は、以上のことについて、下請負人（再委託の協力者を含む）に対して、

2 受注者は、前項により通報を行った場合には、速やかにその内容を記載した通報書

3 受注者は、暴力団員等による不当介入を受けたことが明らかになり、工程等に被害が生じた

場合は、監督職員と協議するものとする。

　公共事業に係る環境配慮指針実施要領に基づく、チェックシートを作成し提出すること。

30 暴力団員等

31 環境配慮指針

実施状況

21 創意工夫等

社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完了時までに提出することができる。

タ　環境配慮の視点から、以下の材料の利用に努めること。

　（参考URL http://www.pref.shiga.jp/d/haikibutsu/gomizero/h2112reeflet.pdf）

(3)滋賀県リサイクル製品認定制度に基づく滋賀県リサイクル製品

(2)建設リサイクル法により再資源化されたリサイクル製品、材料

(1)グリーン購入法に基づくエコマーク商品

　 の連絡協議

　要領に準ずる。

ヘ　建物内埋設配管は全てスラブより吊るものとし、その要領は標準仕様書の屋内配管の支持

※

密にすること。

図ること。また、工事区分の取合について図示あるも、施工時に必要に応じ協議を行い連絡を

　 の保管管理

シンナー等については、工事現場に放置することなく、保管を厳重に行い盗難を防止すると共

に、保管数量についても作業前、作業終了後の確認等確実な管理を行うものとする。

※

　 収等

その旨報告する。

場において不法無線局を搭載していると疑わしい車両を確認したときは、速やかに監督職員に   両の電波法

を提出し徹底を図ること。   止措置

工事施工途中において、適宜中間技術検査を実施する。

　 意事項等

イ　液化石油ガス設備工事を施工するものは、特定液化石油ガス設備工事事業者であること。

ロ　液化石油ガス設備工事の作業に従事する者は、液化石油ガス設備士であること。

ハ　液化石油ガスの各種検査は、供給者または保安機関の検査を受け合格すること(記録紙お

　よび検査写真を提出すること)。

ニ　給水配管の接合剤は、上水道用の接合剤とする(継手指定品を除く)。

ホ　地中埋設の鋼管類は防食処置を行う。また、コンクリート貫通箇所はプラスチックテープ

　を巻きモルタル埋めする。

ト　暖房給湯設備における試運転用油量は、オイルストレージタンクの1/3以上とする。

チ　空気調和設備における仕切弁については、100Ａ以上はバタフライ弁(JIS10K)とする。

ヌ　機械設備工事内で電気設備を含む場合には、別途電気設備工事に全て準ずる。

ル　機器の据付、配管支持については、『建築設備耐震設計施工指針』を参考とする。

ヲ　風量調整ダンパー、防排煙ダンパー類は、全て工場製作品とし、(財)日本建築センターの

　防災認定マークを貼付されたものとする。

　取付ける。

ワ　配管には空気だまりの無いように施工し、図示以外で施工必要箇所には自動空気抜き弁を

　の上、安全に処理する。

　等の工事を行い、軽微なものは本工事内とする。また撤去工事は特に既設配管の行先を確認

ヨ　当該工事において、既設配管、既設埋設配管があった場合は監督職員の指示により、迂回

カ　保温工事については、極力滋賀県保温保冷事業協同組合員等県内業者とする。

22 別途工事と

23 シンナー等

24 フロンの回

26 工事関係車

27 過積載の防

28 技術検査

29 施工上の留

(1)受注登録の期限は、契約締結後10日以内とする。

(3)受注登録の内容に変更があった場合は、変更があった日から10日以内に変更登録を行う

　ただし、工事成績評定においての高度技術、創意工夫または地域社会への貢献(以下「創意工夫

的に創意工夫等にかかる資料が監督員職員あて提出され、それらの項目が創意工夫等に該当する

と判断し、施工等に反映されていた場合に評価するものとし、実施前に施工計画書に記載または

資料等の提出がなされていない場合は評価しないものとする。

   遵守

※

受注者は、工事別の業者間で互いに連絡をとり、定期的に協議会を行い、工事施工上の調整を

受注者は、工事請負代金　500万円以上の工事について、工事実績情報サービス(CORINS)入力シ

受注者は電波法を遵守し、不法無線局を搭載した工事車両を使用しないものとする。また、現

受注者は過積載等の違法運行防止を図るため、道路交通法を順守する旨を記載した施工計画書

等」という）に対する評価は、施工計画書にそのことが記載され、または事前に受注者から自主

冷媒にフロンを使用している機器の撤去においては、フロン排出抑制法に基づきフロンガスを

全量回収し、大気放出をしない処理を行うこと。また、施工に当たっては特定フロンを使用した

材料、工法を用いないこと。

リ　コンクリート製排水桝、汚水桝、浄化槽と硬質塩化ビニル管の接続部は砂付き加工の

　工場製品を使用し、漏水防止を図る。

25 工事実績情報

   の作成・登録

(2)竣工登録の期限は、工事完成後10日以内とする。

　こと。

ステムに基づき、「登録のための確認のお願い」を作成し監督職員の確認を受けた後、

(一財)日本情報総合センター(JACIC)に登録するとともに、センター発行の「登録内容確認書

(工事実績)」の写しを監督職員に提出しなければならない。提出の期限は以下のとおりとする。

　 促進型工事

(受注者希望方式)

本工事は、受注者が工事着手前に発注者に対して週休２日に取り組む旨を協議した上で工事を

実施する週休２日取組促進型工事(受注者希望方式)である。費用の計上等の運用にあたっては、

「（営繕工事版）週休２日取組促進型工事実施要領」により行う。

　４週８休以上の現場閉所（現場休息）を前提に労務費を補正して予定価格を作成しており、

４週８休に満たない場合は、現場閉所（現場休息）の状況に応じて請負代金額のうち労務費補正分を

減額変更する。週休２日の取り組みを実施しない場合は、請負代金額のうち労務費補正分を

減額変更する。

32週休2日取組

学校の長期休暇期間(春休み)は、監督員協議の上、対象期間から外すことができるものとする。

　建設業法（昭和24年法律第100号）第25条の27第2項の規定に基づき「建設工事公衆災害防止対策

　要綱（国土交通省告示第496号　令和元年9月2日、以下「新要綱」）」が告示されたため、公共

33 建設工事

公衆災害防止

対策要綱 　建築工事標準仕様書に位置付けのある「建設工事公衆災害防止対策要綱」は新要綱に読み替える。

(発注者指定方式）

３．余裕期間内は、主任技術者または監理技術者を配置することを要しない。また、現場代理人

２．余裕期間内は、現場に搬入しない資材等の準備を行うことができるが、資材の搬入、仮設物

の設置等、工事の着手を行ってはならない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により

行うものとする。

１．本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働者確保等

の準備を行うことができる余裕期間（契約締結日から工事開始日の前日までの期間）を設定した

県土木交通部）」に基づくものとする。

　34 余裕期間制度

工事である。取り扱いについては、「工事における余裕期間制度実施要領（令和２年２月）

（滋賀県）」および「建設工事における余裕期間制度 運用マニュアル（令和２年２月）（滋賀

５．受注者は工事開始日の前日までに現場代理人等を定め、所定の様式により届け出るものとする。

なお、低入札価格調査等により、上記の工事開始日以降に契約締結となった場合には、余裕期間

は適用しない。

４．コリンズへ登録する技術者の従事期間は、実工期をもって登録するものとする。（余裕期間

を含まないことに留意するものとする。）

は工事現場に常駐しないものとする。

６．実工期：令和３年２月１５日から令和３年６月２９日まで

　拡大防止対策を記載するものとする。

　受注者は、施工計画書の作成にあたり、「その他」の事項として新型コロナウイルス感染症の感染

工事範囲及び説明

ダクト

送風機

機器リストによる。

工事範囲及び説明

送風機据付については、防音、防振に注意して施工のこと。施工

機器

保温

排煙方式

排煙機

Ｂ方式＝煙感知器 → 中継器

　　　　手動操作 → 排煙ダンパー → 自動起動盤 → 排煙機

Ａ方式＝手動操作 → 排煙ダンパー → 自動起動盤 → 排煙機

　　　　　　　　　　　↓

直だき吸収式冷温水発生機(単効用・二重効用)、

水冷チリングユニット、空冷式ヒートポンプチラーユニット

冷温熱源機

鋳鉄製ボイラー、鋼製ボイラー

空気調和機 立型ユニット型空調機、横型ユニット型空調機

( ターボ・スクリュー・遠心・吸収 )冷凍機

排水配管：硬質塩化ビニル管 VP

放熱器

冷却水管：ビニルライニング鋼管 VA、ポリ粉体ライニング鋼管 PA

冷温水管：水道用亜鉛めっき鋼管、耐熱性ビニルライニング鋼管

冷媒配管：脱酸銅管Ｌ、断熱材被覆銅管

配管材料

：SUS304溶接鋼管、圧力配管用炭素鋼鋼管 (黒)

ファンコイルユニット、ファンコンベクタ、コンベクタ、ベースボードヒータ

パッケージ型空調機

油配管

床置型、天井吊型、天井埋込型、天井カセット型、壁掛型

施工は標準図による。保温保冷

中央監視盤を設け、システムの集中運転監視を行なう。

自動制御

中央監視

本工事では次の制御を行なう。

工事範囲及び説明

　必要と認める拡大防止対策のうち共通仮設および現場管理の範囲を超え、受注者が追加で費用を要する

　拡大防止対策を行う場合は、受発注者間で設計変更の協議を行うこととする。協議における資料は

　受注者の負担により作成するものとする。

地下式消火栓

ＴＯＴＯ ＬＩＸＩＬ

工事範囲及び説明

熱源

給湯ボイラ 鋳鉄製セクショナルボイラ、鋼製ボイラ、ガス炊きボイラ

保温工事

配管材料

Ａ重油、灯油、ＬＰガス、都市ガス(13A)、電気

脱酸銅管Ｍ、ステンレス鋼管、耐熱ビニルライニング鋼管

施工は標準図による。

電気温水器、給湯器

保温付き被覆銅管（保温厚14mm以上）、ポリブテン管

消火栓箱

口径(　　　)mmφ×(　　　)ｍＨ×(　　　)ｋＷ

消火充水槽

消火水槽

消火栓箱参考図による。

消火ポンプ

工事範囲及び説明

（　　　　）製、容量（有効　　　）ｍ3、（専用・受水槽兼用）

配管材料

（　　　　）製、容量（有効　　　）ｍ3

屋外埋設配管：消火用外面被覆鋼管（SGP-VS)

屋外埋架空配管：配管用炭素鋼鋼管（白）

保温

要、不要

貸与、本工事

負担金等

工事範囲及び説明

ガス計量器

その他

ガスの種別 都市ガス(13A)、プロパンガス

埋設で合成樹脂被覆鋼管の接続は、合成樹脂被覆メカ継手、サービスコックは合成

試験 気密試験後、点火試験を行い燃焼の確認、機器調整を行う。

樹脂被覆ボールバルブとする。

屋外配管配管材料

屋内埋設配管：ポリエチレン被覆鋼管、ビニル被覆鋼管

：配管用炭素鋼鋼管 (白)、フレキ管（SUS）屋内配管

ポリエチレン管（埋設部）

その他 衛生器具・手すりの取り付けにあたっては、メーカーが指定する補強を行うこと。

：配管用炭素鋼鋼管 (白)（露出部）､ポリエチレン被覆鋼管（埋設部）､

10

11

12

(1)本工事に使用する特定建設資材（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行令で定められた建築資材）および排出

(2)建設副産物の発生抑制および再利用の促進に努めること。

(3)請負金額100万円以上の工事においては、再生資源利用[促進]計画書(「建設リサイクルガイドライン」、「建設リサイク

ル法第11条通知別表」対応版）を添付するとともに、実施後、同実施書を作成し速やかに報告すること。

する特定建設資材廃棄物の分別解体および再資源化等を実施すること。

(4)産業廃棄物処理法第12条の３によるマニフェストシステムにより的確に実施すること。

受注者は、産業廃棄物を適正に処理するにあたり、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(建設リサイクル法)、資源の

有効な利用の促進に関する法律(資源有効利用促進法)、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(産業廃棄物処理法)その他関係法令等

に基づくほか、建設副産物適正処理推進要綱を踏まえ、下記事項を含めて、施工計画書を作成し事前に監督職員に提出して承諾

を受けること。また、適切に処理した後、監督職員に報告すること。

労働安全衛生法第３０条第２項の統括安全衛生管理義務者には、（　建築工事　電気設備工事　20 統括安全衛生

管理義務者 機械設備工事　）の受注者を指名する。

※

規模　・１号　　・２号　　・３号　　・４号　　・５号　　・設けない

　　　衣類ロッカー、冷暖房機器、消火器等監督職員の指示による。

   務所

ずること。また、施設運営についても、担当者と協議を行い支障なき様に努めること。

ると共に、近隣家屋に騒音、振動等公害発生のなき様留意し、全般に支障なき様万全の策を講

工事車輌の出入りについては、危険防止に努めること。又、必要に応じて交通整理員を配置す

18 監督職員事

19 安全対策

備品　机、いす、書棚、黒板、製図板、ゴム長靴、雨がっぱ、保護帽、受注者加入電話の子機、

受注者は工事の内容に応じた火災保険、建設工事保険等を工事目的物に付するものとする。17-2 保 険 等

本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。17-1 保険の付与

　及び事故の補償

(法定外の労災保険の付与)

16 発生材の処理 引渡を要するもの:

資源有効利用促進法において、再生資源利用［促進］計画書の作成対象となる工事の受注者は、当該計画書について、作成後、

発注者に説明するとともに、工事現場の見やすい場所に掲示すること。

器具リストによる。衛生器具

工事範囲及び説明

屋内配管

工事範囲及び説明

　　　　　　　ポリ粉体ライニング鋼管 PD　　　　　　　

配管材料

給水方式 直圧式、加圧式、重力式

屋外配管

水圧試験を行い漏水のないようにする。水圧試験

継手、弁等

保温工事

ライニング鋼管には管端防食継手(埋設部は外面樹脂被覆型)、管端防食型弁、

ライニング弁を使用する。

施工は標準図による。

排水方式

配管材料

単独式、合流式、屋内分流屋外合流式

工事範囲及び説明

屋外配管：硬質塩化ビニル管  VP ･ VU、卵形管 EGP

保温工事

曲がり部はできる限り大曲がりエルボを使用し、排水の流通を良くする。その他

施工は標準図による。

硬質塩化ビニルリサイクル三層管 RF-VP

　　　　  排水用鋳鉄管 CIP、硬質塩化ビニルリサイクル管 RF-VP

下水道用リサイクル三層硬質塩化ビニル管RS-VU（埋設部）

項　　目適用種目 特　　　記　　　事　　　項

工事範囲及び説明

屋外配管：硬質塩化ビニル管 HIVP･VP、ビニルライニング鋼管 VD

受水タンク

要、不要

　　　　　ポリ粉体ライニング鋼管 PD

口径(　　　)mmφ×(　　　)ｍＨ×(　　　)ｋＷ

口径(　　　)mmφ×(　　　)ｍＨ×(　　　)ｋＷ

給水ポンプ

揚水ポンプ

保温工事

配管材料

（　　　　）製、容量（有効　　　）ｍ3、耐震（1.0・1.5・2.0）G

（　　　　）製、容量（有効　　　）ｍ3、耐震（0.6・1.0・1.5）G

施工は標準図による。

高置タンク

貸与、本工事量水器

負担金等

SUS

屋内配管：水道用耐震型高性能ポリエチレン管（電気融着）

水質試験 飲適試験(１１項目+残留塩素)を行う(　　箇所)。

・石綿の事前調査は、建築物石綿含有建材調査者講習登録規程に規定する建築物石綿含有建材調査者等、一定の

・事前調査結果は書面で発注者に説明すること。

・事前調査結果を作業場に備え付け、事前調査結果および作業内容等を掲示すること。

事前調査を実施したときは、その結果を工事開始日までに石綿事前調査報告システムにより労働基準監督署

建築物石綿含有建材調査者等有資格者によるものとすること。

知見を有する者が実施するよう努めること。なお、令和5年10月1日以降に解体・改修工事に着手する場合は、

実施すること。

および県(大津市内は大津市)に報告すること。

・工事に係る部分の床面積の合計が80㎡以上の建築物の解体工事、請負金額100万円以上の建築物の改修工事等の

実施できるよう努めるものとする。

・本工事は、建築課における遠隔臨場等に関する試行要領に基づき、協議、検査、立会い等を遠隔において

３．本工事において、特例監理技術者および監理技術者補佐の配置を行う場合または配置を要さなくなった場合

(8)(6)の提出書類と同じ

(7)(6)の提出書類と同じ

(6)業務分担、連絡体制等を記載した書類（施工計画書など）

(5)(4)の提出書類と同じ

(4)特例監理技術者が兼務する工事のＣＯＲＩＮＳの写し等

　被保険者証の写しなど)

(3)監理技術者補佐の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明する書類(3カ月以上の雇用関係を証明できる健康保険

(2)(1)の提出書類と同じ

(1)監理技術者補佐の資格を有する書類（一級施工管理技士等の国家資格者などの合格証など）

　る書類を下記により提出すること。

２．本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務する事となる場合、前項(1)～(8)の事項について確認でき

(8)監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。

(7)特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

　遂行しなければならない。

(6)特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回および主要な工程の立会等の職務を適正に

(5)特例監理技術者が兼務できる工事は同一土木事務所管内（土木事務所、支所）の工事でなければならない。

　工事であって、かつ、それぞれの工事の対象となる工作物等に一体性が認められるもの（当初の請負契約以外

　の請負契約が随意契約により締結される場合に限る。）については、これら複数の工事を一の工事とみなす。）

（ただし、同一あるいは別々の発注者が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る

(4)同一の特例監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件までとする。

(3)監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

　技術検定種目と同じであること。

　あること。なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求める

(2)監理技術者補佐は､一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者で

　で配置すること。

(1)建設業法第26条第3項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者(以下､｢監理技術者補佐｣という｡)を専任

　という。)の配置を行う場合は以下の(1)～(8)の要件を全て満たさなければならない。

　は適切にＣＯＲＩＮＳへの登録を行うこと。

　受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、または地域社会

１．本工事において、建設業法第26条第3項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者(以下、「特例監理技術者」

・大気汚染防止法、労働安全衛生法、石綿障害予防規則、その他石綿処理に関する諸法令等に基づき

　様書、同改修工事標準仕様書および同設備工事標準図の令和４年版機械設備工事編（以下､「標仕」という）

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修機械設備工事監理指針（令和４年版）に準ずる

使用機材製造者指定

別途工事　　建築工事、電気設備工事

　・請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間(現場事務所の設置、資機材の搬入又は

屋外露出配管は、保温すること。

本工事は、多目的便所増設に伴う給湯設備を行う。

小島製作所 ダイドレ 長谷川鋳工所 福西鋳物

東芝キャリア

小口径桝

※該当工事には適用欄に○印を附す。

受水設備

工事種目No

２

１

給水設備

３ 排水通気設備

衛生器具設備４

５ ガス設備

消火設備６

７ 給湯設備

換気設備８

９ 排煙設備

暖房設備10

冷房設備11

12 空気調和設備

工　　　種

撤去 改修

備　　　　考適用

部分引渡し

滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事

滋賀県彦根市八坂町2500

本工事は、『滋賀県立大学交流センター天井等耐震化改修工事』に伴う機械設備の一切を行う。

該当無し

本工事は、便所改修、第3期トイレ改修工事に伴い衛生器具設備を行う。

本工事は、第3期トイレ改修工事に伴い各器具の排水を既設排水管への接続行う。

本工事は、第3期トイレ改修工事に伴い各器具への供給を行う。

本工事は、第3期トイレ改修工事に伴い機器・ダクトの改修を行う。

換気扇、全熱交換器、天井扇、ストレートシロッコファン

協立エアテック 空研工業

亜鉛引き鉄板

パナソニック 三菱電機

令和　　年　　月　　日　限

イ　本工事は、工事請負契約書及び同約款を遵守し、本特記仕様書、図面　　葉及び標準仕様書１５

※

※

　第3項ただし書の

　の配置

　規定の運用を受

　ける監理技術者

36 建設業法第26条

37 石綿含有建材

　 の事前調査

38 遠隔臨場等の

　 試行実施

35 施工計画書※

：硬質塩化ビニル管 HIVP、ビニルライニング鋼管 VD

屋内ﾋﾟｯﾄ配管：硬質塩化ビニル管 HIVP

：硬質塩化ビニル管 HIVP

屋内配管：衛生器具への接続は硬質ポリ塩化ビニル管 VPとする（立ち上げ部分）

　　　　　耐火性硬質ポリ塩化ビニル管 FS-VP、耐火二層管（2階3階部分）

築課　最新版）に従う。

13 融雪設備

ダクト 亜鉛鉄板製ダクト　、　グラスウールダクト

グラスウールダクト 旭ファイバー マグイソベール

消音フレキ フジモリ クリモト アライ実業

種目種目

種目

M-
機械設備工事 特記仕様書
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